
ISSN 2187-4468

4



論　文
○　歯学部における薬理学の統合的理解に対する少人数教育の効果

─ボトムアップを図るために─ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1
藤田 智史・山本 清文・加藤 梨紗子・中村 紘子・富山 勝則・越川 憲明・小林 真之

研究ノート
○　ｅラーニングを用いたアクティブラーニングの試み

─ LMS glexa を用いた反転授業─ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13
竹村 　亮

○　ファカルティ・ディベロッパー（FDer）の在り方に関する実態と課題
─全国私立大学ＦＤ連携フォーラム参加校と日本大学との比較を踏まえて─ ・・・・・・・・・・・・・・・・・27
大嶽 龍一・中村 光宏・三浦 　光

○　ｅラーニング戦略的活用のための全学アンケート調査及び国内大学ヒアリング調査 ・・・・・・・・・・・・57
古賀 　徹

○　医学部 2年次学生が対話型英語ジャーナル・ライティングを通じて医療における
プロフェッショナリズムに関する気づきを得る過程 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・73
高橋 良子

活動報告
○　「学生が変える日本大学」第 2章

─「日本大学 学生FD CHAmmiT 2014」における取り組み─ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・83
瀬戸山 自然・田仲 義典・安田 結城・馬渡 惟史

○　「知的所有権法」授業におけるアクティブラーニングの適用事例
知的所有権法ｘパテントコンテストｘハンディキャップ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 101
橋場 満枝

○　日本大学におけるｅラーニングの戦略的活用に関する研究
─日本大学理事長特別研究公開シンポジウム開催報告─ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 111
福田 弥夫・関根 二三夫・池田 　実・成毛 信男・鬼頭 俊泰・
竹村 　亮・芝村 　良・佐藤 健一・山添 　謙・大嶽 龍一

『日本大学 FD研究』投稿要項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 129

『日本大学 FD研究』執筆要領 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 131

平成26年度　日本大学 FD推進センター活動報告書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 135

編集後記
日本大学全学ＦＤ委員会教育情報マネジメントワーキンググループメンバー
日本大学通信教育部教授　陸　 亦群

日本大学ＦＤ研究　第４号
目　　　次





１）日本大学歯学部薬理学講座，２）日本大学歯学部小児歯科学講座

緒　　言

　日本大学は，多くの文系と理系の学部を擁する有数の総合大学である。多くの入学希望者が挙げる動機の
一つには，資格および免許の取得があり，この傾向は近年益々強くなっている（大学・短期大学における
資格取得の実態に関する全国調査；2003）。また，このような傾向は，特に社会系や理学系，医学系学部に
おいて強く見られる（福田ら，2013）。現在の社会情勢を鑑みれば，受験生が将来就く職業について安定性
を求めるのは当然の成り行きであり，大学における資格取得の支援が求められるようになってきた（河野，
2008）。
　旧来歯学部における教育は，歯科医師免許を取得させ，将来歯科医師として自立できる学生を育成するこ
とに重点が置かれている。したがって，自ずから教育内容は，文部科学省が策定した歯科医師国家試験に整
合性を有した歯学教育モデル・コア・カリキュラム（歯学教育モデル・コア・カリキュラム─教育内容ガイ
ドライン─平成 22 年度改訂版，文部科学省HP）に沿ったものになる。すなわち，自ら学ぶ学問を選択し，
将来それを専門にするというカリキュラムではなく，歯科医師になるために必要な学問を網羅したカリキュ
ラムを学修し，その全ての学問について一定水準の理解をしているか否かを歯科医師国家試験によって問わ

藤田智史１）， 山本清文１）， 加藤梨紗子１）， 中村紘子２）， 富山勝則１）， 越川憲明１）， 小林真之＊１）

　歯科医師国家試験を受験しようとする歯学部 6年生の薬理学に対する理解を向上させるため，正規に組まれて
いる講義以外の補習を希望者に行った。補習は，受講者 2～ 3名で構成される小規模群と受講者 17 ～ 18 名で構
成される中規模群に分類し，前者にはチュートリアル教育型の補習を，後者には講演型（いわゆる 1対多人数の
講義）の補習を行った。その結果，小規模群の学生では一様に薬理学の得点率の上昇が認められたが，中規模群
の補習後の成績は補習に参加しなかった者と差がなかった。そこで中規模群の個別成績に着目したところ，他科
目の得点率が高い（成績の良い）学生における薬理学の得点率の改善は大きい一方，他科目の成績が低い学生の
補習による薬理学の得点率の改善は認められなかった。小規模群と中規模群から得られたアンケート形式による
満足度評価には特に差がなかったことから，講義に対して抱く学生の感想と成績改善効果との間には相関がない
と考えられた。以上の結果は，講演型による補講では成績が下位となる学生の理解度改善の効果は得られにくく，
今回のようなマン・ツー・マンに近い形で学生と密に関わることによって理解度を把握し，ステップ・バイ・ス
テップ形式で教えることが極めて効果的であることを示唆する。

　キーワード：歯学教育，チュートリアル教育，歯科医師国家試験
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れることになる。学修する学問体系は，基礎医学に関するものと臨床医学および歯学に関するものに分類さ
れており，大まかには基礎医学を先行させたカリキュラムとなっている。
　近年，歯科医師国家試験の出題形式は必修問題および領域別などに細分化され，それぞれの分野で合格基
準点が設定されている。また，患者に対して全身的あるいは局所的に重大な障害を与える危険性のある医療
行為を判別させる禁忌肢問題が導入されるようになった（奈良，2012；大坪，2012）。そのため，基礎医学
科目の出題数は比較的少ないものの，合否に占める比重は増加していると言うことが出来よう。現在の歯科
医師国家試験の合格率の低下傾向（奈良，2012；大坪，2012）を踏まえると，歯学部 6年次における基礎医
学の理解向上は，喫緊の課題の一つである。
　薬理学は，基礎医学に分類されるが，その学問体系としては生理学や生化学，細菌学などの知見を基盤
とする。また，薬物に関する知識を習得することから，麻酔学や口腔外科学をはじめとする臨床科目の基
礎となる。すなわち，基礎医学と臨床医学を直接繋ぐ役割を果たす学問として位置づけられる。日本大学
歯学部では，基礎医学科目の一つである薬理学を 3年次後期から 4年次前期で履修させる。4年次後期で
は，社団法人医療系大学間共用試験実施評価機構によって 5年次の臨床実習前に行われる（Computer-Based 
Testing）CBT共用試験に対応した演習を 3時間程度行うのみで，5年次では臨床実習を主体に行うため，
薬理学の講義はこの間ほとんどない。したがって，6年次を迎える時点で少なくとも 1年間の空白期間を経
て薬理学の学修を再開することになる。その結果，臨床の観点から見た薬物の重要性や薬物名に関しては，
理解が深まっているのに対して，その作用メカニズムや背景にある生理学的，生化学的知識に関しては再度
学修しなければ歯科医師国家試験に対応することは難しいのが現状である。また歯科医師国家試験では，薬
理学の問題数は多くはないものの禁忌肢に関わる問題数は少なくないため，着実に知識を定着するための抜
本的な対策が求められていた。
　そこで日本大学歯学部薬理学講座では，平成 26 年度は従来のスケジュールに沿った講義に加えて，新し
い対策を行うことで薬理学の学力改善を図った。その結果を解析することで興味深い結果を得たので，ここ
に報告する。

方　　法

募　集
　4月はじめに以下の募集概要を提示し参加希望者を募った。
　①　 薬理学全般を 10 項目に分類し，各項目について要点を解説する講義（以下，要点講義；2時間）を

受ける。翌週は，理解度確認のための口頭試問と解説（以下，チェック講義；計 2時間）を受ける。
すなわち，1項目を 2週間（各週 2時間）で終える。

　②　4月下旬から毎週受講し，9月上旬で全項目を終了する。
　③　欠席は一切認めないが，受講時間の変更は教員と相談の上認める。
　④　各班 3～ 4名で構成する。
　その結果，学生総数 110 名中 63 名が受講を希望した。受講を希望する学生の成績は全般に広がっており，
著しい偏りはなかった（図 1A）。

群分け
　当初の予想より参加希望者が多かったため，全員を少人数で教育することは不可能と判断し，成績下位者
24 名を優先的に 3名から構成される少人数班（計 8班；以下，小規模群）に振り分け，残り 31 名の成績中
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間層の者は，中規模の班（15 名および 16 名；以下，中規模群）に振り分けた。中規模群ではある程度の成
績を収めている者が多いと考えられたため，チェック講義は行わずすでに習得している自信がある項目に関
しては欠席を認めることにした。成績の振り分けは 3年次および 4年次の学年評価点および薬理学の評価点
を平均したもの（以下，3/4 年次成績）とした。班分けを公表後，10 名の学生は本来小規模班に所属すべき
成績であったが，運動部の活動に参加する等の理由で全講義出席の義務を嫌い，中規模班への移動を強く希
望したためそれを許可した。また，小規模班の空いた席は，中規模班の成績下位者に順次連絡を取り，中規
模班から小規模班へ移動させた。成績上位の受講希望者（概ね学年順位 15 番以内）に対しては，教員との
連絡係，日程調整および必要に応じて成績下位者の学習の手助けを依頼し，了承を得られた者を，各小規模
班にチューターとして 1名ずつ配属した。最終的にそれぞれの班に所属した学生数は小規模群 20 名＋チュ
ーター群 8名，中規模群 35 名となった。また，補講補習には参加しない学生を不参加群 47 名とし，後述す
る比較を行った。

講義方法
　薬理学の過去の国家試験問題を分類し，講義項目を 10 項目とした。准教授 2名と助教 1名，計 3名が 3
もしくは 4項目を受け持ち，要点講義を行った。中規模群では，通常の講演型で学生がノートを取るのに合
わせた進度で，不明な点についての質問を受けながら話す講義を行った。一方小規模群では，学生が講義内
容を理解したか否かを随時口頭試問や学生からの質問を促す形式で講義を進め，区切りの良いところで学生
に講義内容をまとめて口頭で説明させて理解度を確認した。また小規模群では，要点講義から 1週間後に助
教，助手，およびティーチングアシスタントの計 3名が 3もしくは 4項目を受け持ち，チェック講義を行っ
た。チェック講義では筆記試験や口頭試問による理解度の確認を行い，必要に応じて覚え方の提案や内容の
解説を行った。一回当たりの指導時間は約 2時間とした。なお，講義内容は，8月に 3日間かけて行う大学

図 1　参加者の 3/4 年次における成績分布
　A，3年次および 4年次の学年評価点および薬理学の評価点を平均した。補習参加を希望する学生（参加）と希望しない学
生（不参加）の成績は全般に広がっており，特に大きな差は認められない。
　B，3/4 年次成績は不参加群と中規模群の間に差がない一方，小規模群は不参加群より有意に低く，チューター群は不参加
群より有意に高い。***P < 0.001 vs 不参加群（Student's t -test with Bonferroni correction）
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正規のカリキュラムで行う内容とほぼ同じとした。

途中経過
　小規模群の出席率は，開講期間を通してほぼ 100％であった。一方，中規模群では項目，開講時期によっ
て出席率に大きな隔たりが生じた。特に夏期休業期間に入いるとその傾向は顕著に表れた。

受講後の成績評価法
　定期試験の問題は講義した教員が作成する問題であり，その講義を聴講した者が有利になる可能性が否定
できない。これを避けるため，受講後の成績の評価については，全国公開模擬試験（麻布デンタルアカデミ
ー，東京）と全国統一模擬試験（DES歯学教育スクール，東京）の 2社による模擬試験各 3回（9～ 12 月）
の成績を出題内容に不適切なものがないことを確認した上で使用した。この 2社が行う模擬試験各 3回を受
験していない者は，今回の解析対象から外した（小規模群から 1名，中規模群から 2名，不参加群から 5名
を除外）。模試では基礎系の問題として全部で 231 問出題されており，そのうち薬理学は 30 問出題されてい
た。そこで，基礎系の得点率と薬理学の得点率を集計し，比較検討を行った。なお，著者らは本発表に関連
し，開示すべき COI 関係にある企業などはない。客観的な評価のため，両予備校からの許可を得て，模擬
試験の結果を用いた。また，成績の解析では日本大学が定める “日本大学における個人情報保護に関するガ
イドライン”（平成 25 年 4 月 1 日施行）に沿って行った。

結　　果

受講前の成績の概略
　チューター群の 3/4 年次成績は，不参加群と比較して有意に高く，一方，小規模群の成績は有意に低かっ
た（P < 0.001；Student’s t-test with Bonferroni correction; 図1B）。中規模群は不参加群とほぼ同じであった。

受講後の成績の概略
　9～ 12 月に行われた模擬試験 6回分から得られた基礎科目および薬理学分野の得点率を図 2に示す。小
規模群の基礎科目得点率は，不参加群を対照として比較すると有意に低かったが（P < 0.01；Student's 
t-test with Bonferroni correction; 図 2A），中規模群の基礎科目得点率は不参加群と比較し有意差がなかっ
た（P > 0.7; Student's t-test with Bonferroni correction）。一方，薬理学得点率については，小規模群，中
規模群とも不参加群とほぼ同じだった（P > 0.7; Student's t-test with Bonferroni correction; 図 2B）。すな
わち，小規模群の薬理学得点率は基礎科目得点率から予想される値より 8.2％上昇し，中規模群，不参加群
と遜色ないレベルとなっていた。チューター群は，基礎および薬理学の得点率とも不参加グループより有意
に高かった（P < 0.01; Student's t-test with Bonferroni correction; 図 2AB）。
　得点の分布特性を詳細に解析するため，基礎科目得点率を横軸に，薬理学得点率を縦軸にしてプロットを
作成した（図 3）。基礎科目の得点率と薬理学の得点率は，それぞれの問題の難易度によって変化するため，
絶対値に大きな意味はないが，その得点率の間には正の相関が存在した（R2＝ 0.6649）。そこで，不参加群
の回帰直線を基準として用いることによって，各群の分布特性を調べた。すなわち，不参加群の回帰直線よ
り上に位置する場合，薬理学の得点率が基礎科目全体の得点率と比べて高いことを意味する。
　小規模群のプロットは，基礎科目得点率の軸に対して左方，つまり低得点率に偏在していた。これは，小
規模群に所属した学生の 3，4年次の成績を考慮すれば当然と言える。ところが小規模群のプロットは，不
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参加群の回帰直線より上に位置するものが多く（78.9％，15/19 名），回帰直線より下に位置するものは 11.1
％にすぎず，しかもその程度は軽微であった。すなわち，薬理学得点率が基礎科目得点率を上回った学生が
多く，少人数講義は，成績下位者の成績を改善することに対して効果があることを示している。

図 3　基礎科目得点率に対する薬理得点率の分布特性
　基礎科目得点率と薬理得点率の間には正の相関が存在する。不参加群の回帰直線を実線で示す。小規模群のプロットの大多
数（78.9％）は，不参加群の回帰直線に対して上に位置する。中規模群では，基礎科目得点率が高いプロットが不参加群の
回帰直線より上に位置しているのに対して，基礎得点率が低いプロットは下に位置している。
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図 2　基礎科目および薬理学分野の得点率の比較
　A，歯科医師国家試験に向けた模擬試験 6回分から得られた基礎得点率では不参加群と中規模群の間に差がない。小規
模群は不参加群より有意に低く，チューター群は不参加群より有意に高い。**P < 0.01 vs 不参加群（Student's t-test with 
Bonferroni correction）。
　B，薬理得点率では，不参加群と中規模群，小規模群の間に差は認められない。チューター群は不参加群より有意に高い。
**P < 0.01 vs 不参加群（Student's t-test with Bonferroni correction）。
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　一方，中規模群では，基礎科目得点率の高いものは，薬理学得点率も高くなる傾向を示すものの，基礎科
目得点率が低いものは，ばらつきが大きく薬理学得点が著しく低いケースも散見された。これは，中規模群
の成績上位者に対しては要点講義の効果がある程度認められるが，成績下位者に対する効果は小さいことを
示唆している。
　チューター群は，成績が上部に偏っており 5/8 名で不参加群の回帰直線より上に位置するものの，3/8 名
は回帰直線より下に位置し，一定の傾向は認められなかった。

受講後の成績の経時的変動
　模試の実施時期は，本講義が終了してから 4ヶ月に渡って計 6回実施されたため，講義の効果がどの程度
持続するのか解析した。不参加群の薬理学得点率／基礎科目得点率を基準として，他群における講義の効果
を検証した（図 4）。中規模群では 6回を通じて不参加群と大きな差がなかったのに対して，小規模群では

図 4　各模擬試験における得点率比の経時的変化
　模試が行われた日付を横軸にとり，薬理得点率 /基礎科目得点率を非参加群の値を基準として標準化した値を縦軸に表した。
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図 5　受講後アンケートの結果
　各項目に対して 5段階評価で集計。
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講義終了直後に顕著な押し上げ効果が認められた。しかし 12 月の試験では，その効果が薄れることが明ら
かとなった。

受講者アンケート
　受講者は，所属した群を問わず，概ね満足との感想が寄せられた。ただし，講義回数が多く一回当たりの
講義時間が長いとの感想が多く見られた（図 5）。また，人数については，中規模群で多いという意見があり，
逆にチューター群では少ないという意見があった。講義内容は，基礎的な内容を重視して講義したものの，
学生としては標準的と捉えていた。チェック講義に関しては，中規模群では行わなかったが，他群の受講し
た学生からは役立ったという意見が多かった。

考　　察

中規模群における学習効果の是非
　従来，学生の理解度を高めるためには，大人数を対象に補講という形で受動的な学習時間を増加させるこ
とが主体に行われてきた。このような講義形式の教員にとっての利点は，多数の学生に対して短時間に多く
の知識を公平に伝達することが出来ることである。一方学生にとっての利点は，短時間に大量の知識を入手
できることであろう。しかし，このような講義形式に対する学生の不満の多くは，「進度が速すぎる」「板書
が見えない」「聞こえない」など，要するに理解度に対する教員の配慮がないという点に集約される。この
解決には，各学生の理解度を教員が把握して講義を進めることが必要である。しかし，多人数の学生の理解
力を把握するためには試験を行う必要があり，リアルタイムで理解度を把握することはクリッカーおよびレ
スポンスアナライザーを使う以外困難である。また，このような授業支援ソフトを使用した場合でも，各学
生が正答，誤答に至った理由を把握することはできない。すなわち，講演形式で講義をする限り，各学生の
理解度に応じて講義内容を最適化することは事実上不可能である。
　中規模群においては，従来の 100 人以上の講義に比べると人数が少なく，質問等をしやすい環境であるも
のの，基本的には講演型に近い補習となった。その結果，成績下位層における薬理学の成績向上はほとんど
認められなかったが，同じ講義を受けた中規模群の成績上位層では薬理学の成績が向上している傾向が認め
られた。講演型の講義は高いモチベーションがあって成立する授業と考えられている（長尾，2008，小沢ら，
2008，鈴木ら，2012）。今回参加した学生は自ら希望したうえで補習に臨んでおり，そのモチベーションは
決して低いとはいえない。にもかかわらず，少なくとも15人程度を対象とした従来の講義形式による補習は，
成績上位者とは異なり成績下位者の薬理学の得点率改善効果をもたらさなかった。また，8月に同一内容の
通常定められている講義を受講していることを考え合わせると，大人数を対象とした講義で同一内容を 2回
繰り返して講義しても成績下位者に対する効果は得られにくいと言える。今回の結果は，従来の大人数を対
象とした補講では，成績下位者の理解度改善には貢献しない可能性を示す。

チュートリアル教育の効果
　小規模群では中規模のような講演型ではなく，学生参加型のチュートリアル教育を行った。チュートリア
ル教育とはチューターの陪席の元，少人数グループで討論が行われる教育の形であり，今回の個別指導する
形態もこれに該当する（影山，2012a）。学生参加型授業は，学生の自覚や気力を高め，受動的な姿勢を能動
的なものへと変化させる方法として考案され（長尾，2008，小沢ら，2008，鈴木ら，2012），その意義とし
て知識の丸暗記ではなく，そのプロセスを学ぶこと，また相互に話すことで他者の情報・考えを自分の知識
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に重ねることが含まれる（影山，2012a）。参加型授業の成功にはどのような学生間の関係をデザインするの
かも鍵となる（長尾，2008）。今回行った少人数制での補習では，教員とは別にチューターとして各班に 1
名成績上位者が参加しており，先に理解が進んでいるが自分と同じ学生という立場の人がどの様に問題を捉
えて答えを出しているのかを知ることができ，チュートリアル教育の意義がさらに深まったと考えられる。
　また，チェック講義が役に立ったとする学生も多いことから，以下にその効果について検証する。講義・
演習後にチェックテストを行うプログラムは学生の支持が高く，意欲向上に寄与するという報告がある（平
塚ら，2014）。授業における発言の機会を逃すと発言に対するやる気が低下することが指摘されており（永
田ら，2005），チェック講義における口頭での理解度の確認は，学生が事前に用意した言葉を喋るのではなく，
自分の言葉で内容を説明することで，より質問がしやすい環境となり，講義内容をさらに印象付けるきっか
けになったと考えられる。
　小規模群における補習は，少なくとも終了後 3ヶ月間は効果が認められたことから，いわゆるチュートリ
アル教育の有用性が認められたと言える。しかし，基礎系全体の得点率と比較して薬理学の得点率は，徐々
に低下していった（図 4）。このことは一見，補習の効果が経時的に低下しているように見える。しかし，
基礎系全体の得点率が改善したことによる可能性も否定できない。実際に，成績下位者の集まりであったに
も関わらず，小規模群では歯科医師国家試験に 5名の合格者が含まれている。前述のように，チュートリア
ル教育の意義には学習するプロセス自体を学ぶことが含まれ，学習方法の改善等による波及効果によって他
の科目の得点率が上昇した可能性もある。

チュートリアル教育の問題点
　今回，小規模群の学生に対して行ったチュートリアル教育によって，参加者は一様に成績の改善が認めら
れた。しかし，教員に時間が無限にあるわけではなく，通常の講義以外に積極的なチュートリアル教育を行
うには様々な要因から限界があり（影山，2012b），多人数講義系授業における双方向型授業の導入も考慮
していく必要があろう（木野，2009）。今回，少人数群に対して行った一連の講義は，6名が一人当たり 200
時間負担しており，その準備を含めれば少なくともその 2倍の労力をかけている。したがって，この方式を
全学的に導入することは極めて困難であると予想される。また，学生参加型であるチュートリアル教育は，
講演型の講義に対して学生の自覚や気力を高め，受動的な姿勢を能動的なものへと変化させる方法であるが
（影山，2012a），教員，学生双方のモチベーションがなければ，その授業は停滞し，教員，学生の時間と気
力が大きくそがれるだけとなる可能性を否定できない。学生と教員が密接に関わるチュートリアル教育で
は，学生側のモチベーションが低いことは教員側のモチベーションの維持を困難にする。例えば，今回補習
を希望しなかった不参加群の学生を強制的に参加させた場合にも同様の結果が得られるとは考えにくい。小
規模群に所属した学生は，歯科医師国家試験という明確な目標に対して，自身の学力改善に向けた高いモチ
ベーションがあったという要因にも一定の注意を払う必要がある。

効果的なボトムアップを行うために
　薬理学は麻酔学や口腔外科学をはじめとする臨床科目の基礎となる。薬理学に続くこれらの科目に対する
理解に繋がる様にするため，補講は前期に集中して行った。学生が国家試験に向けて取り組む期間は限られ
ており，それをいかに有効に使うかは学生本人のみならず，教員側が提供する講義内容やスケジュールに大
きく影響される。よって，短時間で効率的な学習指導方法の確立は，今後，日本大学歯学部における教育の
質を高めるために，経験則のみならずデータに基づいた学習指導法を実施することが有効であろう。このこ
とは，実情に応じて大学構成員が内発的に教育改善に取り組んでいかなければならないという時代の要求と
合致する（大嶽ら，2014）。歯学部を受験する学生数の減少から，入学者の学力のばらつきが大きくなって
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きており（村田，2012），歯科医師として求められる知識の充足にはボトムアップをどのように図るかが今
後の課題の一つである。従来の講義で十分な知識を得られない成績下位者を対象とした補講で講演型の講義
を繰り返した場合，教員の準備時間に対して学生の学習レベルの改善効果が得られにくく，通常の講義にお
いて十分な学習課題に対する理解度を得られないものに対しては別途のアプローチを行う必要があることを
今回の結果は示唆している。しかし，今回行った小規模群に対する補習方式は，教員の負担が大きく，学部
全体で行う手法としては現実的でない。また，9月に全項目を学び終えてから後，徐々にその学習効果が薄
れていくため，2月初旬に行われる歯科医師国家試験の時まで，再度学習成績を向上させる手段が必要であ
ることが明らかになった。この点を踏まえて，今後さらに新しい教育方法を実施し，その成果を解析するこ
とにより，現実的かつ効果的学習プログラムを開発したいと考えている。
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The 6th grade students in the Dental School in Japan are to take National Board Dental Examination, which test the 

knowledge involving both basic and clinical dentistry. To promote their better understanding of pharmacology, one fi eld of the 

basic dentistry, we provided them an opportunity to have supplementary lessons of pharmacology in addition to the regular 

school hours.  The applicants were divided into two groups; (1) small-sized groups consisting of 2-3 students (SG) and (2) 

medium-sized groups with 17-18 students (MG).  The SG received tutorial lessons by instructors, while the MG received 

lectures in a one-to-many style.  Six mock examinations held in September to December were used to estimate the effects of 

supplementary lessons. 

The marks of pharmacology were almost consistently improved in the SG, whereas little difference in the mock 

examination marks was found between the MG and those who did not take part in the supplementary lessons.  In the MG, 

the marks of pharmacology were positively correlated with those of the other subject marks: the students with higher marks 

showed an improvement of the score of pharmacology, but those with lower marks did not.  Little difference was found in the 

questionnaire results between the SG and MG, suggesting that there were no correlation between the improvement of marks 

in pharmacology and the level of student’s satisfaction of supplementary lessons.

These results suggest that the supplemental lecture in a one-to-many style is not effective to the lower-level students in 

our dental school, and we realize the importance to grasp each student’s level of understanding through the tutorial method in 

a step-by-step way. (263/300 words)

Keywords:
Dental education, Tutorial, National Board Dental Examination

Effects of tutorial lessons on integrative understanding of 
pharmacology
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1　アクティブラーニング

１．１　アクティブラーニングの定義
　2012 年 8 月の中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて─生涯学び続
け，主体的に考える力を育成する大学へ─」などによって，近年日本でも，アクティブラーニングが盛んに
議論されるようになっている。本学でも，2015 年 7 月の「教学に関する全学的な基本方針」において，「能
動的な学修機会の展開」が挙げられている。日本でアクティブラーニングが盛んに議論されるようになっ
た背景として，溝上は著書「アクティブラーニングと教授学習パラダイムの転換」（溝上，2014）において，
高等教育の大衆化などを詳しく説明している。それを踏まえたうえで溝上は，教員主体の教授から，学生主
体の学びへと，教授学習パラダイムの移行を強調する。伝統的な講義形式による知識の伝達を眼目とした教
員主体の授業から，学生が自ら考え能動的な学修を行う場としての授業へと，授業設計・カリキュラム構成
に対する視点を変えていかなければならない。
　アクティブラーニング（型授業）には，コメントシートや小レポート・小テストの実施などの比較的手軽
なものから，演習，プレゼンテーション，グループ・ディスカッション，グループ・ワーク，さらには，発
見学習，問題解決学習，体験学習，調査学習等の綿密な計画や戦略の必要なものまで，さまざまな技法があ
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日本大学商学部

竹村　亮

　近年，アクティブラーニングが盛んに議論されるようになり，伝統的な講義形式による知識の伝達を眼目とし
た教員主体の授業から，学生が自ら考え主体的・能動的な学修を行う場としての授業へと，大学の授業も変革が
求められている。以下ではまず，アクティブラーニングの定義の一つと，それを実現するためのさまざまなアク
ティブラーニング型授業の手法を紹介する。それを踏まえて，本論文では e ラーニングを用いたアクティブラー
ニングについて議論する。とくに e ラーニングのメリットとデメリットについて確認し，e ラーニングのメリッ
トを最大限活かせるアクティブラーニング型授業として，1つの反転授業を提案する。また，教材作成上の工夫と，
LMS（learning management system）glexa（グレクサ）による学習管理を組み合わせることで，従来の反転授
業の課題や e ラーニングのデメリットが克服できることを議論する。さらにこれを検証するために，反転授業の
実践例として，線形代数の授業の一部を紹介し，授業アンケートの分析を行う。

　キーワード：アクティブラーニング，e ラーニング，反転授業，LMS

eラーニングを用いたアクティブラーニングの試み
─LMS glexaを用いた反転授業─
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る。Bonwell と Eison は，アクティブラーニングの一般的特徴として以下を挙げている（Bonwell & Eison, 
1991）。（以下は松下の訳である（松下，2015）。）

　（ａ）学生は，授業を聴く以上の関わりをしていること
　（ｂ）情報の伝達より学生のスキルの育成に重きが置かれていること
　（ｃ）学生は高次の思考（分析，総合，評価）に関わっていること
　（ｄ）学生は活動（例：読む，議論する，書く）に関与していること
　（ｅ）学生が自分自身の態度や価値観を探求することに重きが置かれていること

その上で，（Bonwell と Eison は）アクティブラーニングを「学生にある物事を行わせ，行っている物
事について考えさせること」と定義している。つまり，行為すること，行為についてリフレクション
することを通じて学ぶことが，アクティブラーニングだというわけである。

（松下，2015，pp.1 － 2）

　松下はさらに，上記の定義（a）～（e）に溝上の定義（溝上，2014）の一部「（f）認知プロセスの外化を
伴うこと」を加えてアクティブラーニングの概念を定義している。伝統的な講義形式の授業では，知識の伝
達に眼目が置かれ，与えられた知識の理解や記憶といった知識の内化が重視されてきた。それに対してアク
ティブラーニングでは，このような知識の内化偏重に対する反省から，話す，議論する，書くといった発表・
表出活動を通して，知識を外化することに眼目が置かれる。比較的受動的な知識の内化重視の学修に対して，
能動的な活動を通じた知識の外化がアクティブラーニングでは重視される。

１．２　アクティブラーニング型授業の手法
　このような学生のアクティブラーニングを実現するためのアクティブラーニング型授業を，溝上はその技
法と戦略の観点から以下のようなタイプに類別している（溝上，2014）。（ただし以下では一部省略してある。）
　タイプ１：コメントシート・ミニッツペーパー，小レポート，小テスト，演習の実施等。
　　　　　　これらは教員主導で比較的講義中心型であり，それほど綿密な計画・戦略を必要としない。
　タイプ２：ディスカッション，プレゼンテーション，体験学習等。
　　　　　　 これらも比較的教員主導で講義中心型であるが，ある程度の計画・戦略が必要となる。ただし，

タイプ 1 と比べて，学生主体の学修へと視点の移行がなされている。
　タイプ３： 協同・協調学習，調査学習，ディベート，LTD（Learning Through Discussion）話し合い学習法，

ピアインストラクション，PBL（Problem-Based Learning），PBL（Project-Based Learning），
チーム基盤学習，発見学習等。

　　　　　　これらは学生主導型の授業であり，教員側には綿密な計画・戦略が必要となる。
　（上記に加えて溝上は，タイプ 0 として，授業中の話し方や板書，スライドの工夫などを挙げている。こ
れらの技法も，やり方によってはアクティブラーニング型授業の一種と考えることもできる。）
　これらのうちのいくつかは，誰でも多かれ少なかれ授業に，とくにゼミナール形式の授業には，取り入れ
ている，もしくは行ったことがあるものである。しかしながら，松下は学修には，学生の学習，理解，関与
の観点から浅い学修と深い学修があり，単なるアクティブラーニングではなく，ディープ・アクティブラー
ニングを目指さなければならないと指摘する（松下，2015）。松下はさらに，コンセプトマップを用いて，
アクティブラーニングの深さを評価する方法について議論している。アクティブラーニングの深さの概念は
まだ定まったものではないが，上記の溝上の分類についても，タイプ 1 よりも綿密な計画が必要なタイプ 2，
さらにタイプ 3 の方がディープ・アクティブラーニングを実現するための手法として適切であろうと考えら
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れる。

2　eラーニングを用いたアクティブラーニング

２．１　eラーニングのメリットとデメリット
　前節で紹介したようにアクティブラーニング型授業の手法はさまざまあるが，ここではとくに，e ラーニ
ングシステムを使ったアクティブラーニングの手法について考察する。「e ラーニング白書」（日本イーラー
ニングコンソシアム，2008）の個人アンケート調査（対象は企業の一般社員クラスと学生が過半数）では，
e ラーニングを用いるメリットとデメリットとして，以下のようなものが挙げられている。
　おもなメリットは，以下のものである。
　　１．学習時間・場所が自由である（好きなときに，自分のペースで受講できる）
　　２．繰り返し学習をすることができる
　また，おもなデメリットとしては以下のものが挙げられている。
　　１．受講継続のモチベーションの維持が困難
　　２．講師や他の受講生とのインタラクティブ性が少ないため，研修自体を淡白に感じる
　　３．集合研修に比べて，理解度が下がる
　　４．質問等のサポートがない，あるいは不十分である
　一般的には「いつでも，どこでも」が e ラーニングのひとつの特徴とされており，それが e ラーニング白
書のアンケート調査でも確認されている。上記のメリットに加えて，以下のような点も e ラーニングのメリ
ットとして考えることができる。受講者側としては，スマートフォンやタブレット等でもアクセスできれば，
e ラーニングの特徴である「いつでも，どこでも」を最大限に活かすことができ，書籍やプリント等に比べ
て取り組みやすい。とくにスマートフォンを片時も離さないという今日の学生にとっては，通常の教科書や
プリントよりも取り組みやすいと考えられる。また教員側としては，教材を工夫することによって，学習の
進め方や学習方法などをある程度コントロールすることができる。さらに，学習管理（学習時間・成績・出
席等）ができ，授業設計および学習指導に役立つ。

２．２　LMS（learning management system）glexa について
　LMS（learning management system）glexa（グレクサ）は，「簡単な操作で今までにない学習体験を教
育現場に提供する」「従来の LMS には無い，マルチメディアを取り込み，「人と人との対面」を強く意識し
たブレンデッド LMS」をコンセプトに開発されている（http://ver2.jp/product/glexa/）。glexa では映像や
音声を編集した問題も作成可能であり，さらには，コミュニケーションのためのチャットやフォーラム，会
話シミュレート機能なども搭載されている。また，通常のパソコン環境（Windows や Mac といった OS，
および Internet Explorer や Safari 等のインターネットブラウザ）で，学習管理，教材作成，および受講が
可能である。学習管理システムとしての LMS glexa によって得られるデータは，以下のようなものである。
　受 講 状 況： 全教材のうちどのくらいの教材にアクセスしたかを表す「教材受講数」，また全教材のう

ちでどのくらいの教材の受講を完了したかを表す「教材完了数」，全教材受講完了までの
「学習時間」のデータが得られる。またこれらのデータは，エクセルファイルで抽出できる。

　アクセス状況： 各学生が何月何日何時頃からどのくらいの時間アクセスしたかのデータを得ることができ
る。

　出 席 管 理：授業中の任意の時間に出欠を採ることができる。
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　成績データ： 各教材ごと，各設問ごと，各学生ごとに別々に以下のようなデータを得ることができる。
これらのデータも部分的にエクセルファイルで抽出できる。

　●　 各教材の「受講完了人数」「平均点とパーセンテージ」「最高得点とパーセンテージ」「最低点とパー
センテージ」

　●　各教材内の設問ごとの「平均点」「正答率」「回答人数」
　●　各学生別の各教材ごとの「得点」「受講回数」「最高点」「採点日時」「完了日時」「偏差値」
　glexa の最大の特徴は，Moodle 等の他の LMS と比べて，コンテンツ（教材）作成が直感的で容易なこと
である。以下でもその機能の一部を紹介するが，プログラミング等の知識は一切必要なく，ワードファイル
を編集するような感覚でコンテンツを作成することができる。コンテンツ作成の面では，glexa では以下の
ような機能を用いることができる。Quiz 機能と呼ばれる問題作成機能によって，選択，入力，穴埋め，並
び替え，ファイル提出，マッチング，ファイル添付等を使った問題が作成できる。また，Motion 機能と呼
ばれる，おもに動画・音声問題作成機能では，動画自動形式変換（AVI，WMV，MPEG，FLV など），選
択，入力，録音，ファイル提出，字幕の自由配置等を行うことができる。今回の教材でおもに使用したのは，
Quiz 機能の自由入力（数値と文字）であり，それについては，３．１節でより詳しく紹介する。その他，た
とえば動画を使った教材の例などは，「平成 26 年度日本大学理事長特別研究公開シンポジウム報告書」（竹村，
2015）を参照してほしい。

２．３　反転授業
　前述したように，e ラーニングの 1 つのメリットとして，「いつでも，どこでも」学習できるという点が
挙げられる。このメリットを最大限に活かすためには，e ラーニング教材は授業中の使用よりも，授業外の
学習での使用が効率的である。さらに，このような e ラーニングをアクティブラーニング型授業に応用する
ためには，反転授業がもっとも自然な手法だと考えられる。
　反転授業とは，伝統的に講義形式で行われてきた知識教授を，おもに e ラーニング教材（一般的には講義
動画）を通して学習者が事前に学習し，対面授業ではその知識を前提とした授業を行うという授業形態であ
る（Lage, Platt & Treglia, 2000; Talbert, 2012; 溝上，2014）。対面授業では，伝統的な講義形式で発展的な
内容を教授するなどの形態もありうるため，反転授業の概念それ自体は，アクティブラーニングとは独立で
ある。しかし，反転授業の 1 つのメリットとして，通常はおもに学習者の主体性に任されている授業外の学
習も，教員側が比較的明確にコントロールすることができ，事前学習の成果を対面授業の計画に組み込むこ
とができる。したがって，溝上（溝上，2014）や森（松下，2015）が指摘しているように，e ラーニングに
よる事前学習を前提することにより，対面授業でアクティブラーニングの技法を適用しやすく，より効果的
なアクティブラーニング型授業を行うことができる。
　重田は，反転授業の課題として，家庭や大学における動画視聴のための十分な帯域のインターネット回
線の整備，オープン教材の不足，十分な授業外学習時間の確保，教員のスキルの向上を挙げている（重田，
2014）。溝上はさらに，教員による授業外学習の把握の重要性を指摘している。しかしながら，これらの反
転授業の課題は，e ラーニングコンテンツの工夫，および LMS glexa を利用することによって克服するこ
とができる。本研究での教材は，一般的な講義動画ではなく，練習問題を通して線形変換の概念を学ぶもの
であり，また glexa によって作成されたコンテンツは，基本的にタブレットやスマートフォンでもアクセス
することができる。したがって，インターネット環境や学習時間の点でも通常の反転授業よりも柔軟である。
また，glexa の学習管理機能によって，学生の授業外学習の状況を的確に把握することができる。また，反
転授業における対面授業を工夫することで，受講者のモチベーションの維持や，教員と受講者との間のイン
タラクション，質問のサポートなど，２．１節でとりあげた e ラーニングのデメリットも克服することがで
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きる。これらについては，授業アンケートの結果を踏まえて，４．１節で詳しく検証する。
　本研究では，e ラーニングを用いたアクティブラーニング手法の開発を目指して，とくに反転授業の手法
について考察する。以下では，LMS glexa を用いた反転授業型アクティブラーニングの 1 手法について検
討する。実践例として，線形代数における線形変換の e ラーニング教材と，それをもとにした対面授業の試
みを紹介し，授業アンケートの分析を行う。とくに，ビデオ講義を基にした反転授業の実践例は多々あるが，
練習問題ベースのテキスト形式の e ラーニングに基づく反転授業の実践例は少ない。紹介する授業は，日本
大学商学部 2015 年度前期「総合科目特殊講義（線形代数）」（2 年生以上の自由科目）の第 12 回目（7 月 15 日）
の授業であり，受講者は 5 名（2 年生 3 名，4 年生 2 名）である。

3　線形変換の反転授業

３．１　eラーニング教材「線形変換」
　ここでの線形変換についての e ラーニング教材は，一般的な講義動画ではなく，練習問題形式の教材であ
る。コンセプトは，練習問題を解きながら進めていく e ラーニング型教科書である。ただし，書籍の教科書
と異なる点は，教材作成者側が，ある程度読み進め方をコントロールできる点である。たとえば，解説文中
には，選択肢が実質一つだけしかないような簡単な選択問題を設定することで，文章を読み飛ばすことを防
いだり，単に文章を読むよりも読み手の記憶に残りやすくすることができる。また，glexa では「正答必須」
問題を設定することができ，設問に正解しない限り先に進めないように設定することができる。（ただし，
あまり難しい問題を正答必須問題に設定してしまうと，なかなか先に進めずに，受講者のやる気を削いでし
まうことにもなりかねないため注意が必要である。）これにより，でたらめに問題に回答したりすることを
避けることができる。また通常の書籍であれば，解答を盗み見ることも可能であるが，e ラーニング教材で
は通常，なんらかの回答をしないと正解が確認できない。したがって，ある程度考えてからでないと解答は
確認できない。正答必須問題はまた，まじめに取り組まないと先に進めないため，ある程度学習時間を制御
するためにも役立つ。このように，本教材は，通常の書籍とは異なる e ラーニング型の教科書となっている。
　今回の線形変換の教材は，すべて glexa を用いて作成され，全 8 ページ，大問全 20 問（小問全 50 問）か
らなる。設問は，「はい」か「いいえ」の選択形式（同意形成），空欄への数値入力形式（行列の積の計算），
自由記述形式（行列が表す図形変換に関する考察と質問・意見・コメント等）の設問からなる。
　小問全 50 問に対する学生の正答率（%）は以下のとおりである。

　数値入力問題については，学生全員が全問正解である。学生dの自由記述問題の正答率0%は無回答を表す。
とくに数値入力形式の問題の正答率（全員 100％）から，でたらめに回答したわけではないことが確認できる。
以下では，本教材の内容，および自由記述形式の問題に対する学生の回答を，教材の各ページごとに詳しく
紹介する。

%  a b c d e 

 100 100 100 100 100 
 100 100 100 100 100 
 100 80 100 0 100 

 100 98 100 92 100 
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＜ 1ページ＞
問 1（2 択）：同意形成
　まず最初に，成績データや授業アンケートデータの研究利用のために，受講者の同意を確認した。
＜ 2ページ＞
　受講の仕方（PDF ファイル）glexa の使用方法は，直感的でわかりやすいものであるが，念のためその使
用方法を解説した PDF ファイルをダウンロードできるようにした。
＜ 3ページ＞
問 2～ 8（小問全 14 問：数値入力）：行列の積の計算を通じた図形変換
　まず最初に，座標平面上の各点が行列で表現できること，その点を表す行列と他の行列との積の結果が，
元の点の移動を表すことを具体例によって簡単に説明した。その上で，具体的な行列と図形（図 1）を与え，
その行列による各点の移動をトレースすることにより，元の図形がどのように変換されるか検討することを，
練習問題として課した。（本問の傘の形の図形（図 1）は，（中井，2004）を参考にした。）
＜ 4ページ＞
問 9～ 12（小問全 8 問：数値入力）：行列 A（x 軸に関する対称変換）計算
　行列 A として，x 軸に関する対称変換を表す行列を与え，また具体的な図形を一つ示し（図 2），行列 A に
よって与えらえた図形がどのように変換されるかを行列の積を計算することで確かめる練習問題を出題した。

図 1
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問 13（自由記述）：行列 A はどのような変換か？（回答率 4/5）
　前問の具体的な計算をもとにそれを一般化するために，行列 A がどのような図形変換を表すと思うか，
自由記述形式の問題で聞いた。各学生の回答は以下のとおりである。

ａ「A の二行目を－ 1 倍して一行目に足す」ｂ「x に変化はなく，y にマイナス符号がつく変換」ｃ「座
標軸がそのままである」ｄ（無回答）ｅ「行列 A は点（x，y）を点（x，－ y）に対応させる変換」

　以下，7 ページまでは，同様の設問である。全部で 4 つの基本的な図形変換（A，B，C，I）について，
具体的な計算を通して一般化し，予想する練習問題を課した。
＜ 5ページ＞
問 14（小問全 8 問：数値入力）：行列 B（x 軸方向 3 倍拡大）計算
　先の行列 A とは異なる行列 B（与えらえた図形を x 軸方向に 3 倍拡大する変換を表す）と図形を与え，
同様の練習問題を課した。
問 15（自由記述）：行列 B はどのような変換か？（回答率 4/5）

a「B の二行目を三倍したものを一行目に足す。」b「ｘは 3 倍され，ｙは変化しない変換」c「座標軸
がそのまま転換」d（無回答）e「点（x，y）を点（3x，y）に対応させる変換」

＜ 6ページ＞
問 16（小問全 6 問：数値入力）：行列 C（x 軸方向 1/2 せん断）計算
問 17（自由記述）：行列 C はどのような変換か？（回答率 3/5）

a「C の一行目を二倍したものを二行目からひく」b（無回答）c「座標軸そのまま転換」d（無回答）
e「点（x，y）を点（x+1/2y，y）に対応させる変換」

＜ 7ページ＞
問 18（小問全 8 問：数値入力）：行列 I（原点の周り 180 度回転）計算
問 19（自由記述）：行列 I はどのような変換か？（回答率 4/5）

a「２つの行どうしを入れ替える」b「ｘ，ｙともにマイナス符号のつく変換」c「座標軸そのまま転換」
d（無回答）e「点（x，y）を点（－ x，－ y）に対応させる変換）」

図 2
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＜ 8ページ＞
問 20（自由記述）：対面授業への導入・質問・コメント・意見等（回答率 4/5）
　最後により一般に，行列によって，どのような図形変換が可能か，またどのような図形変換が行列で表せ
るか，を考えるように誘導し（これらの問題を対面授業で議論する），本 e ラーニング教材に関する質問，
コメント，意見等を自由記述形式で聞いた。

ａ「計算の結果を元に変形法則を見つけ出すのが楽しかった。」ｂ「行列を計算としてだけでなく，図
形との関係やその意味を考えてみるのは十分な理解が必要と感じました。その点で私は今回の課題を
通じて，（正誤問わず）実際に行列を図形に表すことで，行列と図形にはどのような関係があるのか考え，
少しばかりですが理解することもできました。」ｃ「図形変換の意味が分かりませんでしたがありがと
うございました。」ｄ（無回答）ｅ「半期の間でしたが，線形代数の授業を行ってくださいまして有難
うございました。この授業をきっかけにより深く線形代・関連する領域を勉強していきたいと感じま
した。」

３．２　対面授業
　前節の e ラーニング課題を事前学習とし，その内容に基づいて対面授業を行った。
　まずは，e ラーニング教材と同じ問題（x 軸に関する対称移動を表す行列）を 1 つ演習として，学生全員
に黒板で解かせた。その上で，元の図形（座標軸上の長方形）が，行列によってどのような図形に変換され
るかを各自説明させた。ある学生から出た意見は，「点（x，y）を点（x，－ y）に移動する変換」というも
のであり，これは変換行列を関数とみなしたときの，関数の言葉での説明である。さらに図形の言葉での説
明を導き出すために，図形的にはどのような変換かを聞いた。すると，「x 軸に関する対称移動」という回
答が得られた。
　次に，他にどのような図形変換がありうるか，また，その変換を行列で表すとどうなるかを聞いた。ある
学生から「y 軸に関する対称移動」という回答が出たため，まずは全員でそれについて検討した。すなわち，

「y 軸に関する対称移動は，どのような行列で表現できるか？」という問をたて，各自で検討させた。その
問に対する学生の解法には，2 種類の考え方があった。1 つは，最初に演習で扱った「x 軸に関する対称移動」
の行列を変形して，予測を立て，それが求める行列「y 軸に関する対称移動」になっていることを確かめる
という方法である。またもう 1 つは，「y 軸に関する対称移動」によって，元の図形がどのように変換され
るかを先に具体例で図示し，求める行列を変項として，方程式を立てて解く，という方法である。全員が y
軸に関する対称移動を表す行列を求めた終えた後に，これら 2 つの解法について解説した。
　さらにこの過程で，元の図形を「90 度回転」するという，意図しない変換が学生から提案された。当初
の予定では，この次に，拡大・縮小，せん断，回転，と続く予定であったが，ここで「回転移動」の具体例
が出たため，先に回転移動を表す行列の検討に進んだ。さらに 90 度回転以外にも，180 度回転，270 度回転，
45 度回転について各自検討させた。270 度回転を検討する段階で，－ 90 度回転を表す行列にたどり着く学
生もいた。これらのいくつかの回転移動を検討した上で，「原点の周りにθ度回転する」変換を表す行列の
一般公式を紹介した。
　さらに，これらの x 軸対称移動，y 軸対称移動，原点周りの回転以外に，どのような図形変換がありうる
かを検討した。学生からは，「特定の点の周りの回転」，「拡大変換」，「縮小変換」，「長方形の平行四辺形へ
の変形（せん断）」，「図形を潰す（一点に集約）」という意見が出た。その後，それぞれ自分の挙げた図形変
換について，それが行列でどのように表現できるかを検討した。時間がなかったため，変換の合成について
は，ひとこと言及する程度にとどまった。
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３．３　授業アンケート
　対面授業の後日，e ラーニングと講義・演習を組み合わせた授業に関するアンケートを実施した。以下で
はその結果を，「e ラーニング白書」のアンケート結果等とも比較しながら紹介する。
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　全員が「増やした方がいい」と答えており，アクティブラーニング型授業は，学生に肯定的に受け入れら
れていることがわかる。ただし一部コメントとして，「一度の授業の内容によっては時間がかかり，生活の
負担になってしまうのではないかと思う」という意見も寄せられている。
　筆者の数学・論理学の授業では，通常の講義のみの授業とは異なり，講義と演習を半々に行っている。そ
のため，問 10 での今回の反転授業と通常の講義のみの授業との比較に加えて，問 11 で講義・演習形式の
筆者の数学・論理学の授業との比較を聞いた。ところが，その意図がうまく伝わらなかったらしく，問 10，
11 ともに同様の回答が寄せられたため，以下では問 10，11 をまとめて紹介する。
問 10（自由記述）　いつもの講義・演習の数学・論理学の授業と比べてどうですか？（どちらがいいか・良
い点・悪い点など）

a「普通の講義は，教員が主体なのに対してこっちは半分以上，学生が主体で大いに授業に参加できて
良かった。」b「講義演習では先生がそばにいてくれたため，わからなかったらすぐ質問できたがイン
ターネットだと，どうしてもすぐの解決はできません。しかし，その分いつもの講義でより理解しよ
うとする意欲が湧くのではないかと考えます。」c「こっちの方が良い」e「講義と比べて，受けやすい
と感じた。ただ，先生のアドバイスを受けられないところが課題だと感じました。」d「講義でやった
演習と同じような問題をどこでもできるので復習としても良いと思った。」

問 11（自由記述）　通常の講義のみの授業と比べてどうですか？（どちらがいいか・良い点・悪い点など）
a「数々の問題を解くことによって，90 分の授業の中で自分の頭を存分に使うことができたので，良か
ったです。」b「講義のみだとどうしても復習を後回しにしてしまうこともあるので，e ラーニングシ
ステムを通じて復習できるのは良いと思います。」c「こっちの方が良い」d「講義とは異なり，一人で
解かなければならないので他の人の解き方や解説を聞くことをすぐできないのが悪い点であると思っ
た。いつでもどこでもできるという点は良いと思う。」e「通常の講義と比べて，復習をきちんとでき
ると感じました。」

　「学生主体で大いに授業に参加できてよかった」「講義でより理解しようとする意欲がわく」「講義と比べ
て受けやすい」「90 分の授業の中で自分の頭を存分に使うことができた」といったアクティブラーニングに
対する肯定的な意見が聞かれた。また，「いつでもどこでもできる」「e ラーニングシステムを通じて復習で
きる」という e ラーニングの利点も挙げられた。一方で，「すぐには質問等ができない」「他の人の解き方や
解説をすぐには聞くことができない」「アドバイスを受けられない」といった e ラーニングの難点も挙げら
れた。
問 12（自由記述）　このような e ラーニングシステムは，他にどのような使い方が可能だと思いますか？も
しなにか思いつくことがあれば教えてください。

a「授業が休講になった時に，その日学ぶ予定だった内容を受講できるようにする。」b「小テストや課
題提出などに使うことで，授業に出てる学生，出てない学生をチェックすることが可能であると考え
ます。」c「わかりません」d（無回答）e「アンケート調査，授業小テスト」

　今後の参考のために，e ラーニングシステムの利用方法について聞いた。「小テストやアンケート調査，
課題提出，出席チェック，休講時の補講」などが挙げられた。
問 13（自由記述）　感想，コメント，意見等あれば書いてください。

a「約４ヶ月間ありがとうございました。」b「私個人としては，ｅラーニングシステムによる授業に賛
成ですが，ネット環境や個人の生活によっては受講可能時間に差があると思うので，頻繁にあるとか
えって苦になってしまうのではないかと思います。」c「楽しかったです」d（無回答）e「家で授業の
復習・確認が出来るので良いと感じた。しかし，アクセス障害や問題がきちんと反映されない時があ
ったので改善が必要だと感じました。」
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　最後に自由に感想を聞いた。「家で授業の復習・確認ができる」という e ラーニングの利点が挙げられた
一方で，「ネットや個人の生活環境によっては頻繁にあるとかえって苦になる可能性がある」「アクセス障害
や，問題がきちんと反映されない場合があった」といった課題も挙げられた。

4　反転授業の分析と今後の課題

４．１　分析
　まず，１．１節で紹介したアクティブラーニングの定義に照らして，今回の反転授業が実際にアクティブ
ラーニングとみなせるかどうかを検証する。「どのような図形変換が行列で表せるか」という問について，
具体例の検討から始めてその一般化を予測・検証し，一般的な解法を探求して，自身の意見を表明している
点で，定義（a）「学生は，授業を聴く以上の関わりをしている」（c）「学生は高次の思考に関わっていること」

（d）「学生は活動に関与していること」（f）「認知プロセスの外化を伴うこと」は満たしていると考えられる。
また，本授業では，論理的思考，問題解決スキルの育成に重点を置いていることから，（b）「情報の伝達よ
り学生のスキルの育成に重きが置かれていること」も満たしている。（e）「学生が自分自身の態度や価値観
を探求することに重きが置かれていること」については，自分自身で開発した解法に基づいて問題を考える
ことから，ある程度は満たしていると考えられる。したがって，今回の反転授業は，アクティブラーニング
型授業の一つであると考えられる。
　また，溝上の分類（溝上，2014）に即して検討してみると，今回の反転授業は，単純にはタイプ 1 の「演
習」をメインとした授業であるが，学生の意見・回答・解法に応じて授業内容・順序を変更しているため，
学生主体の授業であり，そのことは授業アンケートでも確かめられている。したがって，学生主体であると
いう意味では，タイプ 2 に分類される。また，「どのような図形変換が行列で表せるか」という問に対して，
具体例を基に，その一般化，予測・検証，解法の探求，自身の意見の表出，必要に応じた授業の変更という
流れを考慮すると，単純な演習型の授業とは言い切れない。
　次に，授業アンケートをもとに，今回の反転授業において（１）e ラーニングのメリット（２．１節）が
活かされているか，（２）e ラーニングのデメリット（２．１節）が克服できているか，（３）反転授業のデ
メリット（２．３節）が克服できているか，の 3 点について検討する。
　（１）については，授業アンケートの問 2，3，10，11 に対して，「問題をどこでもできるので復習として良い」

「いつでもどこでもできる」「e ラーニングシステムを通じて復習できる」という回答があり，確かに e ラー
ニングのメリットが活かされていることが確認できる。
　また，（２）について，「モチベーションの維持」については問 5 に対する回答（「やる気がでる」4 名，「学
習意欲に変わりはない」1 名）から，反転授業によって克服できていると考えられる。また「理解度の低下」
については問 6 に対する回答（「理解しやすい」3 名，「理解のしやすさに変わりはない」2 名）から，理解
度は低下していないことが確認できる。「インタラクション」や「質問等のサポート」については，問 10，
11 で「分からなかった場合にインターネットだとすぐの解決はできない」「先生のアドバイスを受けられな
い」「他の人の解き方や解説をすぐにはできない」という回答がある。一見否定的な意見に見えるが，ここ
で注意して欲しいのは，「すぐには」という点である。アンケート中に明確には記されていないが，「すぐに
はできない」ということは，事前学習では無理だが対面授業中にはできる，ということと考えられる。した
がって，（２）の e ラーニングのデメリットについても，反転授業によって概ね克服できているものと考え
られる。
　（３）については，先にも述べたように，「インターネット回線の整備」については，講義動画ではなく，
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練習問題をもとにした教科書型教材の工夫で解決し，「教材不足」については広く glexa を利用していくこ
とで今後ある程度解決できるものと考えられる。また，「十分な学習時間の確保」については，授業アンケ
ートの問 1，7 に対して，「1 時間程度の授業外学習であれば大きな負担にはならない」という回答が得られ
ている。問 13 に対する「ネットや個人の生活環境によっては頻繁にあるとかえって苦になる可能性がある」
というコメントもあるが，今回の授業は 7 月の期末テスト直前だったことも考慮すると，やはり 1 時間程度
の授業外学習であれば問題ないと考えられる。また「授業外学習の把握」については，LMS を用いて，計
算問題（数値入力問題）に関しては全員が正答率 100％であることを事前に確認し，まじめに e ラーニング
課題に取り組んだことを確認でき，それに基づいた対面授業を行うことができた。「教員のスキルの向上」
については，glexa の使いやすさと合わせて，今後普及活動をしていくことで解決されるものと思われる。
したがって，（３）の反転授業のデメリットについても，概ね克服できていると考えられる。
　最後に，問 8，9，10，11 に対する「このような授業は効率がいい」「このような授業は増やした方がいい」「学
生主体で大いに授業に参加できてよかった」「より理解しようとする意欲が湧く」「講義と比べて受けやすい」

「90 分の授業の中で自分の頭を十分に使うことができた」という回答から，アクティブラーニング型授業は，
学生にも肯定的に受け入れられていることがわかる。

４．２　今後の課題
　今回の授業は，受講者が 5 名という少人数の授業であったが，2，30 人規模の授業であれば，今回の方法
を適用できると考えられる。しかし，100 人，200 人規模の授業では，今回の方法をそのまま適用するのは
難しい。大人数の授業におけるアクティブラーニング手法の開発が今後の課題である。この点については，
LMS による学習管理が大きな役割を果たすものと考えられる。比較的小規模な授業であれば，事前学習の
成果を LMS によって把握することで，対面授業において，学習の不十分な学生等に対する個別のケアが可
能である。また，大規模授業においては，事前学習成果に応じてグループ分けをしたり，どのグループに教
員がおもに介入するか等の判断が可能となる。
　また，教員と学生間のコミュニケーションは，反転授業における対面授業パートでとることができるが，
対面授業においても，また e ラーニング事前学習においても，今回の授業では，学生間のコミュニケーショ
ンは考慮されていない。対面授業において学生間のコミュニケーションを図るためには，グループ・ワーク
やグループ・ディスカッションの導入など，より綿密な授業設計が必要となる。また e ラーニング事前学習
における学生間コミュニケーションについては，glexa のチャットやフォーラム機能を積極的に利用するこ
とで，改善が図られるものと考えられる。

　なお本研究は，日本大学理事長特別研究「自主創造型パーソン」の育成を目標とした全学共通教育におけ
る効果的なアクティブ・ラーニング開発に関する研究─学部横断型教育の実現と中途退学者防止対策を含む
学修支援体制の構築について─の一環として行われた研究である。
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Recently in Japan, active learning has received much attention, and it is required that faculty should change their view on 

their classroom: from the traditional classroom, where students passively receive information from the instructor, to one, where 

students actively learn on their own and think for themselves. In this article, we investigate active learning using e-learning. 

We fi rst review a defi nition of active learning and various methods to realize students' active learning. Then we discuss active 

learning using e-learning. By examining advantages and disadvantages of e-learning, we propose active learning based on 

inverted classroom, where we can effectively apply advantages of e-learning. We also discuss disadvantages of e-learning, 

as well as of inverted classroom, can be overcome by combining a well-designed e-learning contents and the learning 

management system, called ``glexa.'' To verify our proposal, we give an inverted classroom dealing with a part of linear 

algebra, and investigate questionnaire on the class. 

Keywords:
active learning, e-learning, inverted classroom, LMS

Active learning using e-learning
─An inverted classroom using LMS glexa
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はじめに

　「大学教育の質保証」，あるいは，「大学教育の質的転換」は，誰に対してどのような質を保証するか，そして，
現状を踏まえてどのように質的な転換を図ればよいか，という課題を提示している。「誰のための」という
のは教育の受益者である学生のためよりほかないが，今まさに，教育者中心主義から学修者中心主義にパラ
ダイムを転換し，当該大学が掲げるミッションに基づく教育が施されているかを絶えず点検・評価して，学
生に対する教育の質を保証しなければならない。
　このような大学の現状を踏まえ，本論では，日本大学ＦＤ推進センターが日本大学（以下「本学」とする）
内の全学部等を対象に実施した「ファカルティ・ディベロッパー（FDer）１に関する調査」（以下「日大調査」
とする）及び全国私立大学ＦＤ連携フォーラム２参加校を対象に実施した「ファカルティ・ディベロッパー
（FDer）１に関する調査」（以下「JPFF 調査」とする）の結果を概観し，FDer の実態と課題を明らかにする
ことを目的とする。そして，日本の高等教育，特に私立大学におけるFDer の在り方について，どのような
知見が得られるかを考察する。

＊E-mail: otake.ryuichi@nihon-u.ac.jp 投稿：2015年9月28日　　受理：2015年10月6日

研究ノート

１）日本大学全学ＦＤ委員会調査・分析ワーキンググループ，２）日本大学本部学務部，３）日本大学経済学部，４）日本大学理工学部

大嶽龍一＊１），２）， 中村光宏１），３）， 三浦　光１），４）

　本論は，日本大学ＦＤ推進センターが日本大学内の全学部等及び全国私立大学ＦＤ連携フォーラム参加校を対
象に実施した「ファカルティ・ディベロッパー（FDer）に関する調査」の結果を概観し，FDer の実態と課題を
明らかにすることを目的としている。
　昨今の我が国における高等教育を取り巻く環境下において，大学教育の質的転換が求められている中，各大学
は教育改善の具体的な方策を模索しつつ展開している。今まさに，教育者中心主義から学修者中心主義にパラダ
イムを転換し，当該大学が掲げるミッションに基づく教育が施されているか絶えず点検・評価して，学生に対す
る教育の質を保証しなければならない状況にある。
　本論において，ＦＤ等教育改善に関する組織的な推進役であるファカルティ・ディベロッパー（FDer）の実
態を把握し，そうした人材が活用されるための課題を浮き彫りにすることにより，日本の高等教育，特に私立大
学におけるFDer の在り方について一定の方向性を示唆する。

　キーワード：ファカルティ・ディベロッパー，専門性，真摯な姿勢，ミドル・アップダウン型マネジメント

ファカルティ・ディベロッパー（FDer）の
在り方に関する実態と課題

─全国私立大学ＦＤ連携フォーラム参加校と日本大学との比較を踏まえて─
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1　背景と問題点

　ＦＤに関する専門家，すなわち，FDer の必要性の背景には，大学教育の質的転換が求められている現状
がある。いわゆる「質的転換答申」（中央教育審議会，2012）で「我が国においては，急速に進展するグロ
ーバル化，少子高齢化による人口構造の変化，エネルギーや資源，食料等の供給問題，地域間の格差の広が
りなどの問題が急速に浮上している中で，社会の仕組みが大きく変容し，これまでの価値観が根本的に見直
されつつある。このような状況は，今後長期にわたり持続するものと考えられる。このような時代に生き，
社会に貢献していくには，想定外の事態に遭遇したときに，そこに存在する問題を発見し，それを解決する
ための道筋を見定める能力が求められる」（中央教育審議会，2012：9）として学士課程教育の質的転換を求
める中で，「今後の具体的な改革方策」で大学が「速やかに取り組むことが求められる事項」の一つに「全
学的な改革サイクルの確立のため，ワークショップを中心に『プログラムとしての学士課程教育』という基
本的な認識の共有や教育方法に関する技術の向上に資する充実したＦＤを実施する。そのために，専門家
（ファカルティ・ ディベロッパー）の養成や確保，活用を図る」（中央教育審議会，2012：20）と提言されて
いる。
　大学教育の質的転換が求められる一方で，大学教育に携わる人材が多様化しており，このことがFDer の
必要性と重要性を高めている。大学進学率が高まるにつれ日本の高等教育がユニバーサル・アクセスの時代
に突入し，学生の多様化とともに大学教育も多様化を余儀なくされる。1990 年代にかけて一般教育科目や
教養課程の縮小・廃止の傾向が強まる一方，専門教育科目が強化されるようになると，「即戦力」として公
務員，マスコミ関係者，企業経験者等の社会人型の教員が招聘・採用される機会が大幅に増加した（松野，
2010：14）ように，教育を授ける教員も多様な経験や能力が求められるようになり，「学校教員統計調査」
結果からも「多くの者は『学部新規卒業者・大学院修了者』以外の職業から転職して，大学教員の職に就い
ている，いわゆる『社会人教員』」（佐藤，2015：107-108）であることが分かる。「例外的に教育者としての
資質を備えた社会人型の教員もいないとはいえないが，一般的に考えるならば，大学の外で社会人として活
躍してきた人材は，その時点では教育については『アマチュア』とみるべき」（松野，2010：143）とする見
解もあるように，そもそも大学とは何か，今の学生の気質はどうであるか，ということはもとより，教授法
に関する十分な知識と実践的な力が求められているのが現状である。
　このような背景のもと，FDerの実態を把握するため，これまでいくつかの調査が実施されてきた。例えば，
文部科学省が日本の全ての大学を対象とした平成 24 年度の調査（「大学における改革状況調査」）の結果に
よると，「ＦＤに関する専門家（ファカルティ・ディベロッパー）の活用状況」の問いに対し，「自大学の常
勤の教職員を専門家として活用」していると回答した大学は 190 校・24.8％である。そして，「外部の専門
家を必要に応じて活用（研修会講師として招く場合も含む）」については 411 校・53.6％あり，半数以上の
大学がいわゆる「専門家」の必要性を感じ適時招聘して活用していることが分かる。また，日本大学ＦＤ推
進センターが調査した結果（大嶽・辻・雨宮，2014：11-12）によると，全学ＦＤ推進組織を設置している
64 大学中 61 大学（95.3％）が教員を配置しており，そのうち 42 大学（69％）が当該全学ＦＤ推進組織に専
任教員を配置している。そして，職員については，全学ＦＤ推進組織を設置している 64 大学中 52 大学（81.3
％）が職員を配置している。このような先行研究により，FDer の活用に関する実態を概略的に捉えること
は可能であるが，各大学がFDer をどのように定義し，すなわち，組織内でどのように位置づけ，どのよう
な具体的取り組みを行っているかということを知るためには，更なる調査研究が必要であると考えられる。
　先行研究を補うとともに，新たな知見を得るため，本論では，日本最大規模の私立総合大学である日本大
学３におけるFDer の在り方に関する実態と意識を把握し，他の私立大学，特に，学生数 8,000 人以上の中・
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大規模大学が参加する全国私立大学ＦＤ連携フォーラム（JPFF）参加校の実態と比較検討することにより，
昨今の大学教育を取り巻く環境と対応が迫られる大学組織におけるFDer の実態と課題を浮き彫りにするこ
とを試みる。本学ではＦＤを「自主創造の理念の下に日本大学を取り巻く外的諸要因をも分析して，学問領
域単位（学科・専攻等）での教育プログラムを常に見直し，それを実行するため，教員が職員と協働し，学
生の参画を得ながら組織的に取り組む諸活動」と定義し，“教職協働” “学生参画” をモットーとして，全学
的なＦＤ活動を平成 20 年度（実質的には平成 22 年度４）から展開している。そして，平成 25 年度には日
本大学ＦＤ推進センター基本計画（中期計画）の一つに「ファカルティ・ディベロッパー（FDer）の在り
方の検討─部科校５において，授業改善，カリキュラム改善及び組織整備を目的としたＦＤを企画・実施で
きる FDer の在り方の検討─」を掲げ，FDer に関する調査研究の実施６や全学ＦＤワークショップの開催
などに取り組んでいる。本論において報告・検討する調査は，そのような全学的なＦＤ活動の一環として実
施されたものである。

2　「ファカルティ・ディベロッパー（FDer）に関する調査」におけるリサーチ・クエスチョン

　本論で主として展開する調査課題（リサーチ・クエスチョン）として，次のとおり 3つ掲げた。

調査課題①　FDer が担う役割，FDer に相応しい人材像，FDer を活かす組織形態・組織文化
　FDer の存在や必要性が問われている中，まず，FDer が担う役割を捉え，FDer に相応しい人材像を明確
にし，その上でFDer を活かすことのできる組織形態や組織文化はいかなるものであるのかを考察すること
は必要である。あるいは，逆に，当該大学の組織形態や組織文化に応じて，FDer に相応しい人材像を明ら
かにし，その役割を全うできるように計らうことも必要なことである。

調査課題②　FDer の必要性，FDer に必要な能力
　中央教育審議会による答申等によりFDer が必要であるといわれているが，果たして，本学をはじめとす
る日本の私立大学（JPFF 調査対象校）が FDer の必要性を感じているのであろうか。また，FDer に必要
な能力としては，どのように考えているのであろうか。

調査課題③　FDer の配置，FDer の人数，FDer 養成に関する取り組み
　上記調査課題①及び②の検討を基にして，実際に FDer を配置する際に必要となる基本的な考え方，人
数，さらには，FDer の養成に関する取り組みについて検討する。これは，様々な環境の変化に対応すべく
FDer の配置を喫緊の課題の一つとして考える大学にとっては，高い関心を持たれることと考えられる。

3　調査概要

３．１　日本大学各学部等対象調査（日大調査）
　①　調査対象
　 　日本大学が設置する 14 学部（法学部，文理学部，経済学部，商学部，芸術学部，国際関係学部，理工学部，
生産工学部，工学部，医学部，歯学部，松戸歯学部，生物資源科学部，薬学部），1通信教育部，3独立研
究科（法務研究科，知的財産研究科，総合社会情報研究科）　計 18 学部等
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　②　調査回答対象者　
　　各学部等におけるＦＤ委員会等の長
　③　調査回答方法
　 　日本大学全学ＦＤ委員会のメーリングリストで調査票（別掲参照）を配信し，電子メールにて日本大学
本部学務部学務課へ提出いただいた。
　④　調査期間
　　平成 27 年 7 月 1 日（水）～平成 27 年 7 月 31 日（金）
　⑤　回答学部等数・回答率
　　18 学部等（14 学部，1通信教育部，3独立研究科）・100％
　⑥　調査項目と構成
　 　当該学部等に係る「基本情報」からはじまり，FDer に関する人材像やFDer の必要性を問う項目，FDer
の有無等に関する実態などを訊く項目などで構成している。詳しくは，別掲の調査票を参照されたい。

３．２　全国私立大学ＦＤ連携フォーラム参加校対象調査（JPFF調査）
　①　調査対象大学
　　全国私立大学ＦＤ連携フォーラム（JPFF）参加校　31 大学（本学を除く全ての参加校）
　②　調査回答対象者　
　　全学を対象としたＦＤ等教育開発推進関連組織の長又はそれに準ずる職位にある方
　　※ ＦＤ等教育開発推進関連組織を設置していない場合は，学務（教務）担当の長又はそれに準ずる職位

にある方。
　③　調査回答方法
　 　全国私立大学ＦＤ連携フォーラムのメーリングリストで調査票（別掲参照）を配信し，電子メールにて
日本大学本部学務部教育推進課へ提出いただいた。
　④　調査期間
　　平成 26 年 7 月 2 日（水）～平成 26 年 7 月 31 日（木）
　⑤　回答大学数・回答率
　　23 大学・74.2％
　⑥　調査項目と構成
　 　当該大学に係る「基本情報」からはじまり，FDer に関する人材像（FDer として必要な能力，FDer を
生かすのに必要な組織形態や組織文化など）やFDer の必要性を問う項目，FDer の有無等に関する実態
などを訊く項目などで構成している。詳しくは，別掲の調査票を参照されたい。

4　調査結果

　本節で提示するFDer 調査の結果は，日大調査：質問 1（JPFF調査：質問 1），日大調査：質問 2（JPFF調査：
質問 2），日大調査：質問 3（JPFF 調査：質問 5a），日大調査：質問 4（JPFF 調査：質問 6，7，8，5d）及
び日大調査：質問 5（JPFF調査：質問 9）である。
　なお，記述による回答を求めた質問に対する調査結果については，基本的に回答内容をそのまま掲載して
いるが，回答の主要箇所のみを引用する場合には，内容理解を補うために論者が加筆を行っていることを断
っておく。また，記述による回答の中で太字表記している内容があるが，これは論者が強調すべきと認識し
た箇所である。
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４．１　 FDer が担う役割，FDer に相応しい人材像，FDer を活かす組織形態・組織文化
４．１．１　 FDer の役割

【質問４ａ】貴学部等（貴学）において，FDer が担う役割には何があると考えますか。

　この質問項目を回答するに当たっては，FDer の定義を「大学等の教育改善を組織的に進める専門職とし
てのＦＤ担当者」「ＦＤ等の教育開発の企画・運営を組織的に行う実践的指導担当者」とし，当該学部等あ
るいは大学にFDer を配置することを仮定している。
　まず，日大調査の結果（表 1）をみると，「所属している組織の教育環境・教育制度の現状を分析し，把握す
る」（○：88.9％）に続き，「ＦＤプログラムの達成目標をフェーズに分けて設定し，明文化する」（○：83.3
％），「ＦＤプログラムの効果を定期的に評価し，学内外に公表すると共に，次の達成目標に反映する」（○：
77.8％）となっている。
　次に，JPFF 調査の結果（表 1）をみると，日大調査の結果と同様に「所属している組織の教育環境・教
育制度の現状を分析し，把握する」（○：100.0％）に続き，「ＦＤプログラムの達成目標をフェーズに分け
て設定し，明文化する」（○：83.3％）が多数を占めている。それに続いて，「ＦＤプログラムを達成するた
めに必要な方法・手段を設定し，実施に必要となる予算を確保する」（○：75.0％）となっている。
　いずれの調査結果をみても，FDer が担う役割としては，現状の把握と分析，また，達成目標を定める中
での的確な効果測定の実施等に重きを置いていることが分かる。特に，FDer としての役割を遂行する過程
においては，大学内の多様な教職員をクライアントと位置づけ，そのクライアントを中心に FDer が業務
を遂行していることから，FDer のアイデンティティを曖昧にしているといった指摘がある（佐藤，2015：
26）。つまり，「クライアントのニーズが一致していれば問題はないが，異なったり，対立したりする場合，
FDer に期待される役割も分裂する」（佐藤，2015：26）ため，FDer の学内における位置づけが困難な面が
多々あるようである。上記のいずれの調査結果で最も多くを占めていた「所属している組織の教育環境・教
育制度の現状を分析し，把握する」という役割については，果たして，どのような職域にある者がFDer と
して担うのが相応しいのか，当該組織が有する組織文化にも大きく左右されるといえよう。

表 1：FDer が担う役割

日本大学FD研究　第4号　27－55　2016

─ 31 ─



４．１．２　 FDer の人材像

【質問１】FDer の定義が明確になっているとは限らないという前提に立った上で質問します。
FDer とはどのような人材であると考えていますか。次の選択肢の全てに関し，○・×・△
のいずれかでお答えください。

　まず，日大調査の結果（表 2）をみてみると，「ＦＤを中心となって推進する人」（○：94.4％）を筆頭に，
「ＦＤの実践的指導者である」（○：72.2％），「ＦＤに関する研修会を企画し，実施する人である」（○：72.2
％）が続き，「学内ＦＤ委員会（ＦＤを扱う委員会）の委員である」「ＦＤの専門家である」「ＦＤに関する
教育開発を企画・運営する人である」（○：66.7％）といった回答が上位を占めている。この状況から，Ｆ
Ｄを組織的かつ実践的に推進していける人材をFDer としてみており，そうした人材が実質的に活躍するた
めに学内ＦＤ委員会の委員であるなどの関わりを求めていることが分かる。
　次に，JPFF調査の結果（表 2）をみると，「ＦＤの実践者である」（○：100％），「ＦＤに関する教育開発
を企画・運営する人である」（○：91.3％），「ＦＤを中心となって推進する人である」（○：82.6％），「ＦＤ
に関する研修会を企画し，実施する人である」（○：82.6％）といった回答が上位を占めていることから分
かるように，主体性を持ってＦＤを推進していける実践的な人材を捉えている。また，「ＦＤの専門家である」
（○：73.9％），「ＦＤに関して，特別な教育を受けた人である」（○：65.2％）といった回答が次点に続いており，
一定の専門性を有する人材を求めているようにも伺える。
　JPFF参加校を対象とした調査結果概要を示した三浦・大嶽（2014）では，学内ＦＤ委員会あるいは学外
ＦＤ組織の委員（構成員）と委員長（責任者）との関係について特徴的な結果が得られている。この点につ
いては，日大調査の結果においても，JPFF 調査の結果と同様，いずれの質問項目もFDer に相応しい人材
像として，委員長（責任者）ではなく委員（構成員）に求めていることが分かる。本FDer 調査の回答対象
者を「ＦＤ委員会等の長」としているものの，将来も見据えた “動ける人材” を FDer に相応しい人材とし
ていると捉えて養成することの必要性を感じているものと考えられよう。

表 2：FDer に相応しい人材像
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４．１．３　 FDer の活用と組織形態・組織文化

【質問４ｃ】 貴学部等（貴学）にとって相応しい FDer とはどのような人材であり，FDer を活かすには，
どのような組織形態や組織文化が必要であると考えますか。

　日大調査の結果（表 3）７では，FDer に相応しい人材，FDer を活かす組織形態・組織文化として「人材」
「組織」「教職員」「教育」「権限」が分類カテゴリーに挙げられた。FDer に相応しい人材としては，特に，
「人材」のカテゴリーにおける「学部教職員と協働できる人材」「客観的立場に立っている学部の利害に属す
ることのない人材」が有用であるとしている。また，「組織形態や組織文化」については，「社会の趨勢を的
確に把握し，変化を恐れない組織文化」「教職員自身が日本大学の『目的および使命』を理解し実現あるい
は体現しているような組織形態や組織文化」「学部の危機的状況を全教員が真剣に考え，教育の質的向上を
目指そうとする意識。組織文化としては，教育は教員のみで行うという発想ではなく，職員，学生，卒業生，
地域住民等の協力を得られる文化」が挙げられている。
　一方，JPFF 調査の結果（表 4）をみると７，FDer に相応しい人材，FDer を活かす組織形態・組織文化
として「教員」「組織」「教育」「専門」「職員」が分類カテゴリーに挙げられた。FDer に相応しい人材とし
ては，特に，「人材」のカテゴリーにおける「学部教員と寄り添い協働できる，大学の文化的風土に適合し
た形で，施策を立案・推進できるＦＤ『実務者』」が特筆すべき回答である。また，「組織形態」については，
「全学的な教育改善に資するインフラや教育プログラム，教育の根源的な目標，教育推進や改革を目指すセ
ンター等」が必要であるとし，「組織文化」としては，「当事者意識を持ち続け」，「多様な形態を認める」組
織が有効であるとしている。

〔人材〕
・教員に対する専門的知識（ＦＤ）に裏付けられた啓蒙とアドバイス，さらには，環境の整備について提
言をいただける人材。

・客観的立場に立っている学部の利害に属することのない人材。
・教員の場合は医学教育の専任者としての FDer が必要であるが，現場での医療経験がある程度豊富な人
材がより望ましい。

・教職員にＦＤを理解させ，浸透・実行させるためのある程度の職務責任が負える人材。
〔組織形態・組織文化〕
・教職員自身が日本大学の「目的および使命」を理解し，実現あるいは体現しているような組織形態や組

表 3：FDer に相応しい人材，FDer を活かす組織形態・組織文化（日本大学内調査）

ＦＤ教材の開発ができアドバイスなどを与えてくれる人材，学部教職員と協働できる人材，客観
的立場に立っている学部の利害に属することのない人材

。
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織文化であること。
・職員や学務担当の教員だけでなく，病院責任者にも理解される組織形態が必要。
・ＦＤ委員会との連携は必須になると思われるので，ＦＤ委員会内に組織を置くことも考えられる。ＦＤ
委員会の構成員についても，各学科内でＦＤを推進していく実践的指導担当者等に変更するなどの対応
も必要である。

・FDer は，大学（学部）組織の改革に至る大きな業務（仕事）を担うので，ある程度の権限を持った地位
が必要になると思われる。組織文化としては，教育は教員のみで行うという発想ではなく，職員，学生，
卒業生，地域住民等の協力を得られる文化が必要。

〔人材〕
・職能集団としてのファカルティの能力を向上させ，各教員がその能力を存分に発揮できる環境を整備で
きる人材であると考える。

・学内外の動向を踏まえ，全学的な教育改善に資するインフラや教育プログラムを大学執行部に提言し，
実施・評価・改善することも求められる。

〔組織形態・組織文化〕
・教育は教員だけが行う，あるいは，学生は教員の指示に従い教育を受けるという古い思想ではなく，ラ
ーニング・コミュニティの中でともに学ぶことを推奨する組織が望ましい。

・従来の学部・学科や研究科という組織以外に，様々な組織が許され，かつ，連携して活動することを許
容するもので，教員や職員，あるいは，場合によっては学生にも様々な形態が許され，連携できる組織
文化である。

・従来のような学部縦割りや教員と職員の乖離の状態では，FDer を許容できないので，大学全体での対応
を受け入れられる組織文化の涵養が必須である。

４．２　FDer の必要性，FDer に必要な能力

４．２．１ 　FDer の必要性

【質問２】貴学部等（貴学）では，FDer の必要性について，どのように考えていますか？

　「必要である」と回答したのは 13 学部等・72.2％，「どちらとも言えない」と回答したのは 4学部等・22.2％，
「必要でない」と回答したのは 1学部等・5.6％であり，その理由の主なものについて列挙すると次のとおり
である。なお，「必要でない」と回答したのは独立研究科であり，「どちらとも言えない」と回答した 4学部

表 4：FDer に相応しい人材，FDer を活かす組織形態・組織文化（JPFF 参加校対象調査）
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等のうち 2学部等は独立研究科であることも特徴であるといえる。

〔必要である〕
・ＦＤ活動を形骸化させないためにも，学内での活動を牽引させる役割が必要である。このような役割の
FDer を中心として，ＦＤ委員会委員が他の教員の模範となるように積極的にＦＤ活動を広めていくこと
が，今後の教育改善に繋がるのではないかと考えるため，必要性は高い。

・大学を取り巻く社会環境が大きく変化している。少子高齢化や情報技術の高度化等が進展しており，教
育組織の変革，教職員の資質向上，教育方法の改善等が求められ，大学組織も変化してなくてはいけない。
学生に対しての講義形式による専門的知識の教授だけの時代ではない。そのような状況で専門職として
のＦＤ担当者は必要であるといえる。

・本学部のＦＤ委員会において教育改善に向けた協議は行っているが，FDer など専門知識を有している方
がいた方がより改善が進むと思われる。しかし，学部ごとに配置するのではなく，必要に応じて学部へ
派遣し，アドバイスをする方法でもよいかと思われる。

・ＦＤ活動の一環としてBlackboard の利用などを進めようと考慮しているが，教材の開発などは，個人で
行うレベルではなく，組織として開発することが必要である。しかしながら，ＦＤ委員会は多忙でその
役割を果たすことは困難であり，専門的知識をもった人材と適切な役職が必要であると思われる。

・一定の専門知識と実践能力に基づいたＦＤを主導できる教員がいることは，ＦＤの質を維持・向上させ
る上で大変重要である。

・学部教員の多くは，依然として自分の経験と識見だけで教育に従事し，その成果は偏に学生の努力に帰
着すると考える傾向が強い。そうした風潮を打破するためには，教員に対する専門的知識に裏付けられ
た組織的啓蒙とアドバイス，さらには，環境の整備が必要であり，そうした役割を担う FDer は欠かせ
ないと思われる。

・高等教育では教育改善が求められており，現状を把握し，より質の高い教育へ転換していくことが必要
である。そのためには，学内外のＦＤに関する知識を得て，学内において教育開発等の企画・運営を組
織的に行う指導者が必要であると考えているため。

・学内のＦＤ組織の考え方を学科等に伝える役割として重要であると考えるため。
・ＦＤの実践において，方向性と考え方を示してくれる者が必要である。
・ＦＤ活動が組織としての教育改善へとつながり，結果的には大学組織の対外的な評価の向上へと貢献で
きる。また，卒業後（アウトカムとして）の個人としてのプライドへとつながり，結果として母校愛へ
と還元される。

・ＦＤに関しては，大学（学部）組織全体で取り組むべきであり，指導力のある担当者の必要を感じる。
・「教育の質」を保証する観点の一つとしてＦＤ専門家であるFDer を配置する必要性を理解している。
〔どちらとも言えない〕
・ＦＤの専門知識をもった者が組織的に進める必要があるが，学科間でもそれぞれ学科色といった独自性
が強いため，共通するエッセンシャルな改善事項（学科間での最大公約数的な改善事項）を拾い上げる，
あるいは，抽出することができるか未知数であること。また，拾い上げるに足る人物を学部に所属させ
るのか全学的な立ち位置で所属させるのか判断できない。

・現在，学部内で議題にもなっていないため，○学部全体の気運でいえば “必要でない” となるが，教育改
善はしていかなければならないと多くの○学部教員は考えており，一つの改善手段として “必要である”
という意見も出てくることが予想されるため。

・本研究科ＦＤ委員会においても教育改善に関する議論は行っているが，「大学院」という教員や大学院学
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生が少人数で実施する教育環境においては，学部とは違った視点や方法でのＦＤへの取り組みが必要な
のではないかとも考える。

　本調査結果によると，総じてＦＤを推進するFDer としては，一定の専門性を有する人材が求められてい
ることが分かる。JPFF 調査では，「持ち回りの兼任の業務としては務まらず，本分野に関する専門的見地
からアクション・リサーチを行うだけの経験と知見を持っている人が求められる」「他の日常業務をこなし
ながらＦＤも行うという人的体制では，ほとんど不可能」「大学の教育改革を組織的に進め，ＦＤ等の教育
開発の企画・運営を組織的に行うには，数年おきに入れ替わる委員だけでは荷が重く，専門的知識・能力も
不足している」といったように，いわゆる “ボランティア的” あるいは “アドホック的” に「ＦＤ委員会等
の委員になったから」などという理由だけでＦＤ等教育開発推進関連業務に携わり，1～ 2年単位あるいは
執行部が代わるごとに委員が交代するといった状況では，教育改善等が円滑に進まないといった見解が示さ
れている（三浦・大嶽，2015：85）。こうした見解は，JPFF 調査において FDer が「必要である」と回答
した 18 大学のうち 13 大学（72.2％）が，ＦＤ等教育開発推進に関する全学的な組織（機構，センター等）
を既に有しており，当該組織専任の教員を配置していることが多いことによるものと考えられる。一方，本
学では，専門性を有する人材の必要性を認めながらも，JPFF調査結果のように，他の業務あるいは自身の
教育研究との兼務では務まりづらいという見解には至っていないといえる。
　実質的なＦＤ等教育開発推進に関する全学的な組織を有する JPFF調査対象大学の中では，既に関連する
組織とそこで活躍する人材を有する中で説得力ある見解を示す大学もある。すなわち，「大学における教育・
授業改善を行うためには，大学組織の性格を熟知した上で，大学教育改革やＦＤの全般状況や今後大学教育
に求められてくるものを的確に判断し，施策として提案，実施又は学部や教員個人の教育改善努力を支援す
る人材が必要である。そうした人材は，高等教育に関する一定の専門的知識と実績が必要であることから，
FDer は必要であると考えている」（三浦・大嶽，2015：85）。ここで着目すべきは「大学組織の性格を熟知
した上で」ということである。すなわち，自大学の出身者である必要があるかどうかはともかく，高等教育
等に関する専門性よりも，当該大学の組織文化を十分に理解し，組織内で一定の信頼を得ており，ミドル・
アップダウン型マネジメント（大嶽，2009：49 ; 孫福，2004：13）を実践できるコミュニケーション能力に
長けた人材であることのほうが重要であるといえる。なぜなら，ＦＤには「強制ではなく，正確で広い視野
に立つ柔軟なＦＤ理解と，内発的な実践」（寺﨑，2008：9）が求められているからである。「内発的な実践」
を促し持続的に展開させるには，当該組織内において “丁寧な対話” を繰り返し行い，より多くの理解者を
増やし，実績を積み上げ，常に内省し組織内学習ができる文化に変革するように努めることが肝要であろ
う。その点において，JPFF調査結果として得られた〔Ｂ大学〕の「ＦＤに特化した専門スタッフの不在と
いう人的資源の問題，一拠点総合大学という本学独自の物理的事情から，本学のFDer は教職員の垣根を越
えて，学部の壁を越えて，協働することが望まれる。本学で『対話の重視』を掲げているのはそのためであ
り，日常的に他部署横断型で対話を行える風土が根付いていることで，FDer 専門の教育を受けていなくて
も FDer の機能を果たすことができると考えている」（三浦・大嶽，2015：86）ということは，本学が大い
に参考にするべき状況であるといえよう。
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４．２．２　 FDer に必要な能力

【質問４ｂ】貴学部等（貴学）における FDer に必要な能力について，どのように考えますか。

　まず，日大調査の結果（表 5）についてみていきたい７。FDer に必要な能力として「教育」「企画」「教員」「学
科」が分類カテゴリーに挙げられた。その中から代表的な表現として抽出すると「教育・企画・リーダーシッ
プ」ということになる。記述回答をみると，「実践的（指導）能力」や「力強く粘り強く実践できる力」，また，
「リーダーシップ」が必要な能力として重視していることが分かる。また，本学内の学部等のＦＤ委員会委
員長に訊いた質問であることから，「学科に依存せずに教育改善を進める」「学科間に共通する改善事項を抽
出できる」といった回答が得られているのも特徴である。
　一方，JPFF 調査の結果（表 6）をみると７，FDer に必要な能力として「教育」「企画」「授業」「教員」
が分類カテゴリーに挙げられた。その中から代表的な表現として抽出すると「教育・開発・知識」というこ
とになる。記述回答をみると，「卓越した専門性」を持ち「高等教育界の動静やトレンドを冷静に見分け，
中長期的な展望に立って物事を見る能力」など「開発・知識」に当たる回答が得られているが，より重要な
指摘は，「学部・研究科の教職員と円満な人間関係を構築することができる人間性」や「どのような人を相
手にしても対話をする意欲と姿勢を持ち，話し合うことができる能力」，また，「本務校の実情を把握し，説
得力を持って，必要な取組みを企画・立案する能力」であろう。

〔教育・企画・リーダーシップ〕
・教育評価の在り方，効果的な教育法など，学部での教育を改善するために求められる基礎知識，それを
実践するためのワークショップを開催するノウハウ，授業改善のためのアドバイスができるなどの実践
的能力が求められる。

・当学部には，ＦＤに関する業務を行う教育改善委員会が設けられており，同委員会と連携してＦＤ等の
教育開発の企画・運営を組織的に行うことができる実践的指導能力を期待したい。

・教育法規，教育政策等の知識。教育関係のデータ処理ができる能力。行事を企画・運営する能力。
・リーダーシップ及び力強く粘り強く実践できる力。

表 5：FDer に必要な能力（日本大学内調査）

表 6：FDer に必要な能力（JPFF 参加校対象調査）
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〔教育・開発・知識〕
・何よりも担当する分野（例：カリキュラム開発，コース開発，ＩＲ等々）における卓越した専門性と，学
部・研究科の教職員と円満な人間関係を構築することができる人間性が基本となる。

・どのような人を相手にしても対話をする意欲と姿勢を持ち，話し合うことができる能力。
・自分の研究分野を基盤にして，その分野における教育開発（コース開発や教材，授業開発）やそれを担
う教員の教育技術向上に関する研修開発が求められる。

・高等教育界の動静やトレンドを冷静に見分け，中長期的な展望に立って物事を見る能力。
・本務校の実情を把握し，説得力を持って，必要な取組みを企画・立案する能力。

４．３　FDer の配置，FDer の人数，FDer 養成に関する取り組み

４．３．１ 　FDer の配置

【質問３】今後，貴学部等（貴学）に FDer を配置する考えはありますか？

　「ある」と回答したのは 5学部等・27.8％，「ない」と回答したのは 2学部等・11.1％，「どちらとも言えな
い」と回答したのは 11 学部等・61.1％という調査結果となった。
　「ない」あるいは「どちらとも言えない」と回答する理由については，次のとおりである。

〔ない〕
・学部ごとに配置するのではなく，必要に応じて学部へ派遣し，アドバイスをする方法でもよいかと思わ
れるため。

〔どちらとも言えない〕
・常勤の FDer を置くかどうかは，大学及び学部の運営組織の問題であり，学部においては学部長など学
部運営者の判断によるといえる。しかし，非常勤であっても，学部内に設置されているＦＤ委員会と連
携することにより，大変大きな役割を果たし得るものと思われる。

・大学等の教育改善を組織的に進めることやＦＤ等の教育開発の企画・運営を組織的に行うことは必要だ
と考えているが，配置については，専門部署（教育開発センター等）の設立等も必要であるため，現状，
配置は難しいと考える。

・配置して欲しいが，幹部がその必要性を認めるか，また，予算の問題があると思われる。
・どのような経験を積んだ者をFDer とするか不明である。
・現状では人手が圧倒的に不足している。
・FDer の重要性は理解しているが，教員，職員のいずれに属するのか，また，人件費等の点など学部レベ
ルで十分な論議がなされていない。コンセンサスを得るためには時間を要すると考える。

・“今後” という時間がどの点までか不確かで答えにくい。1～ 2 年であれば，現在，議題にもなっていな
いため “ない” となる。また，配置されるFDer がどのような権限やどのように形態で各学部に派遣・所
属するのか明確でないので，質問に明確に答えるのが難しい。

・ＦＤの認識が学内に浸透していない。ＦＤは何をするのか明確になっていない。

　本調査結果から，FDer の必要性を認めるものの，実際に FDer を配置するとなると，現行の組織内にど
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のように位置づけられるか，という現実的な問題に直面することが分かる。この問題は，本学の組織文化に
そうした人材（雇用形態を含む）が馴染んでいけるか，といった事柄も含んでいる。要するに，何を達成さ
せるために，どのような組織が必要で，かつ，そうした組織にはどのような人材を配置すべきか，さらには，
大学ガバナンスの観点に鑑み，そうした組織や人を全学的な教学マネジメント体制の中でどのように位置づ
け，ＰＤＣＡサイクルの中で組織的かつ継続的に展開させていくことができるか，ということを第一義的に
検討することが重要である。

４．３．２　 FDer の配置人数

【質問４ｄ】FDer を何人配置しますか。

　この質問項目については，JPFF調査はサンプル数が少ないため，日大調査の結果のみを提示する。FDer
を配置する人数としては 2人が望ましいとする学部等が最も多かった。本学のような大規模大学において，
一定の専門性を発揮しつつ，各学部等の教職員との “丁寧な対話” を実現させながら推進していくには，2
人から 5人程度の FDer が必要となろう。さらに，学部等ごとに配置するのではなく，大学全体の最適化を
目指すFDer として，全学的なセンター等に配置することが望ましいとする意見にも頷ける。

〔理由〕
・2～ 3人配置することで，チェック体制をとることができるため。
・ＦＤ委員会の業務のうち企画・運営等を代替する組織として考えたとして，学科横断的な内容を掌握し，
一方的な企画・運営等でないようにするためには，最低限のチェック機能を発揮できる最低 2人以上が
必要であると思われる。

・FDer を専門職と考えた場合には 5人が限度である。実現可能な人数としての回答である。
〔配置方法〕
・学部ごとに配置するのではなく，必要に応じて学部へ派遣し，アドバイスをする方法でもよいかと思わ
れるため。

・学部独自に採用するのではなく，全学的なセンター（例えば，ＦＤ推進センター）から派遣してもらう
ことを想定している。

表 7：FDer の配置人数（日本大学内調査）
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４．３．３　FDer の養成に関する取り組み

【質問５】 貴学部等において FDer を養成しますか。FDer を養成する場合，必要な取り組みについて，
どのように考えますか。

　「養成する」と回答したのは 5学部等・27.8％，「養成しない」と回答したのは 7学部等・38.9％，「どちら
とも言えない」と回答したのは 6学部等・33.3％という調査結果となった。この調査結果で特筆すべきは，「養
成する」と回答した学部等の分野が工学系，医歯系で主として構成され，いわゆる文科系に分類される学部
等はないことである。
　「養成する」と回答した学部等が考える「養成する」場合に必要な取り組みについては，次のとおりである。

〔養成する〕
・将来的に養成することを検討したいと考えるが，○学部としての組織的なＦＤの取り組みを検討したい。
・大学で実施する研修会等へ積極的に派遣する。
・質問４ａの設問項目（FDer が担う役割）を実践する。
・年 2回開催予定の教育に関わる全ての教職員を対象とした講習会の活用
・年 1～ 2回開催予定のティーチング・ポートフォリオ等のワークショップの活用
・毎年 8月上旬に開催の臨床実習指導教員対象の教育診療医研修会（2日間）の活用
・学生ＦＤ（今年度（平成 27 年度）○学部で実施予定）への参加
・歯科医学教育者対象とした学外でのワークショップ派遣
・日本大学ＦＤ推進センター主催（日本大学本部学務部学務課所管）のワークショップ型研修（セミナー）
への派遣

・学内外における研修へ積極的に参加させること並びに可能であればシンクタンクやコンサルタントから
指導・助言を受けさせたい。

　これらの学部等が考える「養成する」場合に必要な取り組みをみると，基本的なスタンスとして各学部等
での展開を講じるというよりも，大学としての展開あるいは学外での展開に具体的な内容を委ねつつFDer
となる人材を養成したいと考えているようである。こうした学部等の考え方を前向きに捉え，できる限り大
学全体としての基本方針の下で教育ワークショップ型研修や講演会の開催等により，FDer 人材を養成して
いくことが望ましいといえる。特に本学のような総合大学においては，様々な専門性を有する教職員が混在
するグループで行うことは有効であり，分野別にグループを分けて行うことも必要である。

5　「ファカルティ・ディベロッパー（FDer）に関する調査」結果にみる方向性

　これまで本論において，FDer に関する調査結果をもとに，FDer の在り方に関する実態と課題について
みてきた。本節では，第 2節において提示したリサーチ・クエスチョンごとにFDer 調査結果を対峙して捉
え，FDer の在り方に関する方向性を探っていきたい。
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５．１　FDer が担う役割，FDer に相応しい人材像，FDer を活かす組織形態・組織文化
　現状を把握した上で分析を試み，自ら達成目標を定める中で的確な効果測定の実施等を重視する者を
FDer の役割として認識されている。また，FDer に相応しい人材像について，本学では，ＦＤを組織的か
つ実践的に推進していける人材として捉えているが，あくまでも，そうした人材は学内（学部等内）のＦＤ
委員会等の委員としてでないと実質的に活動し難いという見解を示している。一方，JPFF参加校では，主
体性を持ってＦＤを推進していける実践的な人材を捉えており，かつ，一定の専門性を有する者が望ましい
と考えている。さらに，組織形態や組織文化については，学部教職員と協働できる人材を求める中，自大学
のことを教職員自身が十分に理解し，当該大学（学部等）の組織文化に合った施策を立案し推進できる組織
が有効であるとしている。
　いま求められる FDer は，「ＦＤ研究の専門家だけではなく，幅広い分野の研究者もＦＤカリキュラム開
発に参加し中核的な役割を果たすこと，そして個々の教員に自分の問題であるという意識の醸成が不可欠」
（里見，2014：62）であるとする見解にもあるように，当該大学（学部等）に対する情熱を有し，主体性を
持ってＦＤを推進していける実践的な人材であるといえよう。

５．２　FDer の必要性，FDer に必要な能力
　佐藤（2015）は，様々な先行研究で提唱されている FDer に求められる能力を検討した上で，「教育学に
関する専門知識だけではなく，『コミュニケーション』『コンサルティング』『傾聴力』『プロジェクト・マネ
ジメント』といった汎用的かつ多様な能力が求められていることがわかる」（佐藤，2015：22）とまとめて
いる。また，中央教育審議会（2008）は「FDer の持つ専門分野」として「教育学，心理学，言語学，情報
科学など様々である」（中央教育審議会，2008：61）としている。
　本論のFDer 調査で明らかになったことは，概ね一定の専門性を有するFDer の必要性を感じているとい
うことである。FDer に必要な能力としては，実践的な指導能力がありリーダーシップを発揮することがで
きるとしているが，ここでもやはり，専門性や指導能力などよりも，学部教職員との円満な人間関係を持続
的に構築できる人間性やどのような相手でも対話することのできる姿勢を持つこと，さらには，自大学の実
情を的確に把握し，説得力を持って必要な取り組みを分別して企画し実行できる能力を必要としている。

５．３　FDer の配置，FDer の人数，FDer 養成に関する取り組み
　FDer の配置については，全学的な教学マネジメント体制が求められて久しい中，大学全体の最適化に寄
与する FDer として，学部等ごとに FDer を配置するというよりも，大学に設置されたセンターや機構等
の全学的なＦＤ等教育開発推進組織に置いて，適宜，学部等に派遣するなどが望ましいとみている。また，
FDer を配置する人数としては，2人から 5人程度としているが，これは大学の規模等によっても変わって
くるものと考えられる。さらに，FDer の養成に関する取り組みについては様々な内容が考えられるが，特
に総合大学の場合は多様なニーズや意識・能力のレベルがあることから，様々な養成手法を工夫して展開す
ることが求められよう。

　4.3 節においてみてきたように，最も重要なことは，当該大学（学部等）にとって必要な FDer はどのよ
うな能力を有する人材であるのか，また，そうした人材をどのように養成し活かしていくのか，ということ
を十分に議論して定義づけることである。そのためには，まず，当該大学（学部等）に係るＦＤの在り方に
関する共通認識を持つように努め，それに基づき的確なFDer 像を描くことが必要である。
　殊に，大学設置基準第 14 条で「大学教授の資格」として，「次の各号のいずれかに該当し，かつ，大学に
おける教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする」と規定されているが，各
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大学では多様な学生に対し多様な教員が存在する中，組織的な教育改善・教育開発（ファカルティ・ディベ
ロップメント）を的確に展開できる方策を講じることが極めて重要である。

6　ＦＤの在り方に関する共通認識の必要性

６．１　改めて，ＦＤの在り方を考える
　前節において，リサーチ・クエスチョンとして掲げた事項（「①　FDer が担う役割，FDer に相応しい人
材像，FDer を活かす組織形態・組織文化」「②　FDer の必要性，FDer に必要な能力」「③　FDer の配置，
FDer の人数，FDer 養成に関する取り組み」）それぞれについての方向性を考察した。そこでは，当該大学（学
部等）にとって必要なFDer はどのような能力を有する人材であるのか，また，そうした人材をどのように
養成し活かしていくのか，ということを十分に議論して定義づけることが最も重要であるとし，そのために
は，まず，当該大学（学部等）に係るＦＤの在り方に関する共通認識を持つように努め，それに基づき的確
なFDer 像を描くことが必要であるとした。それでは，ＦＤの在り方に関する共通認識は，どのようにした
ら確立できるであろうか。
　寺﨑（2006：9-10）が「ＦＤは不明確なままに法制化される一方で，大学側の実施活動は拡大しつつある。
両者の曖昧な併存そのものが問題だと言うことができる。しかし，裏返して積極的に言えば，今後の実践に
よって，大学からの自発的・現場的発想によって，いかようにもつくり変えることができる活動でもある」
と述べているように，ＦＤの在り方は，その後の大学院設置基準並びに大学設置基準等による義務化を経て，
ＦＤ活動の実施は，各大学（学部等）において自主的な判断のもとで鋭意進められている。また，「大学か
らの自発的・現場的発想によって，いかようにもつくり変えることができる活動」という点に着目すると，
「学生による自由な発想により，ＦＤの中で学生が関心をもつ課題に対して主体的に取り組む活動」（木野，
2015：5）である “学生ＦＤ” と称される活動は，まさに「自発的・現場的発想」によって実質的に展開さ
れている好例といえる。さらに，木野が進めてきた “学生ＦＤ” で特筆すべきは「学生に求められるのは高
等教育の質保証やＦＤに関する高度な専門的知識や能力よりも授業や教育の改善と自らの成長を求める意思
と意欲である」（木野，2015：5）とすることである。
　本FDer 調査結果でもみられたように，また，先に引用した寺﨑（2006）においても指摘されているよう
に，教員，職員，そして，学生の三者の大学組織の構成員を組織的なＦＤ活動に “巻き込んで” いくことが
重要である。そうした過程を経て，当該大学（学部等）に対しＦＤの在り方に関する一定の共通認識を根づ
かせ，円滑な人間関係を保持できる豊かな人間性を有する人材がFDer となり「内発的な実践」を促してこ
そ，組織的かつ実効性あるＦＤ活動に対して大学組織の構成員各人が真摯に取り組むことができるようにな
るであろう。

６．２　組織的にＦＤの共通認識を持たせていくために─ FDer の組織的位置づけを考える─
　先にみたように，本 FDer 調査結果によると，FDer に相応しい人材像としてＦＤ委員会等の委員長（責
任者）ではなく委員（構成員）に求められており，将来を見据えた “動ける人材” を FDer に相応しい人材
としていると捉え養成することの必要性があることが分かった。そこで，本節では，そうした “動ける人材”
としての FDer が組織的にどのような位置づけで存在することが望ましいかについて，考えを進めてみたい。
　ＦＤを取り巻く問題には，3つの格差（「教員間におけるＦＤ格差」「大学間・地域間におけるＦＤ格差」
「ＦＤ担当者間におけるＦＤ格差」）（秦，2014：39）が存在している。秦（2014：40）は「各大学のＦＤ担
当者のＦＤに対する意識や，ＦＤに関する能力によるＦＤ浸透度」を示す「ＦＤ担当者間におけるＦＤ格差」
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に着目し表 8のようにまとめている。そして，関与意識と教育改善の関係について，「表の上段にある積極
的層Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの層が多ければ多いほど，学内でのＦＤ活動が活発に行われ，教育改善が円滑に行えて
いる大学ということになるが，反対にＥ，Ｆ，Ｇ，Ｈの層が多い大学は，ＦＤを効果的に進めることが困難
である」（秦，2014：40）と推察している。秦（2014）の提案には改善の余地があると思われるが８，それ
は本節の議論には直接的に影響がないので，表 8の図式を仮定して考察を進めることとする。

　2015 年 4 月の学校教育法及び同施行規則の一部改正以降，大学ガバナンスが強化される中，学長のリー
ダーシップを発揮させ，全学的な教学マネジメント体制を一層推進する状況においては，特に，積極的層で
あるＡ，Ｂが果たす役割は極めて大きいことが予期される。これまで，大規模な総合大学においては，ミク
ロ・レベル（個々の教員による授業・教授法開発）を中心にＦＤが捉えられ推進してきた傾向にあるが，真
に学長のリーダーシップの下における全学的なＦＤ活動から本学の各学部等における最適な状態を生み出す
ためには，マクロレベル（組織の教育環境・教育制度の開発）からミドルレベル（教務委員によるカリキュ
ラム・プログラム開発），ミクロレベル（個々の教員による授業・教授法開発）へと発展していくことが重
要である。ここで有用な人材として認められるのが，「ＦＤセンター教員等」あるいは「ＦＤ委員会委員等」
である。こうした職位にある教員を “動ける人材” 言い換えれば “キーパーソン” として据えながら，全体
最適思考とＦＤ推進に関する一定の専門性を有する職員との “教職協働” により，ミドル・アップダウン型
マネジメント（大嶽，2009：49 ; 孫福，2004：13）体制を構築することが望ましいといえよう。

おわりに

　本論では，昨今の大学教育の質的転換が求められている背景を概略的に捉えFDer の必要性が唱えられて
いることに鑑み，FDer に関する調査（日本大学内及び JPFF参加対象校）から 3つの調査課題（リサーチ・
クエスチョン）を設定して，調査結果を概観した。そして，その調査結果をもとに，今後の方向性と課題を
考察し，ＦＤの在り方に関する当該大学組織における共通認識の必要性とそれを示唆し浸透させることので
きるFDer の組織的な位置づけの在り様について論じた。
　FDer の在り方について，特に日大調査によって明らかになったことは，次のようにまとめることができ
よう。まず，組織的に活かすことを前提とした FDer は必要であるということである。そして，FDer は，
一定の専門性を有することを求めていながらも，当該大学（学部等）に対する情熱を有し，主体性を持って
ＦＤを推進していける実践的な人材であることを重視していることが分かった。すなわち，専門性や指導能
力などといったことよりも，学部教職員との円満な人間関係を持続的に構築できる人間性やどのような相手
でも対話することのできる姿勢を持つこと，さらには，自大学の実情を的確に把握し，説得力を持って必要
な取り組みを分別して企画し実行できる能力を必要としている，ということである。
　先行研究において十分に明らかにされていなかった FDer の実態を，本 FDer 調査（日大調査及び JPFF
調査）を通して分析・考察したことは，本論の目標を達成できたと考えられるだろう。しかし，全ての大学

表 8：ＦＤ担当者とその関与意識（秦，2014：40）

ＦＤセンター教員等
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において FDer が導入されているわけではないことを考えると，FDer の在り方に関する実態調査を継続的
に行い，大学教育の質的転換の実現に向けた更なる試みが必要である。FDer は，当該大学の組織的な教育
改善・改革を担い，推進役として重要な任を果たすために存在するが，「本来は，ＦＤをわざわざ行うとい
うよりも，ＦＤだと意識しないほどシステムに組み込まれ，自然と教育の質が高まっていくことが望ましい」
（里見，2014：62）ことから，本論でみたように，FDer には一定の専門性とともに，真摯な姿勢を持って
当該大学（学部等）を「よりよくしよう」とする意欲と情熱こそが，むしろ必要であろう。そして，意欲と
情熱を持った人材の活用を含めた大学組織の在り方を真摯に捉えることが，今後の研究課題として挙げられ
よう。

注

1. ファカルティ・ディベロッパー（FDer）については，いわゆる「学士課程答申」において，「ＦＤを担
当する専門スタッフ。集合研修の講師，個別教員に対する授業コンサルテーション，カリキュラム開
発等の業務を行う。教授・学習支援センター等の組織に所属している。教員の場合と職員の場合があり，
前者は授業を担当するがその科目数は一般教員に比較して少ない。後者は授業を担当せずに教育支援
の業務を行うが，修士号以上を持つ専門職として位置づけられている。FDer の持つ専門分野は教育学，
心理学，言語学，情報科学など様々である。諸外国では全国レベルでのFDer の専門職集団があること
も多く，事例共有や相互研修を通して，能力開発に取り組んでいる。」と用語解説がなされているが，
本論では，FDer 調査の実施に際する前提として，「大学等の教育改善を組織的に進める専門職として
のＦＤ担当者」「ＦＤ等の教育開発の企画・運営を担う実践的指導担当者」とFDer を定義している。

2. 全国私立大学ＦＤ連携フォーラム規約第 2条に「本フォーラムは，全国の中規模以上の私立大学が連
携して，ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）を推進することを目的とする。」と規定されている。
平成 27 年 9 月現在，本学を含め 34 大学が参加している。

3. 平成 27 年 5 月 1 日現在，77,124 人の学生（学部，通信教育部，短期大学部，短期大学部専攻科，大学院）
が在籍しており，また，7,327 人の専任教職員が在職している。

4. 平成 22 年 4 月に行われた日本大学本部事務組織改編により学務部教育推進課が新設され，ＦＤ推進セ
ンターの運営等を実質的に担うことのできる体制が整った。しかしながら，その後，5年の経過を経て，
平成 27 年 4 月に行われた日本大学本部事務組織改編により，学務部教育推進課が発展的解消となり，
既存の学務部学務課に統合された。

5. 「部科校」とは，日本大学が設置する大学院・学部・通信教育部・短期大学部・高等学校・中学校・小学校・
幼稚園及び専修学校を総称した呼称である。

6. 本学における FDer に関する調査研究の一環として，毎年，本学内で実施している「ＦＤ等教育開発・
改善活動に関する調査」で次のとおり確認されている。日本大学ＦＤ推進センター基本計画（中期計画）
に鑑み，例年実施している学内調査においても意識してFDer に関する質問項目を加えている。
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 【平成 25 年度・平成 26 年度 ＦＤ等教育開発・改善活動に関する調査（結果概要）】
 （1）ファカルティ・ディベロッパー（FDer）の養成

 （2） ファカルティ・ディベロッパー（FDer）の必要性，その役割及び必要な能力に関する自由記述（各
学部等のＦＤ委員会委員長等による意識調査）の概略（平成 26 年度調査結果（学部・通信教育部・
短期大学部））

 【必要性】
 ・ＦＤ活動において主導的な役割を果たし，実効的なＦＤ活動のために必要である。
 ・ FDer の養成方法は，大学単位・学部単位でワークショップ（ＷＳ）などを実施し，地道に FDer を

育成する。
 ・ 養成方法としては，ＦＤ委員会委員及び学務委員会委員が模範となりＦＤ活動を広めて，教員全体に

意識を持たせる。
 【役割・必要な能力】
 ・ 教育を改善するために求められる基礎知識，それを実践するためのワークショップを開催するノウハ

ウなどの実践的能力。
 ・ 他大学や他学部における参考となるＦＤ活動の現状を把握していること。
 ・教育に熱心な教員で信頼が厚い人物。
 ・透明性があり，迅速な決断力を持つ組織あるいは人である必要がある。
 ・授業に対する学生の反応を的確に見極め，教員の熱意や努力を公正に評価できること。
 ・ＦＤに関するより広く深い専門知識を有し，教育開発の企画・運営を指導する人材。
 ・教育を行う上で，悩んでいる教員の相談役としての役割。
 【設置形態】
 ・定義にあるFDer に必要な能力を一個人に求めるのではなく，補完する組織体制が重要。
 ・当面は，○学部に設置された「教育改善委員会」を中心とする。
 ・FDer は組織又は人に拘わらず，教育に従事している教員が行うことが望ましい。
 ・学部単独では難しいので，大学本部からの派遣などが必要。
 ・ ＦＤに関わる活動計画・内容の指針は教員が作成すべきであるが，FDer については，教員以外の専

門職として各キャンパスに配置する。
7. 質問 4a ～質問 dについては，（学部ごと，あるいは，大学ごとの）回答を一つのレコードとみなし，
SPSS® Text Analytics for Surveys を利用して，言語的特徴（品詞，係り受けなど）を考慮した上で，
回答を分類（カテゴリー化）した。ここでは，レコード数が 2つ以上のカテゴリーを主要な分類カテ
ゴリーと考え，回答に含まれる代表的表現を提示する。
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8. ＦＤをどのように捉えていくかによって，すなわち，ミクロレベル（個々の教員による授業・教授法
開発），ミドルレベル（教務委員によるカリキュラム・プログラム開発），マクロレベル（組織の教育
環境・教育制度の開発）といったように（国立教育政策研究所，2009：5），当該大学（学部等）がど
のようにＦＤを定義し具体的な方策を講じていくかによって変わってくる。
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日本大学通信教育部

1　本研究の目的・ねらい

　本稿は，日本大学理事長指定特別研究「日本大学における eラーニングの戦略的活用の研究」（2012 ～
2014 年度，研究代表：福田弥夫通信教育部長・法学部教授）の基礎調査にあたる全学アンケート及び国内
大学実地視察の結果についての報告である。
　日本大学は分散型キャンパスを有する国内最大級の総合大学であり，学部の他に大学院，付属校等の教育
機関を併せもつが，スケールの大きさゆえに連繋が困難であり，その人材と環境を十分に活用できていない
のではないかと問題視する見方もある。このスケールや距離をプラスに転じさせる方策は何か。学部間の連
繋という横の関係，あるいは付属校や大学院との連繋という縦の関係において，そのもち得る資源を有効活
用することは何によって可能となるのか。このような問題意識のもとに 2012（平成 24）年 4月，本研究グ
ループが組織された。
　研究グループでは，まず高大連携として抱える課題である「入学前教育」対象の eラーニング教材を作成
し，商学部への入学許可者を対象とする実証研究を行うこととした。これをパイロットプログラムとして，
以降は他学部への入学者へと対象を拡大すること，また学部教育用のコンテンツ作成をも構想していた１）。
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　本稿は，2012 ～ 2014 年の間に日本大学理事長特別研究として助成を受けた「日本大学における eラーニング
の戦略的活用の研究」の成果の一部である。同研究では，日本大学における全学的な eラーニング実施の可能性
を探るため，各学部・部科校へのアンケート調査及びヒアリングを行い，また試行用コンテンツ（eラーニング
教材）を作成して商学部を舞台にした付属高校生を対象とする「入学前教育」の実験を試みている。本報告は前
者（アンケート調査）に関する調査結果をまとめたものである。アンケート結果の分析においては，「全国調査」
の結果との比較考察を加えている。その「全国調査」のデータとしては，「文部科学省先導的大学改革推進委託
事業」の報告書と，すでに eラーニングを実施している他大学 10 校への「ヒアリング調査結果」の二つがある。
前者の調査項目を参照しながら比較可能なアンケート項目を作成し，その成果をもとに後者への聞き取り調査へ
と繋げていった。調査結果として，eラーニングの必要性については共有されているが，その実現のためには「不
安」の除去が必須となる。情報の共有，財源確保や作成補助・人員などの不安に対する支援，などにより環境を
整備する方向性を示すことが必要であると結論づけられる。
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　同年 7月よりスタートした本研究プロジェクトにおいて，入学前教育のパイロットプログラム作成ととも
に最初に取りかかったのが学内アンケートの実施である。アンケート作成に際しては，全国的に比較可能な
アンケート項目であること，その後の実地調査のヒアリング項目を抽出する予備調査とすること，また各学
部から次年度以降順次追加すべく研究協力者を見出す指標ともなることを目標としている。
　アンケートは 2012 年末に実施し，2013（平成 25）年 1月に回収して，第一次分析を行っている。続けて
実施した他大学へのヒアリングの結果についてもあわせて報告をさせていただくこととする。

2　アンケートの集計およびその分析結果

（1）アンケート項目の構成
　アンケート項目は，問 1【組織，eラーニング活用に関するビジョン，人材の確保，支援体制等について】，
問２【eラーニング活用実施状況について】，問 3【授業中，授業時間外の学習における ICTツールの利用
状況について】の三つの設問で構成されている。
　アンケート作成においては，全国的に比較可能な項目及び実地視察で確認すべき事項とを意識している。
eラーニングの活用は全国の大学・高等教育機関が共通に抱える課題であり，これまでも文部科学省先導的
大学改革推進委託事業として研究が積み重ねられてきている。アンケートの設問・項目を作成するために次
の 3点の報告書を参考にしている。新しいものから示せば，（a）『平成 21 年度・22 年度 文部科学省先導的
大学改革推進委託事業「ICT活用教育の推進に関する調査研究」』（放送大学学園，2011 年 3 月），（b）『2009
年度 ICT活用教育実態国内調査報告書』（放送大学学園，2010 年），（c）『「学習者等の視点に立った適切な
e-Learning の在り方に関する調査研究」報告書』（長岡科学技術大学＆独立法人メディア教育開発センター，
2007 年 3 月）となる２）。
　このうち，（c）は「IT活用教育に関する質保証」の観点から研究が進められ，海外の大学（米国・英国・
オーストラリア・韓国）の先導的な事例を取材し，日本での「質保証」３）の取り組みを確認するアンケート
が行われている。海外を含む先端的試みから課題を抽出し，それについて問うという意味では，本研究のア
ンケートとも共通するが，やや先へと進み過ぎているようにも感じられる。この時点でコース ･コンテンツ
やインストラクショナル・デザインの用語も駆使された設問があるが，本研究の全学アンケートではこれら
を「コース別」「カリキュラム別」「目的や対象（とする学生等）」となるべくシンプルに区分して作問して
いる（問２【eラーニング活用実施状況について】に含まれる）。また，コースデザインや実施上の課題と
なる本人認証（認証システム）についてはアンケートでは尋ねず，実施している学部（アンケートに続く追
跡調査）や他大学ヒアリングにおいて直接に質問をすることとした。
　先行調査（a）（b）は同一機関（放送大学学園）による報告書であるが，こちらでは，大学の組織的な取
り組みや実態，ICT教育（eラーニング含む）の実施形態や規模についてアンケート調査が行われている。
本研究グループのアンケート項目にも，問１【組織，eラーニング活用に関するビジョン，人材の確保，支
援体制等について】，問 3【授業中，授業時間外の学習における ICTツールの利用状況について】の設問事
項について多くを依拠することで，全国との比較を行うとともに，その視点をいかし「日本大学」各部科校
間の比較を行うこととした。問２は，本学が多数の独立型キャンパス・学部をもつという特徴を鑑みて，ど
のような形態，開講科目，どのような構想なら可能なのか４）を知るための設問である。このことについて
は日本大学における教学戦略委員会で議論されてきた各答申５）に記された課題としての全学共通教育，入
学前教育，導入教育，国際化への対応という視点に「戦略的」に応えることをも念頭に置いている。他大学
実地視察においても，これらの項目について聞き取り調査を実施している。
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　実際に作成・配布したアンケートは次の資料 1のとおりである。

資料 1
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　アンケートの対象は，学部として法学部，文理学部，経済学部，商学部，芸術学部，国際関係学部，理工
学部，生産工学部，工学部，医学部，歯学部，松戸歯学部，生物資源科学部，薬学部の 14 学部，これに通
信教育部を加え，さらに大学院の総合社会情報研究科，グローバル・ビジネス研究科，法務研究科，総合科
学研究科の各研究科を加えた合計 19 の部科校・機関に対して実施している（2012 年度の時点）。アンケー
トは，文書ベースで各部科校の教務課・事務課宛に郵送・依頼をし，対象部科校全校より回答を得た。
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（２）アンケートの結果

問１【組織，eラーニング活用に関するビジョン，人材の確保，支援体制等について】

　問 1では，eラーニング又は ICT活用教育について，各学部・組織レベルとしてどのように考えられて
いるのか，または実際にどのように取り組まれているのかについて尋ねている。eラーニング又は ICT活
用教育を進めるに際しては，組織のビジョン（共有される目標）として確定され，組織としての体制（機
関や人員，システム）が整備されることが必要となる。設問Ⅰ「eラーニング又は ICT活用教育を学部と
して重要と考えていますか」について，【①重要と考えている 】と答えたのは 8校，【ある程度考えている】
と答えたのは 10 校，【⑤わからない】が１校。【③あまり考えていない】【④全く考えていない】という否定
的な回答はなかった。eラーニング又は ICT活用教育を学部として，ある程度以上に重要であると受け止
められている［表 1］。

　しかし設問Ⅱで，組織的な取り組み，体制としてビジョン（アクションプラン）等に記されているかにつ
いては，【①書かれている】と答えたのは２校（国際関係・院総合社会），【②書かれていない】が 16 校と多
くの学部等で，まだ組織ぐるみで行動計画レベルとして明記されるまでには至っていない。【②書かれてい
ない】学部のうち，今後，eラーニング推進を組織のビジョンとして記述する予定はあるかとの問いに【②
記述を検討している】と回答したのは７校であった（文理・商・理工・生産工・松戸歯・生物資源・薬）。
　続いての設問Ⅲで，組織的な取り組み，体制として，「担当者」としての人材確保については【①学内専
任スタッフを配置している】ところはないが，【②学内兼任で行なう】と答えたのは 12 校，【③外部委託】
と答えたのが 3校である（1校（工学）が【②学内兼任で行なう】【③外部委託】の両方と回答している）。
すでに専門組織としてのセンターを持っている 4校については，文理（コンピュータセンター），生産工（コ
ンピュータ教育検討委員会），薬学（IT支援室）は兼任で，国際関係（情報教育センター）は外部委託と答
えている。

表 1：eラーニング又は ICT 活用教育を学部として重要と考えていますか？（2012 年度）

部　科　校

商・国際関係・理工・生産工・医・薬・通信・院総合社会

法・文理・経済・芸術・工・歯・松戸歯・生物資源・院ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・

院法務

なし

なし

院総合科学
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問２【eラーニング活用実施状況について】

　設問２（eラーニング活用実施状況について）では，実際にどのように eラーニングを活用した教育が実
施されているのかを調査している。現時点で【①実施している】と回答したのは 13 校，【③実施予定はある
がまだ準備中である】のが 1校と，多くの学部ですでに実施されていることになる［表 2］。

　どのレベルでの実施かについては，【①学部共通の組織】（6校）に対し，【③教員グループ】（2校），【④
教員個人】（6校）であった［表 3］。カリキュラム的には，【③総合科目】【④専門科目】（9校）の一部とし
て行なわれてはいるが，【①入学前教育】【⑤リメディアル教育】（1校）ではまだ少なく，【②導入教育】で
の試みはない［表 4］。

　以上の設問への回答のうち実施している部科校の事例をみると，DVD／ CD等を使った LL 型授業や，
インターネット・オンライン授業に取り組む教員や，教員グループがいるという例が多い。学部や学科の

表 2：eラーニングを活用した教育を実施していますか？（2012 年度）

表 3：eラーニングを活用した教育をどのレベルで行なっていますか？（2012 年度）

表 4：eラーニングを活用した教育をどのようなカリキュラムで行なっていますか？（2012 年度）

部　科　校

部　科　校

部　科　校
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カリキュラムとしてはいないが，科目を担当する教員の中に個人として「手法」として使われる事例が紹介
されている。そこでは，ハイブリッド手法（対面授業とのブレンド型）の授業を行なう事例もある［表 5］。
学部共通レベルで行われるものもあるが，まだ少ないというのが実状である。また，全体的に，社会人や留
学生を対象とするもの，公開講座の受講者を対象とする目的での eラーニングの事例はない［表 6］。

　以上のように，学部レベルで総合科目・専門科目について eラーニングを活用した教育が行われている部
科校（DVD／ CDの活用にとどまるものもある）と学部レベル（カリキュラム）としての実施はなく，教
員個人が手法として用いている例とに分けられ，前者に比して後者（教員個人レベル）が多くなっている。

表 5：eラーニングを活用した教育をどのような形態で行なっていますか？（2012 年度）

表 6：eラーニングを活用した教育の対象者は誰ですか？（2012 年度）

部　科　校

部　科　校
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問３【授業中，授業時間外の学習における ICT ツールの利用状況について】

　最後の設問（問 3）では，利用されているツールについて尋ねている（授業中・授業時間外の学習におけ
る ICTツールの利用状況について）。ツールの利用状況については，全国の大学（四年制）および私立大学
の回答（％）も加えて作図をしておく（放送大学学園：2010：49）。［表 7］

表 7：授業中・授業時間外の学習における ICT ツールの利用状況について（2012 年度）

（校）

部科校
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　利用目的については次のとおりである。全国における大学，私立大学の同調査の比率も示しておく（放送
大学学園：2010：51）。［表 8］

3　eラーニングの戦略的活用のために

（1）アンケートから読みとれること（全国調査との比較）
　アンケート結果をみると（問１で）「組織的」な取り組みや「支援体制」について「重要と考えている」「あ
る程度考えている」比率は高い。このように意識が高いのであれば，安心して待っていれば，いずれは取り
組みが進むと楽観的に考えていてよいのであろうか。
　ここで eラーニングに関する全国調査（a）（b）から読みとれる傾向について記しておきたい。問 1の設
問Ⅰについて全国的には，ポジティブに①②と答えているのは大学 90.8%，短期大学 78.4%，高等専門学校
98.2%となっている。高専のように設置数が少ないもの，設置形態が国立等であるほど率は高くなる。ちな
みに大学でも，国立大学は 100%に近く，公立 90.5%，私立大学 89.3%と差違がある。また，「大学」といっ
ても事務局レベルが代表しての回答（の数値）であり，4年制大学・学部研究科レベルの回答では 80.7%と

表 8：授業中・授業時間外の学習における ICT ツールの利用目的に当てはまるもの（2012 年度）

（校）

部科校
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なっている。大学事務局レベルでは関心が高いが，学部レベルではそこまでは高くないとも読みとれる。お
そらく日本大学で考えても本部事務局と各学部レベルでは同じような温度差が出てくるのではないか。学部
レベルでも，部内事務局と教学部門，教員とで意識の差がみられることも予想される。事務局レベルでの数
値をある種の理想論的なものとすれば，全学的試みとして達成させるためには，現実主義的に悩み，疑心暗
鬼を生じる現場を理解しての何らかの政策的・組織的な梃入れが必要となる。全国調査から示唆を得られる
こととすれば，具体的には教員への啓発と支援（理解と協力を得ること）が大事となってくると思われる（放
送大学学園：2010：6）。
　設問Ⅱ「ビジョン（アクションプラン）への記載」については，全国でみると①「書かれている」のは大
学 40.8%（以上は事務局，学部研究科 34.4%），短大 16.3%である。おそらく具体的に記載すると何らかの人
的・予算的措置に繋がると考えられ躊躇されているのではないか（放送大学学園：2010：7）。逆に言えばコ
ストが伴うことを理解して予算措置を組める体制が必須となる。日本大学についても「書くことへの躊躇」「予
算としての心配」が反映されたものだとすれば，それらの障壁を取り除く政策や運び方が重要になってくる。
　同様に，設問Ⅲで人材確保について尋ねているが，専任スタッフを配置している大学は 24.4%と低く，人
的条件もこの当時ではまだ不十分といえよう。しかし一方で実施はされているのであるから，初めから専任
スタッフを置くことが必須の条件というわけでもない（「No」の理由にはならない）ということでもある。
　また問 3（表 7）をみても，パーセンテージの高いものは全国的傾向と共通し，パワーポイント等の単純
なツールの活用にとどまり，ストリーミング（動画）やテレビ会議システム，あるいは LMSの十分な活用
にまでは至っていない。これらについても予算や組織的取り組みの困難から忌避されるという共通性が予想
される。
　以上，全国調査と対照することにより見出すことのできた eラーニング戦略活用をデザインする際に留
意すべき事項をいくつか提示してみた。日本大学の現状としては，問 2「eラーニングを活用した教育を実
施」しているとはいっても，その多くは教員個人や教員集団が行なっているものであり，またDVD機材等
の活用やその他の形態となっている。このような「パッケージ系」ともいうべき，音声，映像，文字型デー
タからなる情報をCD-ROMなどで提供する形式は，経費の面も比較的に安価となる。ただし一方向のメデ
ィアであり，応答が即時性に欠けるという限界がある。本研究グループが構想するのは，この「パッケージ
系」という従来のものではなく，「通信メディア系」ともいうべき，高速，大容量の通信ネットワークの整
備を前提とし，離れた場所にいる学習者と教授者，あるいは学習者同士を（リアルタイム，あるいは非同期
で）結ぶシステムである。遠隔講義（サテライト），インターネットを用いた指導，テレビ会議などがあるが，
インターネットを別にすれば大きな資金を必要とするシステムであるために忌避されている面もあって，「思
ったほど進んでいない」という実状となっているのではないか（岩永 1998：302-303）。

（2）ヒアリング調査の結果と比較して（今後の課題）
　次に，個別の大学（数校）を対象に行ったヒアリング調査の結果から，日本大学における eラーニングの
戦略的活用に関する課題を見出し，総括しておきたい。2013 年 2 月～ 3月にかけて，青山学院大学，神奈
川大学，京都産業大学，京都造形芸術大学，京都橘大学，近畿大学，東海大学，佛教大学，立命館大学，同
年 10 月に早稲田大学の計 10 大学を対象にヒアリング調査を実施した６）。［表 9］冒頭の設問にあるように
「eラーニングを活用した教育」をすでに実施していることを前提に取材先として設定している。
　2問目（問 2－Ⅰ－ 2に対応）にあるように，その内容は，③総合教育科目で実施している例が 7校と最
多であり，以下は 5校が①入学前教育，4校が②導入教育，④専門教育科目，⑥その他（資格目的で実施）
と続き，⑤リメディアル教育については 3校であった。複数の目的で実施している大学も多いが，それらは
学生数の多い大規模大学であることが多い。例えば J大学・I 大学・A大学は学生数が多いが，3問目（問
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２－Ⅰ－３に対応）でも「インターネットを活用した eラーニング」と「対面授業とのハイブリッド授業」
の両方が行われているし，4問目（問１－Ⅳに対応）でも J大学とA大学については専門組織（センター）
が設置されている。

　日本大学全学調査のデータと比較すると，問 2－Ⅰ「eラーニングの実施」については全学の内 13 部科
校が実施していたが，十分な組織的取り組みではなかった。問 2－Ⅰ－ 2「カリキュラムレベル」でいえば，
①入学前教育は 1件，②導入教育はゼロ，③総合教育科目が 9件，④専門教育科目も 9件，⑤リメディアル
教育は 1件，⑥その他はゼロであった。他大学（A，J，I，F大学）のように複数の種類で開講されている
のは最大で 2種類であり，ほぼ③総合教育科目・④専門教育科目に固まっていた。3種以上を開講している
例はない。そもそも，その実施形態も一部教員や教員集団の試みに留まるという限界があり，機関として組
織的に実施している事例は少ない。その中でも，工学部は①入学前と⑤リメディアル教育での実施のみとい
う限定があり，通信教育部と大学院総合社会情報研究科は「通信教育課程」による教育を推進するという事
情７）からであった。そのような実状であるから，問 2－Ⅰ－ 3についても①インターネットでの eラーニ
ングが 5件，②ブレンド形態の授業が 3件であり，両者ともに行っている部課校もなかった。
　［表 10］は，全学アンケートの設問以外の項目であるが，eラーニング実施上の具体的な問題点について
ヒアリングを行った結果を簡略にまとめておいた。Ｂ大学・Ｊ大学については設問で回答のない部分が多か

表 9：eラーニングを活用した教育の実施，内容，手法，その組織について

表 10：実施における具体的な問題点について（ヒアリング）

eラーニング又はICT活用教育のための専
門知識（センター等）を設置しているか。

eラーニングシステムと事務系基幹システ
ム（成績、財務会計等）は連携しているか。

施設有り。
収録は職
員。作成は
業務委託

商用LMS、
一部で
Moodle

商用LMS、
一部で
Moodle

Blackboard Blackboard
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ったため，ここでは割愛している。
　設問 1 つめは「サーバー」設置についてであるが，この 8 校については「学内のみ」という回答はな
く，両方か学外にと回答が集まっている。以下の設問「システム」や「ＬＭＳ」（Learning Management 
System）に関連し，また開講規模，コンテンツ数，受講者数といったものに左右されると思われるが，日
本最大規模の大学である日本大学（大規模大学レベルの学部も存在する）で行う場合にもこの設置場所や仕
組みは重要な問題となる。また，eラーニングの学習システム（コンテンツの置き場）と事務系基幹システ
ムとの連携については必ずしも一定していない。「一部連携」や「認証のみ」の答があるように，学生ポー
タルサイトなどが大学ホームページからログインできるとしても，そこから別のシステムに飛ばす（リンク
する）形式でさらにログインできればよいと考えられているようである。そのＬＭＳについては，Moodle
や Blackboard など海外製のもので実績のあるものも多いが，カスタマイズしたものとそれらを併用する例
もみられる。
　取材してみて意外に感じられたことであるが，コンテンツの作成は「外部」（業務委託）にまかせ，また
国際的に相互性をもつ SCORM８）対応やタブレット端末等への対応も，「先進的な大学」の評価にもかかわ
らず，この時点ではまだ進んでいなかった。最後の設問である「評価」の仕組みについても，そう厳格では
ないとも思えるが，近年においては認証と評価について大学に求められるハードルは上がり，対応が求めら
れるようになってきている。
　この取材先には京都の大学も数校含まれているが，同地では「大学コンソーシアム」が組まれており，大
学間での相互の単位互換性が保障される授業が用意されている。その中には eラーニングで履修できる仕組
みもある（e京都ラーニング）９）。当該システムは学外組織としてのコンソーシアム京都本部にサーバーが
設置され，Moodle をＬＭＳとして運営されている。日本大学の全学的規模は，おそらくこのコンソーシア
ムレベルに匹敵するとも考えられるが，同レベルで実施される場合は本部なりセンター的機関なりにサーバ
ーが設置され，共通のプラットフォームがつくられ，学則などで基準を明記され，制作側と機関の人員，教
員，あるいは学生まで加えての評価システムづくりも必要となってくるのではないか。

おわりに　eラーニングの活用に向けて

　アンケート調査の結果は本稿の各所（特に 3）でまとめてあるのでここで重ねて論じることは避けたい。
もちろんアンケート項目への回答について，理解や認識の違いで誤差が生じることもあり得ることは理解し
ている。しかし，学内アンケートの有用さは，個別に照会（確認）をできることにもある。本調査でも人員
を見出し，翌年度以降にコンテンツ開発等で加わっていただく形で活かすことができた。各学部ごと，各授
業・教員個々に行われてきた取り組みが中心であったが，これを全体の見通し（戦略）をもって統一的なも
のとして活用していくことが望まれる。そのための第一次調査が本稿に当たる。
　全国調査の数値やヒアリング調査からは，他大学も「思ったほど先んじてはいない」ことがわかる。
　この（思ったよりも）“進まない理由 ”についての議論はおそらく有意義ではない。それは，「伝統的な価
値観に縛られた古くさい大学教員が変われないため」というイメージが語られることが多いと予測できるか
らである。「本当に進むべき方向なのか」という問いの可能性も否定できない。例えば，進められていく教
育制度改革について広田照幸は「Xという機能を充足するためには，（外国で採用されている）Aという手
法が必要だ」という議論は特定の（ネオリベラルな）イデオロギーからの言説であり，「それぞれの社会や
組織の文脈の違いをふまえない借用や模倣は問題を生む」（広田，2013：49-50）と指摘する。また佐伯胖も「短
期的な視野を中長期的に拡大」することで，現在のグローバリゼーションにより求められる変化を「必然で
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はないということを，再確認し，それ以外の選択肢を考察すること」（佐伯 2013：40）の重要さについて論
じている。
　そうであるとすれば，「グローバル化が進んでいるから」「高度情報化の社会であるから」（外国で採用さ
れている）「eラーニングを導入」というのも短絡的であり，競争や革新を求めるイデオロギーがその背景
にあるともいえようか。もちろん「他大学や国際的にも常識であるから，eラーニングを導入する」という
のも現状や組織，あるいは「大学とは何であるのか」という問いを外した愚行と評価されるかもしれない。
そのため，本研究グループではまず全体の調査と，他大学における実施状況や問題点を把握することから慎
重に議論を始めている。「進めること」ありきではなく，そのものを理解し，位置づけていくことからスタ
ートし，また実現のためにどのように周囲の理解・協力を得ていくかを重大な課題と考えている。
　しかし，その議論の難しさもある。「全てが eラーニングに取って代わる」ことにはならないし，そもそ
も求められていない。「どこか」（何かの科目）が eラーニングに変わることから始まり，最終的にも「すべ
て」が変わる必要はない。これは変化としては限定的であるが，「部分的」なるがゆえの難しさもあるので
はないかと筆者は考えている。
　今回の調査結果でも工学系・機械系・情報系あるいは海外校勤務経験をもつ教員などの「個人」からその
実践が始まっている事例が多い。ここで分野や専門性，向き不向き等の個人差も表れるが，そもそも個人的
な試みであるレベルならば「他人事」としておさまる。しかし，「個人の試行」ではなく，大学の授業とし
ての認証が求められる。次には「どこか」（何かの科目）についての議論が進むことになる。そのとき，例
えば「日本の語学力が低いとされるから “ 大学の外国語教育 ” を立て直す」という議論や，「教養教育を充
実させるために再構成を」という意見が強く出されることも予想される。このような提案があったと仮定し
たとき，この議論の中には実はネオリベラル的な考え方や財務縮減の方向性と，“ アカデミック ” 側が自身
を防御する意味での保守的構想とが同居可能ともなる。しかし，それを「どこか」の領域にのみ押しつけ，
無関心となるのだとすれば，専門性，学部の専門科目の重視という思考から，それ以外を「周辺科目」とみ
ることも「伝統的な価値観に縛られた古くさい大学」スタイルが「変われない」ことになってしまわないだ
ろうか。
　それでは何ができるのか。何をするべきなのか。ここではできるかぎり単純化・短絡的にしないための丁
寧な議論が必要になってくる。つまり「全学的」にとは言っても，それは一手法として限定されたものをと
なるのだが，それに関心を集め，協議し，できるかぎり全体的に理解を得られることを「理想」とした学部
間での持続的な対話が必要となる。なぜならば，もしも自身が eラーニング授業の担当とならなくとも，同
じ大学内で他者によりそれが行われ，それにより学ぶ学生がいることを理解しておくことが前提となり，そ
こには自身の授業との相対化すらも求められるようになると考えているからである。
　90 年代の議論ですでに指摘されているように，情報技術が「ユーザー中心主義」から「学習者中心主義」
へ大きく転回してきているのだとすれば（佐伯 1998：22），議論はこの eラーニングという情報技術を使う
ことが，学生にとってどのような「学び」となるのかが重要になる。どのような学習成果をもたらすために，
コンテンツや仕組みをつくるのか。それはどういったケースの，どういった学生を対象として設定するのか。
それは学習方法や単位修得の一方法とだけ考えるのか。学生の「学び」のために大学はある。その「学び」
に新しいツールを付加することでどうなるのか。大学として戦略的に活用していくとする際には，全体の「大
学」存在論と専門性（学部の独自性），教育方針（ポリシー），履修科目のバランスなど，あわせて考えるべ
き課題（議論のタネ）は山積されている。

日本大学FD研究　第4号　57－71　2016

─ 69 ─



注記

（1） パイロットプログラムとして英語科TOEIC 教材を作成し，2014 年商学部入学予定者を対象にして，そ
のスコア比較の実証実験を行った。また 2015 年入学者対象用に政治経済の基礎知識，数学，TOEIC の
コンテンツを作成し，商学部に加えて法学部，国際関係学部，通信教育部でも同プログラムの試験的導
入を試みた。

（2） 日本大学通信教育部が中心となって，平成 17・18 年度文部科学省「先導的大学改革推進委託」調査研
究報告書「今後の「大学像」の在り方に関する調査研究　─メディアを利用して行う授業・通信教育の
在り方─」についてが 2007 年 3 月に編まれている。ここでは主に海外の遠隔授業の試みに関する実地
調査が報告されている。

（3） e ラーニングにおける質保証については，川原洋「遠隔教育における単位認定のための個人認証」『メ
ディア教育研究』第 7巻第１号　2010 年，西村昭治「e-Learning における質保証─早稲田大学人間科
学部 eスクールの取組」『メディア教育研究』第 3巻第 2号　2007 年，等の実践に基づく研究からも示
唆を得ている。

（4） コースや目的別・対象別の編成については，秋光淳生「放送大学における遠隔研究指導」及び，藤井康
寿・栗本奈生子「新入生の自己啓発や交流の場を与える ICT活用の実践」『メディア教育研究』第 7巻
第 1号　2010 年，酒井志延「英語教育における自律した学習者養成と ICT」及び，川西雪也・新井野
洋一・湯川治敏・小松川浩「e-Learning を活用した入学前教育に関する実証研究」『メディア教育研究』
第 5巻第 1号　2008 年，等がある。秋光の論考は科目履修生や大学院修士課程学生を含み，藤井・栗
本論文は新入生，川西・新井野（他）は入学前教育を “対象” とするものである。

（5）日本大学における教学戦略については下記ＵＲＬ「N. グランドデザイン」の項を参照。
　　http://www.nihon-u.ac.jp/about_nu/policy/education_strategy/vision/
（6） ヒアリング調査は，本学事務職員，大嶽龍一（日本大学本部学務部），田伏正和（国際関係学部），藤田

隆（通信教育部）および教員，福田弥夫（研究代表），関根二三夫（通信教育部教授），古賀（筆者）が
チームを組み実施した。

（7） 通信教育課程では「スクーリング（面接授業）」が卒業単位中の 30 単位と義務づけられている。1998（平
成 10）年 3月までは面接授業の代替として「放送授業」が 10 単位まで認められていたが，この 3月か
ら 2001（平成 13）年 3月まで「同時かつ双方向」の「メディア授業」で 10 単位まで取得可能となった。
2001 年 3 月からは「インターネットを介するメディア授業」で 30 単位の面接授業に代替可となり，単
位のすべてをスクーリングなしで修得することも可能となってきたという動きがある。ICT活用の進
化への対応が最も求められた分野でもあり，日本大学通信教育部では「メディア授業」，大学院ではテ
レビ会議システムを使った「サイバーゼミ」が開講されている。

（8） SCORM（Shareable Content Object）はコンテンツの国際標準規格であり，コンテンツの移植性を課
題とする考えから重視されている。

（9） 「e 京都ラーニング」（「いーことラーニング」と読む）は公益財団法人 大学コンソーシアム京都の中に，
京都産業大学が中心となって設置された eラーニングシステムである。2008（平成 20）年文部科学省
戦略的大学連携事業として資金の支援を受け，7法人，10 大学・短期大学が連携して参加している。
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日本大学医学部医学教育企画・推進室

背　　景

　対話型ジャーナル・ライティング（Dialogue Journal Writing; 以下，DJWと記す）は，Peyton（1990）
によると「学生の言語能力，授業内容に対する理解，ライティングによるコミュニケーション能力の向上を
目的に，教員と学生との間で交わされるライティングによるやりとりの一種」と定義され，さまざまな種
類の，さまざまなレベルにおける学びを促進すると考えられている。筆者は，2014 年 10 月から 10 ヶ月間，
医学部 2年次の医学英語の授業において，最終成績には影響を与えない課外活動として英語によるDJWを
導入した。課外活動に参加するか否かは学生の自由意志に任せたところ，2年次学生 140 名中 12 名が参加
した。筆者がDJWの導入を決めた当初の目的は，学生が英語を書く機会を増やすことと，学生との信頼関
係を構築することであった。学生がDJWに書いた内容を読み，それに対する返事を書くなかで，筆者は，
DJWが当初の目的の達成に十分に資する教育活動であるという実感をもつに至った。そこで，将来的に
DJWを正規の授業内活動として定着させる方法を模索するために，学生が書いたDJWの内容を分析した
ところ，DJWには筆者が当初想定していた以外の効果，具体的にはプロフェッショナリズム教育の端緒と
なり得る可能性，があるとの気づきがあった。そこで，本稿では，特に積極的にDJWに参加した学生 1名
の全DJWの内容をプロフェッショナリズム教育の観点から検討し，再分析を行った。また，当該学生にイ
ンタビューを行い，筆者による彼のDJWに関する分析や解釈が正確かを確認し，必要に応じて追加の情報

高橋　良子

　学習者と教師との間でやりとりされる対話型ジャーナル・ライティング（Dialogue Journal Writing; DJW）は，
さまざまな種類の，さまざまなレベルにおける学びを促進すると考えられている。筆者は，2014 年 10 月から 10
ヶ月間に渡り，医学部 2年次の医学英語の授業において，最終成績には影響を与えない課外活動として英語によ
る対話型ジャーナル・ライティングを導入した。本稿では，特に積極的にジャーナル・ライティングを行った学
生 1名の全ジャーナルの内容を医療におけるプロフェッショナリズム教育の観点から考察を行った。また，当該
学生にインタビューを行い，筆者による彼のジャーナルに関する解釈が正確かを確認し，必要に応じて追加の情
報を取得した。本稿は，当該学生が対話型ジャーナル・ライティングを行うことにより，医療におけるプロフェ
ッショナリズムに関する気づきを得る過程を詳細に記述し，明らかにすることを目的とする。

　キーワード： 医療におけるプロフェッショナリズム，プロフェッショナリズム教育，医学英語教育，
対話型ジャーナル・ライティング
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を取得した。
　医療におけるプロフェッショナリズムの定義については諸説あるが，例えば Stern（2006）は，臨床能力
（医学的知識・スキル），コミュニケーションスキル，倫理的理解および法的理解という「3段階の基礎」の
上に立つ，「神殿の 4本柱」（卓越性，ヒューマニズム，説明責任，利他主義）としてプロフェッショナリ
ズムを説明している。医学教育におけるプロフェッショナリズム教育の重要性についてはまずアメリカで
これが注目され，Shrank et al.（2004）によると，American Board of Internal Medicine が 1990 年に The 
Elements of Professionalism を提唱し，これが，医学教育におけるプロフェッショナリズム教育の方向付け
となった。その後，日本の医学教育においてもプロフェッショナリズム教育の必要性が広く認知され，朝比
奈ら（2012），朝比奈（2013），大西ら（2008），後藤ら（2009a），後藤ら（2009b）等に見られるように，全
国の医学部で工夫を凝らしたプロフェッショナリズム教育が試みられてはいるものの，後藤ら（2009a）は
未だ日本の医学教育会ではプロフェッショナリズム教育の明確な目標が共有されていないことを指摘してい
る。また，大西ら（2008）は，たとえプロフェッショナリズム教育の目標を立て，教育方法を明確化し，評
価方法を計画した場合でも，プロフェッショナリズム教育においては教育者側が意図したカリキュラムと学
習者が学び取る内容にはズレが生じやすいとして，プロフェッショナリズム教育の難しさを指摘している。
　前述したように，本稿で取り扱うDJWは本来，プロフェッショナリズム教育を意図した教育活動ではな
かった。しかし，そのような意図がなかったにもかかわらず，またはなかったからこそ，DJWは参加した
学生が自発的に医療におけるプロフェッショナリズムについて気づきを持つきっかけとなった可能性があ
る。本稿は，その過程を詳細に記述し，明らかにすることを目的とする。

研究の目的

　医学部において，ある 2年次学生が，医学英語の授業の課外活動として導入された英語DJWに参加する
ことにより，医療におけるプロフェッショナリズムについて気づきを得る過程を詳細に記述し，明らかにす
ることである。

対　　象

　2014 年度に医学部の 2年次学生であった男子学生Aである。DJWを書き始めた当時，学生Aは 20 歳で
あった。医学英語の授業の課外活動として導入されたDJWに自主的に参加した 12 名の学生の中で学生A
に焦点を合わせた理由は，学生Aがもっとも積極的にDJWに取り組んだからである。DJW研究においては，
DJWに 1日に書き込んだ記述を「エントリー」と呼ぶが，学生Aは 10 ヶ月間で 60 のエントリーを書いた。
60 のエントリー，語数にして合計 11057 語を自らDJWに書き込んだ過程で，学生Aは，教員でありDJW
のパートナーでもあった筆者に強制されたからではなく，自発的に選んだトピック（医療におけるプロフェ
ッショナリズム）について，自由に自己の考えや意見を記述したものと評価した。
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方　　法

・データ収集
　収集したデータは，①学生AによるDJWのエントリーと，②学生Aに対するインタビューの 2種類であ
る。
　まず，データ①である学生Aによる DJWのエントリーは Google ドキュメントを利用して収集した。
Google ドキュメントは，コンピューター，携帯電話，タブレット等を使用し，オンラインでドキュメント
を作成，編集できるGoogle の無料サービスである。DJWを課外活動として導入するにあたり，筆者は，筆
者が担当する医学英語の授業を履修していた 2年次学生の一人一人のために Google ドキュメントを作成し
た。作成されたGoogle ドキュメントは，それぞれの学生と筆者とのみによって共有された。Google ドキュ
メント上でなされた編集はドキュメントの共有者と瞬時に共有されるため，Google ドキュメントを使用す
ることにより，学生と筆者はメール等を利用することなく，容易にDJWを共有することが可能となった。
　なお，課外活動としてのDJWの導入に際し，筆者が学生に説明したDJWのルールは以下のとおりであ
る。（1）DJWは医学英語の授業の課外活動であり，参加は自由である。参加してもしなくても，医学英語
の授業の最終成績に影響は一切ない。（2）DJWは英語で書かなければならない（ただし，英語でどう表現
してよいかわからない言葉は日本語のまま残しておいてもよい）。（3）DJWはいつ，何を書いてもよい。（4）
DJWを書く際は，文法や語彙よりも内容に焦点を合わせる。（5）教員は可能なかぎり速やかに共有された
エントリーに返事を書く。（6）DJWの内容は，許可なく教員以外と共有されることはない。これらのルー
ルを定めるにあたっては，Peyton（1990）や Yoshihara（2008）を参考にした。
　学生Aは 2014 年 10 月から 10 ヶ月間で 60 のエントリーを Google ドキュメント上で筆者と共有した。こ
のすべてのエントリーがデータ①である。
　データ②となった学生Aに対するインタビューは，2015 年 8 月に医学部の筆者のオフィスで行われた。
インタビュー中，学生Aと筆者は日本語で会話した。インタビューの内容は主に，筆者によるデータ①の
解釈が学生Aから見ても妥当なものであるか否かの確認である。また，必用に応じてデータ①の内容につ
いて補足の説明を依頼した。インタビューは学生Aの許可を得て録音され，筆者によって書き起こされた。

・筆者の立場
　筆者は，2014 年 4 月現在，医学部で医学英語を担当する英語教員である。筆者には医学を学んだ背景はな
い。

・分析方法
　データ①である学生AによるDJWのエントリーの内容を詳細に読み込み，Stern（2006）を参考に，医
療におけるプロフェッショナリズムに関係していると評価できる意味のまとまりを抽出したうえで，「臨床
能力（医学的知識・スキル）」，「コミュニケーション・スキル」，「倫理的理解および法的理解」，「卓越性」，「ヒ
ューマニズム」，「説明責任」，「利他主義」7種類のラベル付けを行い，分類した。エントリー内容を理解し，
解釈するにあたっては，データ②である学生Aに対するインタビューの内容も参考にした。
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結　　果

　学生Aは，英語DJWを書く過程で，医療におけるプロフェッショナリズムのさまざまな側面について
の気づきを得た。以下，Stern（2006）による医療におけるプロフェッショナリズムの定義に従って，学生
Aによるプロフェッショナリズムについての気づきと評価することができるエントリーを紹介する。なお，
以下に紹介する学生Aのエントリーは筆者が日本語に訳し，内容を理解しやすいよう必要に応じて一部表
現を追加したものである。筆者による日本語訳と追加部分は，学生Aによるチェックを経た。学生Aが
DJWに書き込んだ英語によるオリジナルのエントリーは，筆者が手を加えることなく書かれたとおりに「資
料」に掲載した。

・臨床能力（医学的知識・スキル）
　学生Aは未だ学生であるため現時点で高い臨床能力を持っているわけではない。しかし，学生Aのエン
トリーには，将来医師として高い臨床能力を得たいという強いこだわりが見て取れた。エントリー 1は，学
生Aが 3年次に進級し，生きた人間である同級生に実際に針を刺して行う採血実習を初めて経験した直後
に書かれたエントリーである。学生Aの臨床能力（スキル）に対する思い入れが読み取れる。
　エントリー１： 採血実習では，恥ずかしい思いをしたし，後悔が残った。友達は皆 1回で採血に成功した

のに，僕は 3回も友達に針を刺してしまったにもかかわらず失敗してしまった。皆が簡単
にできることを，なぜ僕はできないのかと思い，自信がなくなってしまった。もちろん
この経験のせいでネガティブな気持ちになってはならないと思うが，この経験をすぐに忘
れることはできないだろう。しかし，この経験に立ち向かい，失敗から学んでよい医師に
ならなければならない。（2015 年 3 月 31 日）

　エントリー２は，高い臨床能力（医学的知識）に関するものである。
　エントリー２： 昨日，いいニュースがあった。循環器と呼吸器の試験でいい点数が取れた。どちらの試験

も，特に循環器の試験は難しくて落としてしまったかと思っていたので，少し嬉しかった。
実は，去年，免疫の試験を落としてしまったので，自信がなかった。試験を落としたとき，
後悔して，二度と試験を落とさないと決めた。自分がすごいと先生に威張りたいわけでは
なくて，失敗が自分を強くしてくれたと言いたい。（2015 年 1 月 17 日）

　エントリー２では医学的知識を習得することが，試験において高得点を得ることと同一視されているきら
いはあるが，学生Aの医学生として，また将来の医師としてのプロフェッショナリズムが表出している。

・コミュニケーション・スキル
　学生Aは，使用言語にかかわらず自己のコミュニケーション・スキルを非常に低く評価していた。それ
に加え，将来医師になったときにはコミュニケーション・スキルが重要であるという認識を明確に持ってお
り，コミュニケーション・スキルについて書かれたエントリーが数多く存在した。エントリー３は，医学生
としての勉強が多忙であるにもかかわらずクラブに所属し，クラブ活動に長時間を割いているように見える
学生Aに筆者がその理由を尋ねたエントリーに対する応答である。
　エントリー３： しかし，少なくとも日本においてクラブ活動は重要であると思う。（中略）クラブ活動は

年上のさまざまな人たちと関係を持つ機会である。クラブ活動以外の場所でそのような機
会を得ることは難しい。年上の人たちとコミュニケーションする練習をしておくと，医師
になったときに役立つと思う。（2014 年 10 月 28 日）
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　学生Aは，2年次終了時に，英語を話す模擬患者が参加した英語医療面接実技試験を受けた。医療面接
とはいわゆる問診のことであり，この試験において，学生たちは初めて会う英語が堪能な模擬患者（多くは
外国人）に対し，英語で問診を行わなければならなかった。学生Aはその試験でうまくできなかったと思い，
試験直後にエントリー４を書いた。
　エントリー４： 私はコミュニケーションがうまくできないが，失敗することによってのみ自分のコミュニ

ケーション能力を向上させることができると思う。「僕はなんて駄目なんだろう！」ばか
り書いてごめんなさい。でも，失敗を分析して書くことによって覚えていることが必要だ
と思う。今日のことを忘れない。（2015 年 1 月 17 日）

・倫理的理解および法的理解
　学生Aは倫理的理解および法的理解に関するエントリーも複数書いている。エントリー５は，筆者が法
学部出身であるとDJWに書いたことに対する返答である。
　エントリー５： 法律は医学と深く関係していると思う。なぜなら，医師は法律に基づいて治療したり薬を

処方したりしなければならないからだ。しかし，法律が重要だとか重要でないとかを簡単
に決めつけることは難しいと思う。法律が厳しすぎると，それは医師を縛ることになり，
医師は患者の幸せを第一に考えることができなくなる。しかし，法の縛りが緩すぎるのも
危険である。悪徳な医師が患者のためでなく金儲けのために治療計画を立てる可能性があ
るからである。法律と医学の関係がどのようなものであるべきかは難しい問題だが，医学
生は法律をしっかり学ばなければならないと思う。（2015 年 3 月 17 日）

　エントリー５では，法律を学び，理解することの重要性について述べられているだけでなく，「医師は患
者の幸せを第一に考えるべきである」，「金儲けのために治療する医師は悪徳医師である」といった医師とし
ての倫理観やヒューマニズムにもつながる叙述が見られる。

・ヒューマニズム
　エントリー６は，動物実験に関するものであり，学生Aのヒューマニズムの芽生えが見て取れる。
　エントリー６： ところで，金曜日には実験をした。生理学に関する実験で，１フィートもある大きなカエ

ルを使った。ショックなことに，実験中，僕たちのグループはカエルを 6匹も殺してしま
った。こんなことは二度としたくない。しかし，医師になるということがどれほど厳しい
ことかを学ぶいい経験になった。（2015 年 4 月 11 日）

　エントリー６についてインタビューで尋ねた筆者に対し，学生Aは，「あれ（カッコの中は筆者注：動物
実験）はきつくて。本当にきつくて。（一緒に実験を行った）グループには何人かいたんですけど，なぜか
僕がカエルを殺す役みたいになっちゃって。（実験が）終わったあと，何か言わなきゃいけない，考えなき
ゃいけない気持ちになって，でも誰にも言えなくて。DJWがあったから（実験について書けて）よかった。
でも，すごい時間かけたのに全然うまく書けなくて。「いい経験になった」とか，そんなんじゃないことは
わかってるんです。でも，これ（エントリー６）以上はどうしても書けなかった」と答えている。
　学生AはDJWに書き込むことによって多くの動物を殺さなければならなかった罪悪感を緩和することが
できた。しかし，実際に書いてみると，エントリー６の内容が自分の経験に比較して浅薄だと感じられ，そ
こから医師になることの意味をより深く考え始めたと評価することができるであろう。

・利他主義
　エントリー７は，学生Aの利他主義に対する意識を表している。
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　エントリー７： 患者さんを幸せにできる自信がない。（2015 年 3 月 17 日）
　「患者を幸せにする自信がない」ということは，逆に言えば学生Aの中にはすでに「医師は患者を幸せに
しなければいけない」という利他主義の芽生えが宿っていると言える。学生Aの利他主義的考え方はほか
にも，エントリー５の「医師は患者の幸せを第一に考えるべきである」，「金儲けのために治療する医師は悪
徳医師である」といった内容にも反映されている。

考　　察

　ここでは，医療におけるプロフェッショナリズム教育およびDJWに関連する先行研究に依りながら，学
生AがDJWを通して医療におけるプロフェッショナリズムについての気づきを得ることが可能であった理
由について考察する。

・ナラティヴの効果
　DJWに書かれる文章は，Morroy（1985）によると，ナラティヴ，つまり物語性をもつ。教員がトピック
を限定するのではなく，学生が自由にトピックを選択してよいとされていることに加え，レポートのように
提出の締切が設定されているわけでもない。その結果，学生は自分が語りたい物語を語りたいように語るこ
とができる。そして多くの場合，学生が語りたい物語とは，彼らにとって身近でありつつも何らかの意味で
重要であると彼らが感じていることである。たとえば，学生Aもクラブ活動や授業の内容，友人とのやり
とりなど日々経験していることについて物語ることがほとんどであった。そして，その物語に自らが付与し
た意味をも同時に語るため，概念としての抽象的なプロフェッショナリズムではなく，具体的な経験からプ
ロフェッショナリズムへと昇華する可能性のある気づきを導き出したと捉えることができるであろう。また，
DJWの読み手である教員もDJWのもつ物語性について意識的であるため，学生が書く内容に対し，「正し
い /正しくない」という判断を留保する傾向が強い。たとえ教員が個人的には学生の語りがプロフェッショ
ナリズムの観点から好ましくないと感じたとしても，即座に否定するのではなく，教員自身の物語を「語り
返す」ことによって対話が続いていく。「正しい /正しくない」という判断を留保された状態で物語を交わ
せることは，学生が自らのプロフェッショナリズムに意識を集中させ，考察を深めてゆける一因となる。

・読み手に対する信頼
　Station & Peyton（1986）は，看護学生が臨床実習に際して記録したDJWに関する研究で，DJWが教育
活動として成功するためにもっとも重要なことは，学生と学生が信頼できる読み手との上辺だけでないやり
とりがDJWの中に存在すること，を挙げている。学生が自ら選択した話題について，自分が感じたことや
考えたことを正直に書くことは，学生にとっては潜在的に恐怖を感じる行為である。もし学生が読み手を信
頼できず，読み手が自分を評価，批判，攻撃する材料を与えるためにDJWを書かされていると感じてしま
ったら，プロフェッショナリズムについて考察する以前の段階で委縮してしまうであろう。
　この点につき，学生Aはインタビューの中で「最初は，先生（筆者）がどんな人かわからなかったから，
怖かったんです。新しい先生だったし，授業では英語しか話さなかったから，距離を感じていて。だから最
初はDJWも間違いがないように緊張して書いてたけど，だんだん気にしなくていいんだと思うようになっ
て，今は何でも書いちゃえと思っています」と話している。
　確かに，学生AはDJWを始めた当初，常にエントリーを「私の書いたものを読んでくださってありがと
うございます」，「お忙しい中，お返事をくださってありがとうございます」等といった他人行儀な挨拶で書
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き始めていた。しかし，10 ヵ月後のエントリーでは，その月が誕生日であると述べた筆者に対し，「誕生日
おめでとう！！で，何歳になったの？」と返すようになっている。エントリーのやりとりを交わす中で，学
生Aが筆者に対し親近感を覚え，信頼を感じるようになったことが，彼がプロフェッショナリズムについ
て省察を重ねることができた原因のひとつと捉えることができる。

・教員によるフィードバック
　学生のDJWに対しては通常，その学生を普段の授業で担当している教員がフィードバックを行う，つま
り「返事を書く」ことが多い。Shuy（1987）は，教員はDJWのフィードバックにおいて学生に対し，自分
がすでに答えを知っていると考えている質問を投げかけ，学生に自分と同じ答えを書かせようとする傾向が
高いことを指摘している。Arnold et al.（1973）によると，そのようなフィードバックを受けた学生は，教
員をDJWの読み手というよりは評価者とみなし，教員が期待する答えを短い文章で書くことが多い。それ
に対し，Smyth（1989）は，教員自らが答えを知らないような質問を返すと，学生は長く，複雑で，内容の
深いエントリーを書くと指摘する。この点につき，筆者は医療関係者ではなく，医学についても医療におけ
るプロフェッショナリズムについても知識がなく，予め期待する答えを学生Aに書かせるような質問をフ
ィードバックにおいて投げかけることは皆無であった。偶然にすぎないが，このような状況が，学生Aに
自発的にプロフェッショナリズムについて考察を深めさせる原因となった可能性があるのかもしれない。
　筆者によるフィードバックに関しては，学生Aはインタビュー中に「先生が返事を書いてくれるのは，
本当に嬉しいんです。僕だけに対する返事だとわかっているし。先生の返事を読むのがいつも楽しみで，返
事をもらうとまた書きたいと思いました」と答えている。
　教員によるフィードバックが定期的に行われるという事実が，学生Aが楽しみながらDJWを続ける動機
付けとなり，数多くのエントリーを書く中で結果としてプロフェッショナリズムについての記述が増えたと
いう側面も否定できないであろう。

・継続性
　DJWへの参加が学生Aのプロフェッショナリズムに関する気づきへとつながった理由のひとつに，活動
の継続性（10 ヶ月間）を挙げることができる。後藤ら（2009a）は，プロフェッショナリズムの育成を目的
とした医学部1年次生に対する1年間の早期医療体験実習の効果を検証し，「1年間を通して行った本実習は，
（中略）学生に行動変容を起こさせ，学習へのモチベーションをあげるなど，短期間あるいは一過性の実習
では得られない効果を生む」と結論づけている。また，大生（2011）も，プロフェッショナリズム教育は，「時
期を追って態度・姿勢・実際の行動のレベルへ継続的，実践的」なものでなくてはならないと述べる。学生
Aもインタビュー中，DJWの継続性に関し，「DJWは，書きたいときにいつでも書けるから。忙しいとき
は書かなくてもいいし，でもいつでも書いていいと思ったら安心感がありました」と述べている。DJWは，
授業活動として本質的に継続性をもっており，プロフェッショナリズム教育の教育方法として有効である可
能性がある。

結　　語

　本稿では，医学部の 2年次学生であった学生Aが医学英語の授業の課外活動としてのDJWに積極的に参
加した結果，医療におけるプロフェッショナリズムに対する気づきを体験した過程を，学生Aのエントリ
ーを分析することによって明らかにした。プロフェッショナリズム教育においては，講義，ワークショップ，
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実習等さまざまな教育方法が試みられているが，例えばDJWを用いれば英語の授業においてもプロフェッ
ショナリズム教育へとつながる教育活動を行うことができる可能性があることが示唆された。
　本稿のもっとも大きな限界は，対象の学生が 1名であることである。学生AがDJWを通して医療におけ
るプロフェッショナリズムについての気づきを得ることができたとしても，それがDJWの影響か学生Aの
特性かを結論づけたり，医学教育におけるプロフェッショナリズム教育に対するDJWの効果を一般論とし
て述べることは難しい。今後，より多くの医学生にDJWに参加してもらい，そのことによって彼らのプロ
フェッショナリズムに対する意識が向上するかを研究する必要がある。
　また，本取り組みにおいてはDJWが課外活動であるという位置づけであったため，自主的に参加した学
生数が少なく，結果として筆者はすべての学生に十分な長さと質をもったフィードバックを行うことができ
た。そのため，教員からのフィードバックに触発されてDJWを継続した学生も存在したかもしれないが，
DJWを正規の授業内活動とした場合，1学年 100 名を超える学生のDJWに十分なフィードバックを行うた
めには教員側のリソースをどうするかという問題が生じる。いたずらに教員数を増やすことなく，学生が満
足感をもって継続することができるDJWとはどのようなものかを考える必要もあるだろう。
　さらに，筆者のように医学を学んだ経験をもたない非医療関係者が，プロフェッショナリズム教育を目的
とするDJWの読み手になることの是非も検討されるべきであろう。非医療関係者の教員が，将来医師とな
る学生のプロフェッショナル教育に携わることは可能なのか，可能だとすれば何をどこまで教えることがで
きるのかの考察が必要である。
　しかし，医療におけるプロフェッショナリズム教育の重要性を鑑みれば，英語の授業内でもその実現のた
めに努力することには意味があり，DJWにはそれに貢献できる潜在性があると考えられる。
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資料

学生Aによる英語で書かれたオリジナルのエントリー
Entry 1:  But I was also very embarrassed and regrettable on phlebotomy. I was so stupid that I failed it 

three times even though almost everyone did successful only once. I thought I can't do anything 
that everyone can easily do...I have little confi dence now. I of course should not be negative only 
for this...but actually this shocking event seems to stay my mind for a while. But but I must face 
this problem and prove today’s failure to be a good doctor. (March 31, 2015)

Entry 2:  I had a good news yesterday. I got high score both in circulation and respiratory system tests!! I’
m a little happy because they were very diffi  cult and I think I failed the subjects, in particular 
circulation system. In fact, I failed immunology last year, so I wasn’t confi dent to myself. Though 
I was very regrettable I decided I will never fail from next tests. And I made great success in 
nutrition & metabolism system ever I lived. I do not boast to you about how great I am, but I 
want to say that failure strengthen me. (January 17, 2015)

Entry 3:  However, I think club activity is important at least in Japan...it is the opportunity that I can have 
connection with variable elders. It's diffi  cult for me to have this chance so, I appreciate it and 
hope it will be very useful to me when I will have been doctor. (October 28, 2014)

Entry 4:  Though I’m very very poor at communication, I think I can improve by only a lot of failures. I’
m sorry to write such thing like “what foolish I am!”. But, I thought I need analysis and should 
remain it by writing. And I couldn’t forget today. (January 20, 2015)

Entry 5:  I think law is very associated with medicine because doctors also must decide treatment 
and prescribe some medicine for many diseases based on law. Law is neither important nor 
unimportant, for if rules is too strong and tie sometimes doctors can’t consider patient’s happiness 
at fi rst, while if it is very weak and free it might be a little dangerous because malignant doctors 
may plan treatments for not patients but money. It is very diffi  cult problems but this is why we, 
medical students should learn law to solve the problems. (March 17, 2015)

Entry 7:  Well…I’m not confi dent if I’ll be able to make patients happy. (March 17, 2015)
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１）「日本大学 学生FD CHAmmiT 2014」 学生スタッフ， ２）日本大学通信教育部経済学部経済学科4年，
３）日本大学経済学部経済学科4年， ４）日本大学文理学部哲学科平成27年3月卒業， ５）日本大学医学部医学科2年

1　はじめに

　日本大学（以下 ,「本学」とする）は，平成 20 年に日本大学FD推進センター（以下 ,「本センター」とする）
を開設し ,「自主創造」の教育理念・目的の下，教職協働・学生参画を意識し，ファカルティ・ディベロッ
プメント（以下，「ＦＤ」とする）を全学的に推進している。
　本センターの開設から 6年，様々なFD活動をしてきたが，その大きな活動の一つとして，「日本大学 学
生 FD CHAmmiT」が挙げられる。歴史的第一回目を引き継ぎ，今回は第二回目として平成 26 年 12 月 21
日に「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2014」を開催した。「日本大学 学生 FD CHAmmiT」をわかりやすく
言い変えれば「学生 FDサミット 日本大学 ver.」であるが，全国の各大学が一大学に集合して大々的に行
われる「学生FDサミット」とは毛色が違う。
　まず，CHAmmiT とはサミットとチャットを掛け合わせた造語である。そしてFD，すなわち教育改善で
あるが，「日本大学 学生 FD CHAmmiT」にはそのような「難しく堅苦しい話でも教員・職員・学生で気軽
に話し合おう」というコンセプトが包括されている。次に，日本大学ならではの「学生FDサミット」が独
自のものである特徴として「日本大学 学生 FD CHAmmiT」は本学内のみで催される。本学内のみで行う
ことで，全国の大学が集まって行われる「学生FDサミット」よりも教員・職員・学生が近い距離で話をす
ることができ，内容の密度や情報共有もより濃いものになる。これは明らかに「学生FDサミット」よりも

瀬戸山自然＊１），２）， 田仲義典１），３）， 安田結城１），４）， 馬渡惟史１），５）

　本稿は，日本大学における「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」の全容と開催後のアンケート結果から，今
後の課題と展望を述べたものである。
　「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」は一般的な学生ＦＤイベントと違い，様々な学部から成り立っている
日本最大規模の総合大学だからこそできる “日本大学独自の学生ＦＤサミット” と言える。平成 26 年 2 月 26 日
に開催された第 1回目となる「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2013」の経験を経て進化した第 2回目である「日
本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」について，学生スタッフのそれぞれの視点からの意見と，参加者からのアン
ケート結果を分析し，今後の課題と展望を明らかにしてある。今後の日本大学における学生ＦＤの更なる発展の
糧となることを期待する。

　キーワード：ＦＤ（Faculty Development），学生ＦＤ，「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2014」

＊E-mail: setoyama.shizen@gmail.com 投稿：2015年9月30日　　受理：2015年10月6日

「学生が変える日本大学」第2章
─「日本大学 学生FD CHAmmiT 2014」における取り組み─

活動報告
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優れている点であろう。
　また，本学が抱える問題を解決する糸口としての役割もある。周知のとおり本学は日本最大級の大学であ
り，学生数に比例する多様な学部を抱えている。2016 年 4 月には 16 学部・通信教育部が稼働し，その規模
から分散型キャンパスと呼ばれる形態をとっている。多種多様に独立しているためにその問題点として，各
学部間の連携が取りづらく，学生同士の交流も自学部以外では期待できないという点がある。これは本学が
一丸となって教育改善活動をするにあたっての障壁である。
　そこで，普段交流のない他学部の学生・教員・職員との意見交換をし，学部の垣根を越え，広く学生FD
活動が認知・浸透されることを期待して，「日本大学 学生 FD CHAmmiT」が登場することとなる。
学生参画，つまり学生の声を教職員に届けるという意味での “学生が変える日本大学” というテーマを基に
第一回目「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2013」を開催し，その効力を確かなものにするため，“継続的” に「日
本大学 学生 FD CHAmmiT」を開催する必要があり，この度「日本大学 学生 FD CHAmmiT　2014」が開
催された。
　「日本大学 学生 FD CHAmmiT　2014」は第一回目同様に広く学生FD活動が認知・浸透されるという主
目的とともに新たに “参加者が学生 FDに興味を示し，一緒にやってみたくなるようなイベントにしよう”
という企画運営上のテーマが付随された。継続的に開催することで「日本大学 学生 FD CHAmmiT」乃至
学生ＦＤに様々な付加価値が自主創造されていくと同時に，教職協働・学生参画によるファカルティ・ディ
ベロップメントが進んでいくことを期待する。
　まずは今後，学生 FD活動が発展することを期待し，「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2014」の全容と詳
細について，以下に述べることとする。

2　CHAmmiT とは

　本節では，学生ＦＤとは一体どういうものなのかについての説明を述べた後，その学生ＦＤを主眼に定め
られたイベントである「日本大学 学生 FD CHAmmiT」（以下，CHAmmiT）についての概要を解説し，本
稿の主題でもある「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2014」について全容及び前回との相違点といった点から
述べるものである。

2－ 1　学生ＦＤとは
　本学では，ＦＤを「自主創造の理念の下に日本大学を取り巻く外的諸要因をも分析して，学問領域単位（学
科・専攻等）での教育プログラムを常に見直し，それを実行するため，教員が職員と協働し，学生の参画を
得ながら組織的に取り組む諸活動」と定義しており，日本大学ＦＤ推進センターを中心として様々な活動が
行われている。ここに学生の参画を得ながらと明示されていることから，本来は教職員が主体となって行う
ＦＤ活動に学生が関わることはそもそも当然のように思われる。
　しかし，日本ではＦＤに学生が関わることはおろか，欧米諸国と比較してＦＤ自体が新しい存在であり，
その必要性及び活動が各大学において浸透していたとは言いがたい状況であった。そうしたなかで，2008
年より全大学に義務化されたされたことによってようやく陽の目を浴びることとなったＦＤではあるが，当
初は義務化されたことにより行わなくてはならない「やらされ感の強いもの」となっていたⅰ。各大学がシ
ラバス，授業アンケートといった活動を行いはじめたが，それらは学修の主体者であるはずの学生に対する
活動というよりも，義務的業務をこなす活動であったのだろう。このような状況のなかから出てきたのが，
立命館大学教授（当時）である木野茂氏によって 2007 年に作られた学生ＦＤという概念である。木野氏が
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学生ＦＤという語を使いはじめる以前からＦＤに学生が関わることがなかったわけではなく，岡山大学で
は 2001 年から学生参画型ＦＤという名称でＦＤに学生が関与する活動が存在していた。この学生参画型Ｆ
Ｄと学生ＦＤの違いは，活動領域や学生の構成要員等に大きく見られ，同一視することは難しく思われる。
学生参画型ＦＤは，大学側によって選出された学生がスタッフとなることによって組織が構成され，授業改
善に特化した活動を主としている。一方で，学生ＦＤとは木野氏により以下のように定義されている。「学
生ＦＤとは，授業や教育の改善に関心をもつ学生が，その改善のために学生自身が主体的に取り組む活動で
あり，大学側との連携を求めるものを指す。」このように，学生ＦＤとは授業改善だけでなくとも，その周
辺の活動をも定義に含んだ広い意味を持つ活動であり，またその構成は任意の学生となっている。このよ
うに広く活動を許容する定義となっていることから，その意味が随時拡張され，「学生による主体的活動全
般」ⅱとも受け取られている場面も最近では見受けられるものの，木野氏によれば「出発点は違うが，授業
や教育の改善に取り組むようになった時点では，学生ＦＤ活動を始めたというべきである」ⅲとあるように，
学生生活全般の主体的な活動ではなく，最終的には授業や教育の改善を主眼とした活動をしていることが学
生ＦＤであるとみなすことのできる条件の一つとなっているようである。

2－ 2　CHAmmiT とは
　こうした学生ＦＤを日本大学でも普及させるべく企画されたのが，CHAmmiT である。このイベントは，
日本大学でも数少ない全学的なものであり，全学部から推薦・公募された教職員及び学生が一同に会し，Ｆ
Ｄや学生ＦＤについてのレクチャーを受けた後に日本大学における教育や良い学修について話し合いをす
るといった趣旨のもと，第 1回を 2014 年 2 月 26 日（水）に「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2013」と題し
て，また，第 2回は 2014 年 12 月 21 日（日）に「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2014」と題して開催された。
第 1回は各学部から 1人ずつ選出された学生がコアメンバーとして運営を担い，また各学科に対し参加者 1
人を推薦するよう要請し，計 131 人が一堂に会して日本大学における学修について話し合いを行った。また，
第 2回では各学部から選出された学生の他に公募も同時に行い，第 1回でのコアメンバーや参加者，掲示物
等で興味をもって応募してきた学生などもコアメンバーとして運営を行い，また参加者も 174 人と大幅に増
大した。
　プログラムとしては第 1回と第 2回は大筋としては同様であり，最初に講堂にて簡単なレクチャー及び「赤
青札」と呼ばれる会場内全体でのワークが行われ，その後場所を移して「しゃべり場」と呼ばれるワールド・
カフェ形式での話し合いをし，再び講堂に集まり成果発表をするといったものである。第 1回である「日本
大学 学生 FD CHAmmiT 2013」では，商学部教授の村田英治氏によるオープニングスピーチのあとに「共
同企画」が行われた。これは，学外から講演者を招聘し，日本大学において唯一学生ＦＤ公認組織として活
動している日本大学文理学部学生ＦＤワーキンググループ（以下，文理学部学生ＦＤＷＧ）と共に行う企画
である。上述した通り，CHAmmiT の参加者は各学部から推薦されてきた学生であり，そのほとんどが学
生ＦＤという言葉を知らずに来ていることから，この企画におけるイベントでの役割としてまずは学生ＦＤ
とは一体どういうものなのかを具体的に示す必要があった。内容としては，壇上での寸劇及び具体例を示し
た動画の上映が行われ，その後講演者である岡山大学教育開発センター准教授（当時）の天野憲樹氏と，文
理学部学生ＦＤＷＧリーダー（当時）の今宮加奈未氏がスライドを多用しながら学生ＦＤの歴史や活動を行
う上での注意点を述べた。その後，講堂から教室へ移動し，予め決められている 6人程度のグループに分
かれて「学生参画型企画」を行った。「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2013」では，各学部でまずは集まり，
学部ならではの特色を洗い出す「学部ミーティング①」，学部混合で行う「ちゃみっとーーく！」，そしても
う一度同じ学部で集まって話し合う「学部ミーティング②」が行われた。「ちゃみっとーーく！」とは，Ｋ
Ｊ法を用いた問題発見型のワークで，学生ＦＤサミットをはじめ，他の学生ＦＤ関連イベントでは「しゃべ
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り場」と呼ばれているものとほぼ同様である。この「学生参画型企画」終了後，そのまま芸術学部教授の原
直久氏によるエンディングスピーチへと移り，その後懇親会も行われた。第 2回では，ＦＤ推進センター長
及び副学長である加藤直人氏のよるオープニングスピーチの後，やはり講演者である立命館大学教授（当時）
の木野茂氏と文理学部学生ＦＤＷＧによる「共同企画」そして小グループでの話し合いを「学生参画型企画」
にて行い，エンディングとなった。
　このように第 1回と第 2回では，全体の流れとして（1）共同企画によるレクチャー（2）学生参画型企画
による模擬体験の 2つを柱としている。ほとんどの参加者が学部から推薦により派遣されていることから当
然学生ＦＤに対する認知度が低い状況が続く限りでは，この 2つの柱は今後も続くものと思われる。しかし
一方で，この 2つの柱こそが CHAmmiT の特色でもあるように思われる。他大学で行われている学生ＦＤ
関連のイベントでは，基本的に学生ＦＤに興味のある学生が自ら参加申込をしてくる以上，なんらかの経路
で既に学生ＦＤに対する興味関心を持っており，学生ＦＤとは一体どのようなものでどういった活動がある
のかといったベーシックスタディーが省かれることが多々ある。CHAmmiT のように，学生ＦＤを知らな
い学生が大半を占めるような大がかりな学生ＦＤイベント自体がそもそも稀有であり，ベーシックスタディ
ーのレクチャーから始まるということが，CHAmmiT の特徴の一つと言えよう。

2－ 3　CHAmmiT 2014について
　「日本大学 学生FD CHAmmiT 2014」は，平成26年12月21日（日）に日本大学法学部10号館にて開催され，
学生 126 人，教員 24 人，職員 24 人の計 174 人の参加者と，40 人の学生及び教職員スタッフが参加した。
　第 1回と第 2回では 2つの柱があると上述したが，中身は大きく異なっている。平成 26 年 8 月 4 日（月）
から 5日（火）まで日本大学軽井沢研修所で行われた学生コアメンバー合宿において，企画を考え始める前
に全体の骨子を作成した。長い討論の末，「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2014」の骨子は「学生ＦＤをや
りたくなるようにする」と決まり，全体の流れも大筋で合意がなされた。その後の学生スタッフミーティン
グを通じ，全体の企画の意味が（1）知る（2）考える（3）話し合う（4）まとめる（5）アウトプットとい
う順序で進むことが決まり，また，合宿から意見が出ていた「表彰」が企画の一つとして入ることとなった。
第 1回では企画ありきの体当たり的な全体像だったものが，第 2回ではまず骨子を決め，そのためにどのよ
うなプログラムを組むかを考え，さらにそのプログラムに合った企画を考えていくという手順を踏み，一つ
のイベント全体の完成図という俯瞰から徐々に細部を詰めていくということとなった。一つのイベント全
体の完成図，と書いたが，実のところ学生スタッフミーティングを重ねる中で CHAmmiT の前後にさらに
各学部で参加者と学生スタッフが事前ミーティング及び事後ミーティングを開催しようという意見も出てい
た。しかし，実際は意欲的な学部が自主的に行ったのみであり，CHAmmiT の企画に一つとして全学部的
に行われることはなかった。
　このように，プログラムの作成手順が第 1回と第 2回では異なっているが，第 2回の特筆すべき点は，「学
生参画型企画」にある。第 1回ではまず「学部ミーティング①」で同じ学部で集まり，学部の特色や学部な
らではの問題点をピックアップ及び共有した後に，「オール日大ミーティング」で「学部ならではの楽しい
授業・実習」について全学部混合のグループで話し合うことで更に自学部の特徴を意識させ，その後「学部
ミーティング②」でそれぞれの持ち帰りを共有・分析し発表を行うものであった。したがって，順序として
は（1）各学部（2）全学部（3）各学部となっていた。
　しかし，第 2回ではこれの逆となった。すなわち，（1）全学部（2）各学部（3）全学部となったのである。
内容としては，「オール日大ミーティング①」で「自学部の良い授業について話しあおう！」をテーマに，
自学部の特色を引き出す自己分析作業とともに他学部を知る情報収集作業を同時に行った。そして，「学部
ミーティング」では前の作業結果の報告及び共有をし，そこから見えてくる「自学部らしさ」を浮かび上が
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らせ，それを模造紙にまとめあげる作業を行った。こうして可視化された「自学部らしさ」を，次の「オー
ル日大ミーティング②」において発表した。発表といっても一方的かつ閉塞的なものではなく，ポスターセ
ッションのように自由に見て回る形式にしたことから，学生自身も緊張すること無くリラックスした様子で
発表し，聞いて回っていたように筆者は感じた。
　第 1回においては最終的に自学部での話し合いに持ち帰ることで，その後学部で継続する可能性が生まれ
てくる一方，自学部のまとめをごく少数に対してしか発表できないという狭小感があった。しかし，第 2回
では最終的に全学部に対して自由に発表できることから，それぞれの学生がのびのびと「自学部らしさ」に
ついて発表していた印象があったように感じた。
　以上，2つの柱という共通のものがある一方で，プログラムの作成手順の違いや「学生参画型企画」の内
容の違いについて述べた。2-2 でも述べたが，参加者の大半が学生ＦＤという言葉が初耳であるという状況
が続く限りは，2つの柱は残り続けるであろうし，たった一日のうちに学生ＦＤについて知識を得て，しか
も自分なりに考えて発表までするというこれまでの CHAmmiT のやり方は変わらないのではと思われる。
これは決して批判的な捉え方をしているわけではなく，むしろ日本大学という学生数最多を誇る巨大組織に
おいて学生ＦＤを浸透させるためには，このやり方は最短手段であろうと思われる。まずは知ること，そし
てロールプレイを通じて体験し，その楽しさを知ること。この楽しさこそが CHAmmiT 以降にも学生ＦＤ
に関わろうという気になる原動力となり得るのであり，その原動力を創りだすのは CHAmmiT にほかなら
ないのである。

3　CHAmmiT における今後の課題と展望

　本節では，学生スタッフの視点から，「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」を終えて判明した課題と展
望について，参加者アンケート結果や学生スタッフの意見を踏まえ述べる。

3－ 1　参加者アンケート結果から見た日本大学における「学生ＦＤ」の難点と利点
　平成 26 年 12 月 21 日（日），本学法学部において開催された「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」は，
本学における全ての各学部等から学生 136 名・教員 20 名・職員 24 名，合計 180 名が参加し，学生・教員・
職員三位一体となった体制での学生参画型ＦＤを実現した。「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2013」よりも
更に大規模なイベントとなり，終了後に実施された「参加者アンケート」は「学生企画を大幅に含んだ全学
的なＦＤ推進イベント」を参加者がどう受け止めたかを明瞭に示すものである。
　そこで以下では，問 1～ 13 に渡って実施された「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014 参加者アンケート」
より，筆者が個人的により重要であると判断した設問を振り返りつつ，「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 
2014」の今後の課題と展望を探っていきたい。
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１．今回のイベント以前に「ＦＤ」について知っていましたか？

  
25%  

  
75%  

  
  

98%  
  

2%  

  

  
47%    

53%  

  

日本大学FD研究　第4号　83－100　2016

─ 88 ─



２．今回のイベント以前に「学生ＦＤ」について知っていましたか？

　上記のグラフは要するに，「ＦＤ」と「学生ＦＤ」の認知度を表しているが，全体的に前回よりも大幅に
上昇しており，特に教職員の「学生ＦＤ」の認知度が顕著に数字に表れている。（前回の参加者アンケート
では教職員の「学生ＦＤ」について知っていましたか？の問いに対し，はいと答えたのは約 65％だった。）
対して，学生の「ＦＤ」と「学生ＦＤ」の認知度は前回よりも若干，上昇はしたが，さほど大きな変化はな
く，現状まだまだ認知度が低いことが判明した。
　今回はFacebook 等で広く「ＦＤ」や「学生ＦＤ」について周知することに努めたが，更に広く周知する
ためには直接のアプローチが必要であると考える。周知するにも各学部でキャンパスが離れているが故に，
周知しづらいという日本大学ならではの難点があり，情報発信にも工夫を重ねていくことが必要である。
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３．本日のイベントを通じて，学部に戻り，学生ＦＤについて何か行動を起こしたいと思いましたか。

　今回のアンケートでは「1．必ず何かしたい」，「2．機会があればしたい」，「3．学生ＦＤ組織があれば関
わりたい」と答えた人が全体の約８割以上であった。前回のアンケートでも８割以上ではあるが，今回は学
生・教員・職員が「1．必ず何かしたい」と前回の数値を大きく上回る程，学生ＦＤ活動に興味を示し，非
常に肯定的な回答をしたことが分かる。筆者は「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」に参加するにあたり，
目的の一つであった「火種をまく」ということを意識において活動していたが，結果として確実に数値に反
映されており，嬉しい限りである。
　行動を起こしたいと回答していただいた人のコメントを紹介する。
学生
　・「学生ＦＤサークルを作る！」
　・「まずは自分自身の授業態度を見直そうと思いました。」
　・「他学部との比較により，逆に自学部をより深く知ることができました。」
　・「学生ＦＤについて広めたい！」
教職員
　・「カリキュラムや履修についての生の意見があったので，機会があれば行動したい。」
　・「これをきっかけに本学部でも学生ＦＤを作ってもよい。」
　・「話の中で出てきた学生の意見を自分の授業に生かしていきたい。」
　・「本体のＦＤとどのようにリンクさせるのかが重要」

　日本大学は学部ごとにキャンパスを保有しており，各地に散らばっている日本最大級のマンモス校である
が故に，学部間での交流はほとんどない。おそらく，この先学生ＦＤ活動をするにあたり，日本大学で一つ
の学生ＦＤ組織を設立し，日常的に学生ＦＤ活動を行うというのは非常に困難であると考えられる。文理学
部学生ＦＤワーキンググループのように学部単位での学生ＦＤ組織を設立するというのが今のところ現実的
である。
　ただし，「学生ＦＤ」とは意図した活動をするから「学生ＦＤ」なのではないと筆者は考える。小さな気づき，
無意識の行動が「学生ＦＤ」に繋がっていることもあるからである。「学生ＦＤ」が普段の学校生活の中で
自然にできている未来もそう遠くはないはずである。是非，「学生ＦＤ」を理解し，自分 1人でできること
から始めてほしい。
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７．「学生ＦＤ」を継続的に進めていくには，何が必要であると思いますか。
　コメントをいくつか紹介する。
学生
　・「学部間の交流，及びそれを推進させる為の制度・行事等。」
　・「学生の積極性はもちろんだが，大学や教員・職員の柔軟性が不可欠だと思う。」
　・「口コミ・参加した人の感想などで多くの人が関心を持ってもらう必要があると思う。」
　・「学生ＦＤの活動をもっと宣伝する場を設けていくことだと思います。」
　・「知名度をどんどん上げるのが重要かなと思いました。」
教員
　・「学生スタッフの熱意と教職員の手厚いサポート」
　・「CHAmmiT の継続的開催と各学部でのきっかけ作り」
　・「学部内でもこの様な場を増やせると良いと思います。」
　・「学部・学科間での学生ＦＤの実施がまず必要。」
　・「学生に周知する機会をできるだけ多くつくる。」

　これらの学生・教員・職員からのコメントの中で，共通して多かった意見として，「周知する，宣伝する，
認知度の向上」といったものがある。これは圧倒的に本学での「学生ＦＤ」の認知度の低さを表しており，
参加者も学生ＦＤの認知度の低さを感じているということである。筆者も認知度の低さを非常に感じており，
前述のとおり，「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」においては「火種をまく」という意識をもって参加しており，
また，現段階では「学生ＦＤ」活動をして結果を得るというよりも，「学生ＦＤ」についてより多く知って
もらう，という段階だと考えている。
　あくまで，ではあるが，「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」は一種の広報活動であり，あわよくば「学生ＦＤ」
に関心を持って活動を始めてくれる学生が現れるのを期待するというのが筆者のイメージである。よって，
「学生ＦＤ」を継続的に進めていくにはやはり「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」は効果的であり，毎年継
続すべきであると考える。
　しかし，「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」は年に一度のイベントであり，「学生ＦＤ」を広く周知・理解
してもらうためにはまた別のアプローチが必要であると考える。前述したが，各学部で学生ＦＤ組織を設立
するという方法が一番効果的だと考える。それには教員・職員の協力が必要不可欠である。
　「学生主体の活動」といえど，それは学生のみという意味ではなく，やはり，学生・教員・職員が三位一
体とならなければ「学生ＦＤ」を継続・発展させていくのは困難であると考える。
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10．本日のイベントで有意義であったプログラムなどはどれですか。（複数回答可）

　今回最も票を集めたのは「学部ミーティング（24％）」である。実は前回の参加者アンケートで最も票を
集めたのは「オール日大ミーティング」であるが，前回はプログラムの趣旨として，「学部の垣根を越えた
意見交換」を目的としていた。故に，他学部との交流ができる「オール日大ミーティング」に労力と時間を
あてた。結果，確実にアンケートの数字に反映されており，目的を果たしたと言える。
　では，今回の目的とは。「学部の垣根を越えた意見交換」はもちろん，今年は更に具体的な目的があった。
学生ＦＤ活動を実際に行うとすれば，それは各学部に帰ってからのことである。よって，「他学部との意見
交換」よりも「自学部での話し合いの場」に時間を割いた。狙いとしては，学生が自学部の教員・職員がい
る場で授業改善について議論し，そのまま学生ＦＤ組織を設立するという流れまでを期待した。「鉄は熱い
うちに打て」ということである。「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」の後，新たな学生ＦＤ組織が誕生
したかは定かではないが，少なくともアンケート結果で最も票を集めることに成功したことで，今回も目的
は達成できたのではないかと考える。
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13． 「学生ＦＤ」または「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」についてご意見などがありましたらご自由に記入
してください。

　コメントをいくつか紹介する。
学生
　・授業について考えるのは初めての体験でした。
　・学生ＦＤの存在を知らない人が多いので，広報を強化することでより多くの日大生が参加，行動し，ＦＤ
推進につながる。

　・学生ＦＤは学問の多様性という観点からも大切であり，また，学問の接触が増えるので大変歓迎すべき
ことです。是非とも，CHAmmiT が終わった後も続けて交流できるような仕組みが欲しいです。

　・他学部の方とお話できたことは，とても新鮮に感じました。自分の学部はあまりにもかけ離れていると
ころの授業でも，工夫の仕方は，取り入れられるものがあったと良い経験になりました。

　・来る前は心配でしたが，参加し，自分の学部・学科を振り返り，いい点を認識できたり，他学部のこと
も知ることができてよかったです。

教員
　・学生が自らの学生生活の実態に目を向けるいい機会になると思います。
　・いつか生産工学部でもCHAmmiT を。
　・テーマ設定は難しいと感じる。具体的にした方が良いところと全体で議論できるバランスが取りやすい
ものを考える必要がある。

　・全学部の学生が交流する場としてよい。

　筆者の気づきとして，惜しいのは時間ではないかと考える。初めて「ＦＤ」「学生ＦＤ」に触れる学生に
ついて，いきなり理解して行動を起こして欲しいと望んでも，それはやはり，非常に困難であると考える。
本学での「学生ＦＤ」の認知度もまだまだ低い。さらに，「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」はまだ始まっ
たばかりである。運営側にも「学生ＦＤ」について理解しているものも足りないといえる。そんな中での「日
本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」は終わってしまったが，例えば筆者が次回も参加するならば，当日のプ
ログラムを２日編成にしたい。「他学部との交流」・「自学部の授業改善についての議論」をたっぷりと時間
を使ってやってみたいと考える。そうすることにより，筆者の「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」は広報活
動の一種であるというイメージは変化すると考える。２日編成で開催した場合，広報活動のみに留まらず，
実質的な各学部での学生ＦＤ組織の設立まで十分期待できそうな予感がする。是非，この「参加者アンケー
ト」から見た筆者の反省と気づきを次年度以降の糧となることを願う。

3－ 2　表と裏，それぞれのCHAmmiT
　本節では，「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2013・2014」に携わった２年間をそれぞれの役割についての
考えを述べ，今後の課題と展望としたい。

田仲　義典（日本大学経済学部３年・日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2013 ～ 2014 副代表～代表として参加）

１．第２回目となる「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」はどうでしたか？
　イベント自体は成功したと確信している。しかし，いまだ目に見える形で成果，実績が出ていないため，
継続していくことが重要であると考える。
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２． 第１回目と第２回目に参加して，第１回目との違いや，日本大学の学生ＦＤが少しでも進歩していると
感じられましたか？また第１回目の時よりどのように進歩していると感じましたか？

　違いは当日よりも企画運営の過程にあると感じる。また，学生ＦＤへの目に見える実績がないために進歩
の度合いは測れないが，当初の目的である認知度については地道に上がってきていると個人的に感じる。日
本大学の学生ＦＤはまだまだこれからだと考える。また，第 1回目の企画運営はコアメンバー主体で行った
ために他のメンバーとのモチベーションに差があったように感じる。第 2回目の企画運営は全員企画を念頭
に全員で企画を考えていったためにモチベーションの問題は 1回目よりは改善された。しかし，進捗が遅れ
るなどの大きな弊害があった。効率を考えた場合，企画運営については少数精鋭で取り組み，仕事をメンバ
ーに割り振ることが良いように感じる。モチベーションについては別の解決アプローチを考えた方が良いと
感じた。

３． 個人的に思う，次回も取り入れた方がよいと思うCHAmmiT のプログラムがあれば教えてください。
またその理由もお願いします。

　オール日大ミーティング
　理由： 他学部との交流は CHAmmiT ならではの強みであり，形は問わないが，他学部との交流はあった

方がよいと考える。

４．CHAmmiT を通じて，あなたが思う日本大学の「学生ＦＤ」を一言で。
　「自主創造の卵」

５．代表として苦労した部分や，次回代表になる人達などへのアドバイスがあれば一言。
　私が苦労したことはメンバーのコンセンサスを得ること。全員企画などという無謀なことを進めたために
足並みが揃うことに時間がかかりすぎた。コンセンサスを得るにはコミュニケーションをとる回数が重要。
ある程度はトップダウンの方が，効率的だと感じた。また，コアメンバーや役割については，厳正に選抜し
た方が良いと感じた。責任欠如や感情論が目立ったことに非常に遺憾に感じた。そのため一部のメンバーで
仕事を抱え込みすぎたことやその処理に追われたことを含め，仲良しメンバーが良いとは言わないが，少な
くとも責任感を持って建設的に議論ができ，企画運営ができる学生がコアメンバーを務めた方がよいと考え
る。役割を割り振る場合，その役割に対する相互の認識を一致させることは必須だと感じた。私の場合，う
まくいかないことの方が多かったが，楽しめたことは事実である。今後，代表をやる人には気軽に楽しんで
学生ＦＤを謳歌してほしい。

瀬戸山　自然（ 日本大学通信教育部３年・日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2013 ～ 2014 資料作成担当代表
～資料作成担当として参加）

１．第２回目となる「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」はどうでしたか？
　当日はもちろん，その過程が第１回目とは比べものにならないくらい楽しかった。全てにおいてパワーア
ップしていたと思う。日本大学の「学生ＦＤ」の核心により近づけたような気がする。

２． 第１回目と第２回目に参加して，第１回目との違いや，日本大学の学生ＦＤが少しでも進歩していると
感じられましたか？また第１回目の時よりどのように進歩していると感じましたか？

　学生スタッフ間のチームワークにおいては前回とは比較にならない程良かった。これは前回参加したスタ

日本大学FD研究　第4号　83－100　2016

─ 94 ─



ッフが積極的に連携を取りやすくするために，スタッフ同志でよく食事をしたり，遊ぶことによって仲良く
なることに努めたからだと考える。認知度の向上やスタッフの「学生ＦＤ」についての理解も向上している
ところを見ると，徐々にではあるが，進歩していると言える。

３． 個人的に次回のCHAmmiT で取り入れたいプログラム，また資料作成担当がCHAmmiT に与える影響
について個人的な考えを教えてください。

　オール日大ミーティングは必要。理由としてはやはり他学部と交流できるという点でそれを目的として参
加する学生が少なからずいるため。学部ミーティングは具体的に自分たちに何ができるかを議論したり，す
ぐ活動に繋げられる可能性があるので，その目的によっては必要である。
　資料とは，CHAmmiT が終了した後も記録としてこの先も残っていくものである。次回の資料作成
担当のみではなく，他大学が CHAmmiT の資料を参考にすることも十分考えられる。資料なくしては
CHAmmiT はありえない。

４．CHAmmiT を通じて，あなたが思う日本大学の「学生ＦＤ」を一言で。
　「オリジナリティ」

５．資料作成担当を経験して苦労したこと，次回，資料作成担当になる人へのアドバイスを教えてください。
　資料を作成することは一冊のアルバムを作るような感じである。スタッフ全員の集大成がそこには詰まっ
ている。それを記録に残すという大変な作業ではあるが，やりがいと達成感を一番味わえるのではないだろ
うか。だが，悔しい思いも経験することになる。必死に作成しても修正を繰り返し，文句を言われることも
ある。心無い言葉を言われたこともあったが，資料作成担当になって後悔をしたことはない。日本大学の学
生ＦＤ活動として後世にも残っていくとするなら，それは誇れるものを作成したことになる。次回，資料作
成担当になる人へ，他では味わえない感動がそこにはあります。

4　CHAmmiT を通じて得たそれぞれの学生ＦＤの在り方とは

　本節では，学生スタッフの視点から「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」を通じて，本学における学生
ＦＤの在り方について，各々の考えを述べる。

4－ 1　田仲　義典（日本大学経済学部３年・日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014代表）
　学生FDの役割としては学生の声を教員や職員に届けることが単純明快爽快である。しかし，学生の声を
届けることが本当に教育改善につながっていくことになるのであろうかという疑問があることも否めない。
ならば全学部が集まる CHAmmiT を単に交流の場としてだけではなく，競争の場として活用してみてはど
うかという私見もある。具体的には，例えば，学部ごとに学生 FD組織を創設し，全学のCHAmmiT を各
学部の学生FDの 1年間の成果を報告し合う場，評価をしあう場，改善点を話し合う場とし，毎年毎年繰り
返していく案だ。この仕組みが確立されれば各学部の教員・職員・学生同士が自然と切磋琢磨していくので
はないか，ということだ。
　学部学生 FD組織の創設には本学本部による主導で枠組みを構築することが手っ取り早いが，学部学生
FD組織のメンバーのモチベーションが維持できないのではいかという懸念もある。反対に学生が自主的に
学生 FD組織を創設することを CHAmmiT で促し，全ての学部に学生 FD組織が完成すること待つという
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選択肢もあるが，これは時間の問題上いささか非現実的だ。やはり実現の可能性が高いのは本部主導で枠組
みを作り，管理の補助をする案になる。そしてモチベーション問題の解決についてだが，CHAmmiT の企
画内で学部同士の活動報告を評価し合い表彰をするとして，表彰された教職員にボーナス，学生に対しては
金券等の目玉があればなおやる気がでる。
　さて，長い長い前置きとお金がほしいという欲望はさておき，私は「日本大学 学生 FD CHAmmiT 
2013」学生スタッフ副代表から「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2014」学生スタッフ代表を経験した。私は
本学他学生よりも比較的に学生 FDに足を踏み込んでいると思われる。しかし，学生 FDの全容は依然掴
めていない。思い返せば私は，学生 FDよりも学生スタッフを取りまとめることに四苦八苦していたよう
な気もする。企画に対する学生スタッフ同士の意見の対立も数知れずあったが，建設的な対案や議論は面
白い。そんな中，気付かざるを得ないのは「日本大学 学生 FD CHAmmiT 2013」と「日本大学 学生 FD 
CHAmmiT 2014」の学生スタッフはもとより参加者の中にも大学教育に対して強い想いをもっている学生
たちがたくさんいる，と言う点だ。この想いの受け皿として CHAmmiT が発展していけばさらに日本大学
は良くなっていくと思うし，学生FDの意義が強く確立されていくのではないかと考える。そのように考え
ると，仕組みとしての学生FD = CHAmmiT と，原動力としての学生FD = 学生の熱意，この二つが上手
くマッチングすることが私なりの学生FDの在り方に対する見解なのだと気づかされる。
　学生 FDが教育改善に作用するにはまだまだ時期が早いため，まずは継続的にCHAmmiT の認知度を地
道に浸透させていくことが重要だと考える。第一回目から関わっているために日本大学の学生 FDが今後
どのように進歩していくのかが気になるところであるが，今思うのはお世話になった大学本部職員の方々，
FDWGの教授の方々や企画運営に携わった学生たちへの感謝の気持ちだ。

4－ 2　瀬戸山　自然（日本大学通信教育部３年・資料作成担当）
　「学生ＦＤ」という言葉について，実は筆者もその本当の意味については理解していない。第１回目であ
る「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2013」と今回の「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」に参加したが，
活動を繰り返す度，議論をする度に筆者の中での「学生ＦＤ」について謎が深まっていく一方であった。
　「学生が変える日本大学」をテーマに掲げ，授業改善について熱い議論を交わした第１回目「日本大学 学
生 FD CHAmmiT 2013」。筆者にとって初の「学生ＦＤ」活動であったが，見事に大成功を収めた。それ故
に「学生ＦＤ」について理解したと考え，また，その活動の面白さを知り，第２回目である「日本大学 学
生ＦＤ CHAmmiT 2014」に参加することを決心し，準備を進めていた。「学生ＦＤ」について更に理解を
深めるため，京都産業大学で開催された「学生ＦＤサミット 2014 夏」へ参加する機会があった。これが筆
者の「学生ＦＤ」の概念を一変させたといっても過言ではない。
　筆者にとってそれまでの「学生ＦＤ」活動とは，至極簡単に言ってしまえば，主に授業改善について学生・
教員・職員が議論し，なんらかの問題解決への糸口を模索しそれを共有し周知する，というイメージである。
しかし，「学生ＦＤサミット 2014 夏」へ参加し，他大学の様々な「学生ＦＤ」の在り方について知った際，「学
生ＦＤ」とはどうあるべきなのか，何を「学生ＦＤ」活動とし，何が「学生ＦＤ」活動ではないのかわから
なくなってしまった。
　各々が「学生ＦＤ」について異なる解釈をし，多種多様な「学生ＦＤ」活動がそこにはあった。日本大学
の「学生ＦＤ」活動とは主に授業改善についてだが，それだけではないと知った時，「学生ＦＤ」の無限性
と可能性に「面白い」と思わざるを得なかった。
　結論，「学生ＦＤ」とは何かと問われても筆者はうまく答えることはできない。しかしそれが真理なので
はないかと考える。多種多様，各々の「学生ＦＤ」の形態は様々であると。日本大学は授業改善に主に取り
組んではいるが，この先一風変わった「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」があってもそれもまた一興ではな
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いだろうか。楽しみである。

4－ 3　安田　結城（日本大学文理学部４年・文理学部学生ＦＤワーキンググループ代表）
　本項は，日本大学文理学部学生 FDワーキンググル―プ（以降，学生 FDWG）代表（当時）として「日
本大学 学生 FD CHAmmiT 2014」（以降，CHAmmiT）の運営に携わり，企画から当日の運営までを通じ
て得た所感ならびに今後の学生FDの在り方についての個人的な見解を述べたものである。
　「CHAmmiT」は前述したとおり，「日本大学全学部の学生・教員・職員が一堂に会し，FDや学生 FDに
ついて知識を深めるとともに，日本大学における教育の現状などについて三位一体となって話し合うこと
で，教育の質向上に寄与すること」を目的としたイベントであり，その目的は① FDならびに学生 FDの
認知，②三者の教育に対する有機的な意味での意見交換にあると言える。この目的に従うならば，地道な
広報活動や講習会，前述した「しゃべり場」などを草の根的に継続することが効果的であるように思われ，
「CHAmmiT」のように全学的な大規模で行い，かつ当日限りの人員でテーマを前準備もなく与えられる「し
ゃべり場」は一過性の効用しかもたず，その意味を再考する必要も生じるかもしれない。
　しかし実際は，長年勤務することになる教員・職員と違い，学生は在学中の数年間という限られた時間の
中でしか学生FDに携わることができず，その点では単にFD及び学生 FDの認知，知識の深化ならびに有
機的な意見交換をするという目的だけでなく，後輩への知識の伝承も目的となりうる。また，教育の受け手
であり，数年間という限られた時間の中でしか携わることが出来ない以上，概念的な作業よりも実践的なも
のを学生は好む傾向にあると筆者は感じる。
　こういった点から，日本大学で唯一の学生 FD組織である学生 FDWGにとっての「CHAmmiT」の本質
は，①FDならびに学生FDの認知，②三者の教育に対する有機的な意味での意見交換，③学生FDに従事
する学生からそうでない学生に対する学生FDに関する実践的作業に関する継承と言えよう。特にこの③の
部分こそが，前回，そして今回の「CHAmmiT」で学生 FDWGが寄与できたのではないかと思う部分であ
り，また今後の「CHAmmiT」でも重要となってくるポイントではないかと感じる。これは，「CHAmmiT」
の本番当日だけでなく，ミーティングの段階で学生スタッフに対してまず学生FDとは何かを説明する際も
同様であり，概念的な知識収受や「しゃべり場」だけでなく，「こういう取組をすればこのような成果を受
けることが出来る」という具体的かつ実現可能な事例の紹介や実践力をもつ企画の紹介を，学生が学生に対
してするということが不可欠であるということである。
　「各組織体における知の継承は，知識や技術などの知見については熟練者のナレッジ蓄積に重点がおかれ，
形骸化しているケースが多い」ⅳとあるように，熟練者（長年携わることの出来る教員・職員）以外の学生
による継承をもたないままに進める学生FDは，単に「知った」「喋った」で終わるだけであり，誰のため，
何のために行っているかといった目的を失った形骸化した概念へとなってしまうことを，筆者は強く危惧し
ている。今後の学生 FDの在り方として，継承こそが鍵となるであろう。そのためにも，「CHAmmiT」は
継続をすることに意味があり，その中でまた学生 FDがその時々にあった形で，「CHAmmiT」を通じて受
け継がれていくことを，筆者はただ望むだけである。

4－ 4　馬渡　惟史（日本大学医学部１年・資料作成担当副代表）
　学生FDは定義がはっきりしておらず，どうやら大きく二種類に分けられるみたいです。私が教わったの
は，講師陣（教員や教授など）の授業改善による教育の質の向上でした。これは今の学生が興味を持つよう
な話題や例題をもとにした講義を提案または考案してみたり，講師の方々の講義形式を学生がよりわかりや
すいように変えていくなどの，講義そのものを変えていくという目的のもと活動します。これとは違うもう
一つの考えとして，学習環境（食堂や自習室など）を整備することによる教育の質の向上を目指す学生FD
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というのもあるらしいです。こちらは，学生の勉強設備や，勉強へのモチベーションにつながるものを改善
していくことで，結果として教育の質の向上を目指すというものです。
　私自身が考える学生 FDは，初めに教えてもらったのが前者であることと，FDが Faculty Development
の略であり，これがFaculty ＝（大学の全ての）教員陣［団］，教授陣であり，Development ＝発達，進歩，
開発と訳せることをもとに，やはり講師陣の授業改善を目指すものであってほしいと思います。それは私の
通う医学部や薬学部，獣医学部などでは，専門の知識を学ぶことが非常に重要であるため，講義のわかりや
すさや記憶への定着という点で教育の向上を目指せたらと思うからです。加えて，私の通う医学部には図書
館や学食，自習室などを学生の要望に合わせて改善への提案をしてくれる生徒会の様な団体が別にあるから
です。
　私自身は以上の前提もあった上でこう考えますが，上記の二つの学生FDのうちのどちらが正しいのかは
よくわかりませんし，ここでどちらが正しいという議論をするつもりもありません。FDの発足自体がまだ
新しいものであり，ましてや学生FDの定義や存在はまだまだあいまいなものです。よって，学生FD団体
の数だけ学生FDの定義があっていいと私は思います。時間をかけて学生FDを知ってもらい，いろんな方
法を介してみんなで共通の「学生FD」を築きあげていけたらいいと思います。自分はそんなこれからの学
生FDの前身として，第二回CHammiT 学生スタッフとして関われたことをうれしく思います。

おわりに

　結局，筆者は「学生ＦＤ」の在り方についてはわからないままであった。しかし，日本大学では「授業改
善」に関しての活動を学生ＦＤ活動としている。広い意味で捉えようとすれば「学生ＦＤ」がなんなのかわ
からなくなってしまう。そんな時に気が付いた。自分自身，学生ＦＤ活動をして変化したことがある。学生
ＦＤ活動に携わる以前は，学校の授業をただ聞いて板書をノートに記載するだけだったが，今では無意識に
先生の方を注意深く観察しながら授業を聞いていた。無意識に先生がどのような工夫をして授業をしている
かが気になっていたのだ。「授業改善」について取り組んでいるが故のことである。この無意識に授業に集
中していることで以前よりは授業中の態度が改善されたと考えると，これだけでも学生ＦＤ活動といえるの
ではないだろうか。とするならば，大掛かりなイベントを運営していくだけが学生ＦＤ活動ではなく，参加
者が学生ＦＤについて理解し，無意識に授業のことや授業を行う教員に興味や関心をするだけでも学生ＦＤ
活動だといえる。故に，今後も「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」は開催するべきであり，「学生ＦＤ」に
ついて，参加者に理解させることで，無意識のうちに「授業改善」が成されていくはずである。
　最後に，「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT」に 2年間参加させていただいた中で出会った仲間と教員・職
員の皆様には感謝しきれない。自分自身大きく成長させていただいたと実感している。「学生ＦＤ」は学生・
教員・職員の三位一体で無ければ成されない。今後も日本大学としての特色と独自性を生かし，三位一体と
なり，学生ＦＤの発展に期待したい。
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「日本大学 学生ＦＤ CHAmmiT 2014」学生スタッフ，教職員スタッフ

代　　　　　　表：田　仲　義　典〔経済学部〕
副　　代　　表：八　釼　有　紀〔国際関係学部〕
共同企画担当代表：安　田　結　城〔文理学部学生ＦＤＷＧ代表〕
企画運営担当代表：石　堂　浩　暉〔文理学部学生ＦＤＷＧ〕
企画運営担当副代表：小　山　亮　祐〔生物資源科学部〕
資料作成担当代表：秋　山　悠　人〔法学部〕
資料作成担当副代表：馬　渡　惟　史〔医学部〕
資 料 作 成 担 当：高　柳　真　由〔文理学部学生ＦＤＷＧ〕
資 料 作 成 担 当：瀬戸山　自　然〔通信教育部〕
　　　　　　　　　前　川　貴　恵〔文理学部学生ＦＤＷＧ〕
　　　　　　　　　中　村　景二郎〔文理学部学生ＦＤＷＧ〕
　　　　　　　　　佐　藤　海　将〔経済学部〕
　　　　　　　　　瀬　良　兼　司〔商学部〕
　　　　　　　　　長　井　友里恵〔商学部〕
　　　　　　　　　小　泉　有　等〔芸術学部〕
　　　　　　　　　森　谷　賢　太〔国際関係学部〕
　　　　　　　　　福　田　真　由〔理工学部〕
　　　　　　　　　新　井　洋　祐〔生産工学部〕
　　　　　　　　　ラハマン　ラビブライス〔工学部〕
　　　　　　　　　紺　野　昌　弘〔工学部〕
　　　　　　　　　小　川　雅　希〔工学部〕
　　　　　　　　　響　尾　洸　太〔工学部〕
　　　　　　　　　福　井　はるか〔歯学部〕
　　　　　　　　　鈴　木　昇　建〔松戸歯学部〕
　　　　　　　　　石　井　綾　乃〔生物資源科学部〕
　　　　　　　　　森　田　智　子〔薬学部〕
　　　　　　　　　濱　田　　　潤〔通信教育部〕
教職員スタッフ：
　　　　　　　　　河　相　安　彦〔全学ＦＤ委員会プログラムＷＧ・松戸歯学部教授〕
　　　　　　　　　村　井　秀　樹〔全学ＦＤ委員会プログラムＷＧ・商学部教授〕
　　　　　　　　　羽　入　敏　樹〔全学ＦＤ委員会プログラムＷＧ・短期大学部船橋校舎教授〕
　　　　　　　　　並　木　洋　明〔全学ＦＤ委員会プログラムＷＧ・学務部教育推進課長〕
　　　　　　　　　大　嶽　龍　一〔全学ＦＤ委員会プログラムＷＧ・学務部教育推進課課長補佐〕
　　　　　　　　　後　藤　裕　哉〔全学ＦＤ委員会プログラムＷＧ・学務部教育推進課主任〕

平成 26 年 12 月 21 日現在
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日本大学生産工学部電気電子工学科非常勤講師

はじめに

　平成 26 年から生産工学部電気電子工学科の主に 3年生に対して，「知的所有権法」の授業を 3コマ担当さ
せて頂いている。弁理士として実務経験を通して，これからの社会で必要とされるグローバル人材の育成の
ためには，受身的な学びではなく，「自ら考え，探求し，表現する」アクティブラーニングが重要であると
感じる。
　「アクティブラーニング」とは，教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり，学修者の能動的な学
修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修することによって，認知的，倫理的，
社会的能力，教養，知識，経験を含めた汎用的能力の育成を図る。発見学習，問題解決学習，体験学習，調
査学習等が含まれるが，教室内でのグループ・ディスカッション，ディベート，グループ・ワーク等も有効
なアクティブ・ラーニングの方法である。（文部科学省用語集）
　知的所有権法の基礎的な知識習得と共に，学生が自ら探求を深めるための課題として，文部科学省，特許
庁，日本弁理士会，（独）工業所有権情報・研修館（以下，文科省等）の主催のパテントコンテストに応募
することとした。課題は，学生が自分に関心のある発明を考えて，特許調査し，さらに改良を加えたものを
考えて発明提案書を作成し，クラス内でのプレゼンテーションを行い，パテントコンテスト応募するという
ものである。
　平成 26 年度は，人数的に多いこともあり，パテントコンテストは 3人 1 組のグループ参加とした。パテ
ントコンテストは全 39 組応募，うち 2組が出願支援対象に入賞することができた。出願支援対象に選ばれ
た２組の学生は，平成 27 年 3 月に特許出願を無事終了することができた。
　このような「知的所有権法」授業における，学生が自ら考えて探求して課題を深めていくとともに，グル
ープにおいてディスカッションを通してパテントコンテストつなげていったアクティブラーニングの適用事
例を紹介する。

橋場　満枝

E-mail: ms-hashiba@nifty.com 投稿：2015年10月16日　　受理：2015年11月24日

「知的所有権法」授業におけるアクティブラーニングの適用事例
知的所有権法ｘパテントコンテストｘハンディキャップ

活動報告
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方　　針

　私自身，平成 2年より弁理士として，特許出願代理の実務にたずさわってきた。
　平成 26 年度から，生産工学部電気電子工学科の主に 3年生を対象に，前期科目「知的所有権法」として
月曜日 2～ 4限 3コマ担当させて頂くこととなった。
　授業をデザインするにあたり，理系学生が将来必要な知的財産の知識を学ぶことは勿論であるが，弁理士
としての実務経験から，知的所有権の分野で，学生が自ら，「考え」，「表現する」授業が出来ないかを考えた。
そして，課題が，何か学生自らが探求できる実践的なものにできないかと考え，学生が主体的に考えて，表
現するためのきっかけとして，課題を文科省主催のパテントコンテストにつなげることとした。
　パテントコンテストとは，高校生，高等専門学校生及び大学生等の皆さんが自ら考えアイディア（発明）
の中から優秀な作品を表彰するものである。そして，表彰を受けた方は，知的財産権制度の専門家である弁
理士のアドバイスのもとに，実際に特許庁に出願することができ，出願等に必要な経費（出願料，第 1～ 3 
年分の登録料）の全額についても主催者に負担してもらえるものである。

　学生は，主に 3年生であることから，特定研究テーマが無いため，単に，「発明を考えてみよう」と言っ
ても容易ではないことが予測されるため，テーマの選定が大事であると考えた。
　「必要は発明の母」というエジソンの言葉がある。単に，「欲しいもの」ではなく，生活において「必要な
こと」を掘り当てられれば，それに付随してアイディアも出てくるのではないかと考えた。
　私がライフワークとして取り組んでいる福祉分野の発明とすることにした。

図 1．文部科学省等主催のパテントコンテストの概要図
出所：http://www.inpit.go.jp/jinzai/contest/patent/
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　何故福祉分野かというと，家族が障がいを得たこともあるが，統計的に見ても，高齢者で要介護（要支援）
認定者数は約 600 万人，障がい者では，身体障害者 366.3 万人，知的障害者 54.7 万人，精神障害者 320.1 万
人（2014 年）であり，国民の 1割以上は何らかの支援が必要である。
　そこで，学生にも，このような「ハンディキャップを持つ人」に思いをはせてもらうこととし，自分達が
学んでいる技術を組み合わせて，社会に役立つものを考えることとした，テーマは「ハンディキャップのあ
る人のための発明」とした。
　なお，ハンディキャップのある人のための発明については，「アクセシビリティ補助機器」として，マイ
クロソフト元社長ビル・ゲイツにより紹介されており，学生にも紹介した（※別添資料１　1997 年 8 月 13
日のプレゼンテーション）。

課題の流れ

　平成 26 年度の前期 15 回講義では，第 1～ 10 回は，理系学生にとって重要な特許及び実用新案法，第 11
～ 13 回で，意匠法・商標法，著作権法，不正競争防止法を各 1回ずつの講義とした。講義と平行して，段
階的な 5回の課題を学生に課した。
　課題 1の特許調査，課題 2のアイディアシート，課題 3の発明提案書までは，個人での課題とし，課題 4
のプレゼン用スライド及び課題 5のパテントコンテスト応募書類作成はグループでの課題とした。
　このため，課題 3以降はグループワークとなるため，グループディスカッションの時間を取った。グルー
プワークとしたのは，平成 26 年度は，科目履修者が 3クラス合計約 120 人と多数であったためである。グ
ループワークでは，3人で 1グループを作り，グループ内で自分達の発明を紹介し合い，グループで 1つ発
明を選び，選ばれた発明についてプレゼン用スライドを作成し，パテントコンテスト応募書類を作ることに
なる。
　
■5回の課題の流れ
　課題１　　　　特許調査
　課題２　　　　アイディアシート
　課題３　　　　発明提案書（個人）
　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　グループワーク
　　　　　　　　　　　　↓
　課題４　　　　プレゼン用スライド（グループ）
　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　プレゼンテーション（授業　第 14，15 回）
　課題５　　　　パテントコンテスト応募書類（グループ）

　各々の課題の内容は下記の通りである。
■課題１
　テーマ　「ハンディキャップ」を解決するためのアイディアについて，従来技術にはどのようなものがあ
るかを調べる。
　自分の関心のあるテーマについて，従来の技術を調査する特許調査を行う。特許調査は，工業主有権情報
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館及び特許庁が提供する特許調査サイト（平成 26 年は，特許電子図書館（IPDL）であったが，平成 27 年
度からは，特許情報プラットホーム（JPlatPat　※別添資料 2）に変更された）で行う。
■課題2
　従来技術を改良したアイディアを作成し，アイディアシートにまとめる（※別添資料 3　課題見本）。
■課題3
　特許調査及びアイディアシートに基づいて，いよいよ課題の山場となる発明提案書を作成する。これは，
実際の研究開発者が実際に，発明申請をするときのものと同様である。なお，書式は，パテントコンテスト
の発明届出書の書式と同様とした。
■課題4
　選ばれた発明提案書の内容について，プレゼンテーションを行うためのスライドを 6枚のスライドを作成
する。授業 14，15 回目で，グループごとにプレゼンテーションを行った。
　課題 5では，課題 3について，担当講師からの個別指導を受けて，グループで協力して，最終的なパテン
トコンテスト用応募のための書類作成をする。

課題及びパテントコンテスト結果について

　ハンディキャップに関する発明は，特許調査をすると，義手義足，パワーアシストロボット，言葉を話す
ことができない人のための意思伝達装置，視覚の不自由な人のための杖，発達障がいの人用の端末など非常
に多数ある。
　学生達の発明は多岐に渡り，自分自身が骨折して松葉杖をついた経験から生まれたもの，自分が目が弱い
ことから生まれたもの，家族で手が不自由だったり，高齢の家族が記憶力低下のためのものなど，身近な人
のために考え出された発明が色々と出てきた。
　ただ全体的に言えることであるが，アイディア自体は良いが，発明提案書を書くことが初めてということ
もあり，内容的に技術内容を図面と文章で説明が特許申請のレベルとしては情報不足である学生が多かった。
このため，個人的な指導添削の時間も取った。
　パテントコンテストの結果は，平成 26 年度本学からは，39 組応募し，そのうち 2組出願支援対象として
入賞することができた。パテントコンテスト応募総数は，大学生部門では，171 組，そのうち 13 組の中の 2
組入賞，また，日本大学では初のパテントコンテスト入賞とのことである。
　応募総数　494 件
　（内 訳）大学部門　170 件
　高専部門　107 件
　高校部門　217 件
　・点字時計のための表示装置（池淵竜太）
　・車椅子対応引戸式開閉ドア（梅田礼男ほか 2名）
　参照先：http://www.inpit.go.jp/jinzai/contest/patent/patent201412.pdf
　なお，池淵君はグループとしても応募したが，アイディアが良かったので個人としても応募をした。
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　入賞した池淵君及び梅田君は，夫々担当弁理士と打合せしながらアドバイスを受けて，１ヶ月半という短
期間で出願書類を自ら作成し，無事に平成２７年３月に出願を終了した。梅田君の出願は，早くも 11 月に
特許査定がなされたとのことである。

終わりに

　平成 27 年 1 月 26 日に，文科省，特許庁，弁理士会，INPIT 主催のパテントコンテスト表彰式がイイノ
ホールカンファレンスセンターで開催された。パテントコンテスト委員である元宇宙飛行士の毛利衛さんか
らもお言葉があった。受賞した全国の高校，高専，大学の学生達が多数集まった。
　パテントコンテスト主催者から，「今年は，新規大学が 7校あり，自分もシニアになるので，福祉系の発
明が出てきたのは嬉しいこと」というコメントも頂いた。
　知的所有権法は，選択科目の一つではあるが，このような課題を通して，学生が自分のテーマを深めて探
求しながら，知財マインドが育っていってくれると良いと思う。

図 2．パテントコンテストで表彰されている様子

図 3．パテントコンテスト表彰された全国から集まった学生達
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※１　ビルゲイツプレゼンテーション（http://www.prop.or.jp/flanker/18/18-03.html）
　「ハンディキャップをもっている人の力となれば万人の力となれる」

　米国マイクロソフト会長　ビル・ゲイツ 

　私たちは日々いろいろなものから恩恵をうけて生きています。その中で私がとりわけ感謝しているものの
1つは眼鏡です。 
　ハンディキャップと言えるかどうかわかりませんが，私にも一生治らないであろうハンディキャップがあ
ります。それは私の視力です。幸いなことに私のハンディキャップは軽度で，眼鏡さえあれば簡単に矯正す
ることができます。
　もちろんこんな軽いハンディキャップを，多くの方々が背負っている重度のハンディキャップと同様に扱
うつもりはありません。 
　私がここで言いたいのは，私たちのこんな身近にある眼鏡は一種の「アクセシビリティ補助機器」だとい
うことです。眼鏡のおかげでたとえ視力が悪くても何でも見ることができます。同じように脚の不自由な人
にとっての車椅子も，視覚障害がある人にとってのエレベーターのチャイムもやはり補助機器です。ハンデ
ィキャップを抱えている人が自分のまわりの世界により簡単にアクセスできるようにする道具が，アクセシ
ビリティ補助機器なのです。 
　・・・こういったなか，私にはハンディキャップをもっている方々の介助を支援するのは当然のことのよ
うに思われるのです。もし眼鏡が発明されなかったら，私を含めた何百万人もの人達が，そして社会全体が
どうなっていたか想像してみてください。 
　眼鏡のようなアクセシビリティ補助機器が発明されると，それを利用する本人だけではなく周りの家族や
友人，しいては社会全体が豊かになれるのです。一つの発明が直接的にも間接的にも社会を潤すことがある
のです。 
　このようにハンディキャップを背負っている方々を支援する設備や規則が設けられた結果，予期せぬ人々
にまでその恩恵が及ぶこともあるのです。」
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※２　JPlatPat
　https://www.jpo.go.jp/torikumi/chouhoyu/chouhoyu2/tokkyo_platform.htm
　特許情報プラットフォーム（英語名：Japan Platform for Patent Information，略称：J-PlatPat）
　 　特許情報について，高度化，多様化するユーザーニーズに応えるべく，「特許電子図書館」を刷新し，
新たな特許情報提供サービス「JPlatPat」を平成 27 年 3 月 23 日より提供されている。

　　特許，実用新案の他，意匠，商標についても検索方法が可能である。

図 4．JPlatPat の検索画面例

日本大学FD研究　第4号　101－109　2016

─ 107 ─



※３　課題１
　■課題１　特許調査
　・テーマ： 「ハンディキャップ」を解決するためのアイディアについて，従来技術にはどのようなものが

あるかを調べる。自分自身または家族などで，生活上不便を解決するためのアイディアを考え
る。

　１．関心のあるハンディキャップを見つける。
　例）
　感覚器官：　色弱　弱視　難聴　老眼　
　手　　足：　握力が弱い　足が不自由　手が不自由　
　知　　的：　LD　集中力欠如　記憶力　視覚優位　聴覚優位　言葉が不自由
　２．関心のあるハンディキャップについての発明が無いかを JPlatPat で調査する。
　「公報テキスト検索」でキーワードを入れて探す。
　・キーワードの入れ方
　例）言葉が不自由…意志伝達装置
　　　足が不自由…義足
　自分の考えていたハンディキャップを解決する技術に近い関連公報を 1件選び，発明のポイントをＡ 4用
紙１枚にまとめる。関連公報のフロントページも添付すること。

　・第１回課題の見本
　１．自分が関心を持つハンディキャップ
　　　知り合いに色弱の人がおり，特に赤色のものが見難いという話を聞いた。
　２．特許調査
　　　キーワード（色弱）ｘ（信号）
　　　件数　109 件
　３．従来技術
　　　【公開番号】特開 2006 － 79390（P2006 － 79390A）
　　　【公開日】平成 18 年 3 月 23 日（2006. 3. 23）
　　　【発明の名称】一灯で多くの指示を出す交通信号
　４．概要
　　　 　3 色の単色ＬＥＤを使用し，各々を正三角形の頂点の位置に各々の色のＬＥＤの配置位置を作り，

その中に 3色のＬＥＤを丸形，3角形，バツ印形，矢印形，人形などが作られる位置に配置することで，
1灯の交通信号で形と色を使って交通の指示を行うものである。
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図 5．公報フロントページ例
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　本稿は，平成 24 年度に採択された日本大学理事長特別研究「日本大学における eラーニングの戦略的活用の
研究」第 2回公開シンポジウム「高大連携，入学前教育，学部教育，そして，大学院教育における eラーニング
の必要性とパイロットプログラムによる実証的研究」（日本大学通信教育部 61 講堂において平成 27 年 1 月 24 日
（土）に開催）の概要を中心に述べたものである。当該研究は，日本大学における学部や付属高等学校等から 48
名の教職員の参加を得て，eラーニングによる学修システムの検討，学部教育・入学前教育向けの eラーニング・
コンテンツの開発，学部教育・入学前教育に関しての総合的研究を実施した。
　この第 2回公開シンポジウムでは，学部授業としての eラーニングに関して，日本大学法学部における法律系
専門基礎科目としての憲法に係る教材開発，入学前教育としての eラーニングに関して，日本大学商学部にお
けるTOEIC 対策英語教材，政治経済の基礎としての憲法及び商業経済系の数学の教材開発，さらに，学修管理
システム（LMS）の現状と課題，日本大学における eラーニングの可能性についての報告並びに質疑が行われ，
研究代表の福田弥夫日本大学法学部教授（日本大学通信教育部長）が全体の総括を行った。
　大学設置基準上，通学課程では卒業に必要な 124 単位のうち 60 単位までを，通信教育課程では卒業に必要な
単位の全てについてインターネットを利用して修得することが可能であり，eラーニング活用の可能性を探るこ
とは重要であろう。また，学部等ごとに分散したキャンパスを有する日本最大規模の総合大学である日本大学に
とって，eラーニングの有効活用は極めて重要であると思料する。

　キーワード：eラーニング・コンテンツ，入学前教育，LMS，教育の「オープン化」

＊E-mail: yasufukuda@nifty.com 投稿：2015年12月16日　　受理：2016年1月19日

日本大学におけるeラーニングの戦略的活用に関する研究
─日本大学理事長特別研究公開シンポジウム開催報告─

活動報告

１）日本大学理事長特別研究（eラーニングの戦略的活用の研究）研究代表者， 
２）日本大学理事長特別研究（eラーニングの戦略的活用の研究）研究員， ３）日本大学通信教育部，日本大学法学部， 
４）日本大学通信教育部， ５）日本大学法学部， ６）日本大学商学部， ７）日本大学本部学務部（現・日本大学文理学部）， 

８）商法，高等教育研究， ９）政治学，高等教育研究， 10）憲法，高等教育研究， 11）英語，高等教育研究， 
12）論理学，高等教育研究， 13）経済統計学，高等教育研究， 14）文学，高等教育研究， 15）地球科学，高等教育研究， 

16）高等教育研究（大学アドミニストレーション）

福田弥夫＊１），３），８）， 関根二三夫２），４），９）， 池田　実２），５），10）， 成毛信男２），６），11）， 鬼頭俊泰２），６），８），
竹村　亮２），６），12）， 芝村　良２），６），13）， 佐藤健一２），６），14）， 山添　謙２），６），15）， 大嶽龍一２），７），16）

はじめに

　日本大学では，eラーニングを今後どのように活用して行くべきなのか。この検討が本研究の目的である。
ICT技術の発展は我々の予想をはるかに超えるスピードで進み，この技術を高等教育機関がどのように活
用していくかについては，各大学がそれぞれ検討を進めている。そして，多くの大学では既に正規の教育課
程に eラーニングを取り入れ，一定の効果を上げていることが公表されている。
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　日本大学では，既に通信教育部と大学院総合社会情報研究科（通信制大学院）において eラーニングを展
開し，受講生の評判も良いが，通学課程においては eラーニングの導入が進んでいなかった。また，高大連
携教育や高大接続教育の実施に際しても，全国各地にある付属高等学校等との連携は難しく，付属高等学校
が近接している学部でのみ行うことが可能であるという問題点があった。さらに，入学前教育に関しても，
全国の早期入学決定者が大学へ直接赴いて受講することは難しく，特定の課題を提示して小論文を作成する
などの方策をとるなど，極めて限定的な範囲でしか実施できなかったのが現状であった。これらの問題点を
克服し，早期入学決定者に対して入学前教育を実施する手法として考えられたのが eラーニングである。
　試行テストとしてのパイロットプログラムの目的は，問題点を探し出し，それへの対応策を考えるところ
に主眼があり，当初から 100％は求めてはいない。オンデマンド型の eラーニングでは，コンテンツの作成
が重要である。これまで通信教育部が蓄積してきたノウハウを生かしてTOEIC のコンテンツ作りに当たっ
たが，著作権の処理の問題などの課題が浮き彫りになり，3年目にはようやく完全に自前でコンテンツを作
成することができた。しかし，教員にとってかなりの負担となったことは確かである。このコンテンツ作成
の経験を生かし，「政治経済の基礎知識」や「商学・経済学を学ぶための数学」のコンテンツを若手教員が
作成した。これらは直ちに入学前教育に利用された。また，法学部の教員によって学士課程の授業に利用す
る目的で「憲法Ⅰ（人権）」のコンテンツが作成された。いずれのコンテンツも教員の献身的な協力によっ
て実現できたものである。さらに，通信教育部がオンデマンド教材として保有していた「日本大学の歴史」
を修正し，新たにナレーションの吹替えを行い，大学のホームページを通じてオープンコースウェアとして
提供すると同時に，付属高等学校等の生徒に視聴してもらい感想を求めた。その結果，高大連携教育のコン
テンツとしても十分に利用できることが分かった。
　パイロットプログラムによって，オンデマンド型のコンテンツが入学前教育に十分な効果があることは証
明されたが，通学課程の教育にどのように導入して行くかは検討課題として残されている。オンデマンド型
コンテンツの正規の授業への活用はもちろんのこと，予習や復習の教材としても十分な効果があると思わ
れるが，アクティブラーニングの展開とも歩調を合わせて，さらに研究を進めてゆく必要があると考えて
いる。
　オンデマンド型のコンテンツの利用には，LMSを活用した学修支援システムとの連携が必要不可欠であ
り，対面学習と融合させた形での “日本大学型 eラーニングシステム” の構築に向けて，さらに学部や付属
高等学校などとの協力体制を確かなものとすることが重要であろう。日本大学教学戦略委員会教育支援プロ
グラム検討ワーキンググループが検討・提案しているグローバル化対応のための多言語による授業科目等で
構成する「全学共通教育プログラム」（仮称）の実現や学部横断型総合教育の展開のためにも，eラーニング
は有効な学修・教育手法であり，本理事長特別研究の成果は，今後の積極的な展開に向けての第一歩となっ
たことは確かである。

1．学部授業としての eラーニングの開発
池　田　　　実

1－ 1　プログラム開発の目的
　報告者は，自身の担当する日本大学法学部（第一部）における必修科目「憲法 I（人権）」の eラーニング・
プログラムを開発し，これを当該科目履修者の任意的かつ補完的な利用に供することで，その利用状況及び
成績への影響を調査して，学部授業としての eラーニングの展開可能性を探ることとした。
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1－ 2　プログラムの内容
　開発したプログラムは，シラバス記載の授業計画（日程）に従い，スタジオで収録した全 30 回分（1回
70 分前後）の講義動画と板書相当分のパワーポイント映像をオンデマンド配信するものである。

1－ 3　プログラム作成の経緯

1 － 3－ 1　著作物の利用承諾
　教科書（池田実『憲法』嵯峨野書院，2011 年）の版権を有する出版社に対して，eラーニング・プログラ
ムの趣旨を説明し，平成 26 年 5 月 26 日付で，無償利用の承諾書を得た。
1 － 3－ 2　講義動画の収録
　平成 26 年 6 月 2 日から平成 26 年 7 月 28 日にかけ，日本大学通信教育部のスタジオにて，LMS業者のデ
ィレクションのもと，講義動画の収録を行った。
　夏季休暇期間を挟んで，9～ 10 月に仕様の修正等を行い，講義動画のアップロードを完了した。

1－ 4　プログラムの通知・提供
　平成 26 年 12 月 1 日，講義動画の配信開始と利用方法を通知し，その後の授業においても計 2回説明を行
い，積極的な利用を呼びかけた。

1－ 5　プログラム提供後の後学期末（学年末）試験の結果
　後学期末（学年末）試験の結果については，2年次生以上の再履修者のうち，講義動画を一定時間以上視
聴した者は全員合格し，1年次生は 64 名中 63 名が合格している（全履修者の試験合格率は 80％）。初めて
の試みで比較の対象を欠くため，eラーニングの利用が成績向上にどの程度寄与したのかは定かではないが，
成績優秀な者や勉学意欲旺盛な者ほど eラーニングの利用に積極的であるということはできそうである。

1－ 6　開発における課題及び今後の展開可能性

1 － 6－ 1　開発における課題
（１ ）今回は，開発者自身の単著を教材としたため，著作権の問題は生じず，比較的容易に無償利用の承諾
を得ることができた。しかし，法律専門科目の授業で一般に用いられる教科書には，著名研究者の単著
や共著が用いられることが多く，他人の著作物を用いれば，ときに膨大な利用料金が発生することとな
るため，いかにして教材のオリジナル化を図るかが大きな課題となろう。

（２ ）本プログラムのように，講義映像を録画・録音したものをパワーポイント画面と組み合わせた動画は，
ICレコーダ等民生機器を用いて講義担当者自身が作成することも可能である。できるだけ講義担当者自
身が作成することで，コスト削減を図る必要がある。

1 － 6－ 2　今後の展開可能性
（１ ）欠席回の講義を後日視聴したり，復習や期末試験対策の学習をするために，対面授業を補完する目的
での利用を拡大することで，学生の成績向上につなげることができよう。

（２ ）再履修者，日本大学保健体育審議会の学生，社会人（有職者），そのほか，「対面授業に出てくる」こ
と自体に制約や困難のある学生に限定してフル・オンデマンド授業を提供することにより，効果的な学
修支援が可能となろう。

（３ ）全教員について，初回授業（授業案内）分のみの講義動画を作成・配信することで，初動における学生の
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「乗り遅れ」を防止することができるであろう。
（４ ）2 単位 15 コマのうちの 1回分程度につき，対面授業に代わる eラーニング・コンテンツを提供するこ
とで，対面授業と変わらない学習効果を確保しつつ，国民の祝日等の関係で実質的に無理のない学事暦
の設定が可能になるであろう。

2．TOEIC 対策英語教材開発の報告
成　毛　信　男

2－ 1　TOEIC 教材開発ワーキンググループは，次のような活動を行った。
１　2013 年 9 月 30 日における確認事項
　１）　2014 年 10 月までにTOEIC のプログラムを完成させる。
　２）　問題は，自前のものを作成する。
　３）　講座は，1回 30 分程度，15 日分を作成する。
　４）　目標点数は，350 点。
　５）　問題は，メーリングリストに送り，メンバー全員で共有し，検討する。

２ 　2013 年 10 月 17 日に成毛から全体の方向性に関する資料がUSBで配布された。資料は，パートの内容，
問題例や問題作成に必要な 300 枚ほどの写真などであった。

３　2014 年 3 月 9 日現在の問題作成者と問題数（資料 1参照）
　この表を見る上での注意点は，パートによってその文章の量が大幅に異なるという点である。たとえば，
パート 7などは，数百語の英文を用意せねばならない。それに対して，パート 1などは，1つの写真につい
て 4つの文章を作るだけでよい問題となっている。2014 年 3 月 9 日以降，プログラム全体に使用する十分
な数の問題を全員で作成した。

４　2014 年 6 月の段階で講座の構成と 3名の解説担当者が決定された。

５　2014 年 11 月 10 日に業者とビデオの収録日を決定した。

６ 　2014 年 12 月 19 日の段階で，業者がプログラムの編集を行い，ネットに完成したファイルをアップロ
ードした。そのファイルをワーキンググループのメンバーが見て，微調整を行った。

７　プログラムは，2015 年 1 月 10 日から 3月 20 日まで使用された。

2－ 2　今回のプログラムの特徴
１　全問題がオリジナルな問題である。
２　解説者が 3名になった。前回は，成毛 1名であった。
３　全体的に問題の難易度を下げることができた。
４　1回の学習時間を 30 分程にして，個人学習により適したものにした。
５　15 日目に「TOEIC を超えた世界」を設け，TOEIC の学習が最終目的ではないことを伝えている。
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2－ 3　受講生によるプログラムの評価
　「全体としてこのプログラムは，役立った」という設問

　「強くそう思う」が 15％であり，「そう思う」が 52％である。その合計は 67％で，否定的な回答の総数は，
8％に止まった。従って，このプログラムは全体的に学生の役に立ったと考えられる。

資料 1　完成問題数とその作成者

資料２　解説担当者

　2013 年 6 月の段階で講座の構成とパートの解説担当者が次のように確認された。

　　1　Introduction と Part 1　成毛
　　2　Part 1　岡部
　　3　Part 1　岡部
　　4　Part 2　金指（2014 年 10 月から中村）
　　5　Part 2　金指（2014 年 10 月から中村）
　　6　Part 2　金指（2014 年 10 月から中村）
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　　7　Part 3　金指（2014 年 10 月から中村）
　　8　Part 4　岡部
　　9　Part 5　岡部
　　10　Part 5　岡部
　　11　Part 5　岡部
　　12　Part 6　金指（2014 年 10 月から中村）
　　13　Part 7　金指（2014 年 10 月から中村）
　　14　ハーフテスト
　　15　ハーフテストの解説とまとめ（TOEIC を超えた世界）成毛

〔成毛の担当する解説〕
　　1日目　Introduction と Part 1
　　4日目　Part 2
　　7日目　Part 3
　　8日目　Part 4
　　9日目　Part 5
　　12 日目　Part 6
　　13 日目　Part 7
　　15 日目　ハーフテストの解説とまとめ（TOEIC を超えた世界）

3．入学前教育としての eラーニング教材「政治経済の基礎知識」開発
鬼　頭　俊　泰

3－ 1　はじめに
　「政治経済の基礎知識」は，高等学校における社会科の 1科目としての政治経済から離れ，より身近な問
題として政治や法律，経済について関心を持たせることで，大学入学後，社会科学系科目を受講するにあた
ってのモチベーションを高めることを目標としている。また，基礎的な考え方や一般常識として知っておく
べき言葉などを平易に解説することで，大学の授業への抵抗感を減らし，スムーズに適応できることを期待
している。高等学校在学時に政治経済を選択しなかった学生には，最低限の知識としての制度や用語，考え
方を理解する機会として，また，選択していた学生にはそれらの再確認をする機会として活かすことができ
る。

3－ 2　憲法分野の教材開発

3 － 2－ 1　教材の概要
　「政治経済の基礎知識」（憲法）は，全 3回で構成されており，さらに各回は，導入映像・問題・解説映像
の 3部構成となっている。このように重要な点を繰り返し解説することで受講生の知識の定着を図るととも
に，正しい知識や学術的な定義を学ぶことが大学生としての学習・研究の基礎として重要であることを認識
させる狙いがある。
　大学における各科目の授業が初学者の受講を念頭に置き，十分に基本的なところから解説されていること
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を考慮すれば，本教材によってそれらを事前に先取りして学ぶ必要性は低い。あくまでも大学の授業への橋
渡しの役割と位置づけ，自発的に関心を持って受講する科目を選んだり，必修授業に取り組んだりするきっ
かけとなるように，各分野の構成を工夫している。

　「政治経済の基礎知識」（憲法）は，高校生時代に政治経済を選択していない生徒であっても，大学生であ
るならば備えておくべき，いわば一般常識としての憲法を，概括的に学習できる内容とした。そのため，問
題パートについては，選択肢を用いた正誤を問う問題や，正しい組み合わせを問う組み合わせ問題など，比
較的短時間で回答可能な問いを設定し，なるべく繰り返し回答してもらうことを念頭に教材を作成している。

3 － 2－ 2　教材作成の手順
　教材の作成に当たっては，概ね以下のプロセスに従い作成した。すなわち，①他教員（とりわけ他の政治
経済教員）間での打ち合わせ，②各回講義内容の設定，③練習問題（各回 10 問× 3）の作成，④導入映像（約
10 分× 3回分）の撮影，⑤解説映像（約 10 分× 3回分）の撮影，⑥映像に合わせるパワーポイントデータ
の作成，である。

（Glexa クラス内表示画面） （導入及び解説映像表示画面）

（練習問題表示画面）
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3 － 2－ 3　今後の課題・修正すべきポイント
　今後の課題や修正すべきポイントとしては，①画像，映像，パワーポイント，アニメーションなど，視覚
的に利用者を引き込む作り込みが必要であること，②受講順序・受講期間などを工夫することで利用者の利
用を一過性にしないこと，③Glexa 内の他教材との連携に加えて，実際の対面講義との連携も模索していく
必要があること，などである。

3－ 3　結びに代えて
　本項では，政治経済 e-learning 教材（憲法）につき，概要，教材作成のプロセス，今後の検討課題に分け
て紹介・検討を行った。
　憲法教材の受講者数については，同時期に提供されていた他科目の教材と比べても比較的多く，初学者で
も受講し易くするという教材作成趣旨が一定程度達成されたと評価できよう。
　受講後のアンケートについても，回答者全体に占める（教材作成趣旨からすると）肯定的意見が全体の過
半数を超えている。なお，教材難易度とは視点が異なるが，教材作成者の技術改善の必要性を認識させる意
見もあった。
　近時，入学後の大学生にアクティブラーニングを促進させる観点から e-learning 教材の活用の必要性が指
摘されている。ただ，上記のとおり，通常の大学講義と e-learning 教材とでは，仮に取り扱う内容が同じよ
うなものであったとしても，教材の内容・作り込み（大学講義においては講義内容）や講義の進め方・見せ
方についてもそれぞれの特徴に合わせて作り分けをする必要があり，受講者の学修環境や目的に合わせて使
い分けることが必要となろう。

4．商学・経済学を学ぶための数学
竹　村　　　亮　・　芝　村　　　良

4－ 1　教材作成方針
　事前準備として，日本大学商学部における数学関連科目の過去 3年間の受講生の成績及び日本大学付属高
等学校等統一テスト「数学」の得点分布の分析を行い，次のことを確認した。
　・ 数学関連科目の成績には，早期入学決定者と一般入試「地歴公民」選択の学生との間に統計的に有意な
差はない。

　・ 大学入学後の早期入学決定者の成績は，入学時点における数学能力とは相関関係がなく，その多くが良
好な成績を修めている。

　これらのことから，日本大学商学部の学生は，とくに数学ができないわけではないことがわかる。しかし
ながら，現実には，日本大学商学部の学生は，数学関連科目を避ける傾向がある。そのため，本教材の作成
方針を次のように設定した。
　「商学・経済学を学ぶ上での数学の重要性に気付かせ，高校数学の自発的な復習を促す。また，入学後の
数学関連科目の積極的な受講を促す。」

4－ 2　教材概要
　「商学・経済学を学ぶための数学」は（1）と（2）から成り，（1）では，経済学やファイナンスに必須だ
がつまずきやすい「変化率とグラフの読解」を中心に，また（2）では，苦手意識をもつ学生が多い「ロジ
カルシンキング」を中心に作成した。
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　教材の作成に当たっては，具体的な経済・金融・経営のデータ，商学・経済学に関連する身近な問題を取
り上げることに留意した。また，練習問題を解きながら進めていく eラーニング型の教科書を意図して教材
を作成した。通常の試験形式の教材では，受講者がすべての問題を連続して解き終わった後に，解答と採点
結果が表示される。したがって，試験形式の教材は受講者の達成度を測るために用いられる。それに対して，
教科書形式の本教材では，1問ごとに解答とその解説が表示されるように設定してある。したがって，1問
ごとに問題の思考過程を覚えているうちに解答と解説を確認でき，受講者の独学に適した教材となっている。

4－ 3　さらなる eラーニングの活用に向けて
　eラーニングは既に社会に浸透し，大学教育においても重要な教育ツールの一つとして定着している。日
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本大学においても，今後は，入学前教育のみならず，通常の授業等に対しても eラーニング教材の充実が求
められていくものと思われる。eラーニングの利用法について，少し考えてみるだけでも，次のようなもの
が挙げられる。
　（１）授業中の任意の時間に出欠をとる。
　（２）プリントや資料の配布，課題の提出を行う。
　（３）学修ポートフォリオを運用する。
　（４）授業アンケートを eラーニングで行う。
　（５）授業に必要な前提知識を eラーニング教材で提供する。
　（６）学習管理機能を用いて，学生の予習・復習状況を把握する。
　（７）定期的に行われる小テストを eラーニングで行う。

　本教材のより詳しい紹介については，近々刊行される次の報告を参照してほしい。
　　芝 村　良（近刊）「大学入学前教育のための e-learning 教材の開発と実践─商学・経済学を学ぶための

数学（1）─」
　　竹 村　亮（2015）「LMS glexa を用いた論理学 e-learning 教材の開発」『総合文化研究』，日本大学商学

部
　　服 部訓和（近刊）「LMSの導入と評価：日本大学における eラーニングの戦略的活用の研究（商学部パ

イロットプログラム）」

5．学修管理システム（LMS）の現状と課題─日本大学商学部におけるGlexa 利用報告─
佐　藤　健　一

　理事長特別研究（eラーニングの戦略的活用の研究）パイロットプログラム・スタッフ（以下，スタッフ
と記す）が担った「入学前プレ講座」の実証実験は，平成 27 年 1 月 9 日に日本大学商学部がコンテンツを
アップロードして開始した。次いで日本大学法学部（前年度から参加）が開始し，そして，当年度から参加
した日本大学国際関係学部及び日本大学通信教育部が開始して，平成 27 年 3 月 20 日に終了した。早期入学
決定者（推薦入試合格者で入学手続き完了者）を対象とする eラーニングの受講者総数は約 1600 名である。
　本パイロットプログラムが「入学前プレ講座」を eラーニングで実施した理由は，受講者が北海道から九
州まで全国に及ぶからである。遠隔地に分散する学部キャンパスを結ぶ「全学共通教育プログラム」（仮称）
の実践に向けた実証実験を兼ねていたことは言うまでもない。
　LMSは Glexa を用い，コンテンツの作成は日本大学商学部のスタッフ教員がカスタマイズして行った。
Glexa の開発業者VERSION2 によりテキストと動画の合成・編集のサポートを得たが，次節の一覧表の「数
学（2）」は，板書を用いた講義動画の「自撮り」部分とテキスト部分との編集を制作者自身が「自力」で行
った（上記「4．商学・経済学を学ぶための数学」参照）。Glexa の「使い勝手のよさ」を一結論とする本稿
で特記しておきたい事柄であり，コンテンツ制作をめぐる「費用対効果」の点で注目したい。

5－ 1　eラーニング授業科目群（教材メニュー）
　Glexa では，eラーニングの授業科目群（教材メニュー）を「クラス」と呼んで分けている。日本大学商
学部スタッフと日本大学法学部及び日本大学理工学部のスタッフが開発した「クラス」とそのコンテンツ制
作者を一覧しておく。
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　　【クラス】 【コンテンツ制作者】（所属特記以外は商学部）
　　受講の仕方 竹村　亮
　　TOEIC 講座（15 回） 成毛信男，トーマス・ロックリー（法学部）
　　 岡部玲子（法学部），中村文紀（理工学部）
　　政治経済の基礎知識・憲法（３回） 鬼頭俊泰
　　政治経済の基礎知識・政治学（３回） 井手康仁
　　政治経済の基礎知識・経済学（３回） 大木良子
　　商学・経済学を学ぶための数学（1）（３回） 芝村　良
　　商学・経済学を学ぶための数学（2）（３回） 竹村　亮
　　全コース修了確認（アンケート） 山添　謙，服部訓和

5－ 2　LMSの選定
　通算 3年間で行った理事長特別研究（eラーニングの戦略的活用の研究）を開始した当初の 2年間は，
「TOEIC 講座」クラスのみであった。初年度の研究開始から終了までの時間が不足したため，コンテンツ制
作の専門業者に委託する割合が高くなった。その結果，著作権が業者に帰属することとなり，それが最大の
反省材料となった。しかし，業者への委託の度合いが高かった 2年間は，スタッフがコンテンツの制作手順
を学ぶ２年間だったと考えるなら，大きな収穫であったといえる。
　スタッフは，2年度目から「自前」のコンテンツ作成を試みることとした。LMS選択の基準は，次のと
おりである。①コンテンツ作成とデータ管理における「使い勝手のよさ」，しかも，②「廉価」であり，③
著作権が日本大学に帰属すること。概ね，以上の 3点である。
　研究開始 2年度目の平成 25 年，日本大学理工学部の山本寛教授（現・日本大学理工学部長，本理事長特
別研究・研究員）より同学部では教員個々が様々な LMSを活用していることを伺い，同学部を佐藤が訪ね
て，自主的な LMS研究グループの報告を聴講できた。この場を借りて山本日本大学理工学部長と研究グル
ープ教員の皆さまにお礼申し上げる。本理事長特別研究にはその他のご協力も得ていることを申し添えたう
えで，こうした様々な研究協力を通じて，スタッフはコンテンツ開発からLMS稼働までの実証実験において，
上記①～③の基準を満足させる LMSとして Glexa の活用を決定した。

5－ 3　パイロットプログラム「入学前プレ講座」実証実験
　Glexa 経由で届く質問や日本大学商学部にEメール・電話で直接届く質問等には，日本大学商学部の教員
スタッフが学部を超えて対応した。理事長特別研究の研究費による共同研究だから当然のことではあるが，
スタッフによる無償の対応である。入学前教育は年度末の試験や採点・入試業務その他で多忙な時期に重な
るため，スタッフの負担は決して小さくはなかったが，PC操作に関する初歩的な質問等はともかく，熱心
に取り組んでいる受講者からコンテンツに関する質問が届いたことはスタッフ一同の喜びともなった。
　Glexa にアクセスしたがコンテンツ稼働せずといった何通かの共通する問合せには「お知らせ」記事の追
加掲載によって対処できた。また，LMSを稼働させることにより学修進捗状況をリアルタイムで把握して
個々に学修を促すことが可能となった。前年度は業者への委託の度合いが高かったため，委託業者から学修
進捗状況のデータを取り寄せ，受講者が所属する日本大学付属高等学校の進路指導教諭宛てに学習促進への
協力を依頼する文書を作成して郵送した。これを振り返れば，教育機関が LMSを導入することによってリ
アルタイムのデータ取得とその活用，すなわち，学修指導に要する時間の短縮・労力の減少に大きな効果を
発揮することを改めて実感した。
　仮に，こうした eラーニングによる入学前教育に日本大学の全学部が参加した場合でも，質問等への対応
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専門要員として学部内に入学前教育運営委員会を組織するなら，極めて少数で対応可能であると推測する。（e
ラーニングを活用したアクティブラーニングを想定するなら，コンテンツ作成は科目担当の教員が行い，学
修指導・データ管理も当該教員によって行われ，質問等への専門対応要員は不要である。ただし，教員が自
由に使える「使い勝手」のよい LMSが全学的に導入された場合に限る。「全学共通教育プログラム」（仮称）
として開講される授業科目の場合は，当該授業科目の運営方法によって対応が異なるであろう。）

5－ 4　LMS・Glexa をめぐる課題
　理事長特別研究の採択が 6月，LMS契約が早くて夏季休暇期間の直前，予算執行終了が 2月下旬であり，
コンテンツ制作の時間が不足気味であった。また，実証実験が行われるのは１月上旬～ 3月下旬であり，早
期入学決定者が受講終了後，4月になって LMS データの解析に入るとき，LMSの契約期間が満了となって
いる。そこで，スタッフはVERSION 2 から教員アカウントによるログインを 4月以降も継続して可能とす
るサービスを受けた。さらに，同サービス期間に学部在籍の学生たちの協力を得ながら，より良いコンテン
ツにするためのメンテナンスを行った。全て LMS開発業者VERSION 2 及び製造・運営会社 CHIeru のサ
ービスに頼らざるを得なかったことを（両社のサービスに謝しつつ）最も大きな課題として挙げなければな
らない。
　Glexa 自体の課題は，これをスタッフ自らカスタマイズしてみることで何点か挙げることができるが，こ
こでは課題を個々数え挙げるよりも，提言として，日本大学と（とりあえず，ここでは）Glexa とで LMS
プラットフォームの共同開発に向かう方が，最終的に廉価で品質を上げる可能性が高いことを述べておきた
い。eラーニングのようなメディアは費用をかければ日本大学の外部に向けても商品価値が生じる高度のコ
ンテンツが開発可能であるし，冒頭に記した「数学（2）」の実証実験で明らかになったように，収録マイク
3,000 円の費用で開発可能なコンテンツで足りる場合もあるからだ。「使い勝手」がよく「廉価」で導入可能
な LMSがあれば，日本大学の教職員は自前のコンテンツ制作に向かうであろう。
　より詳細な効果測定については，次章の担当者にゆずる。

6．日本大学商学部におけるパイロットプログラムの実施と結果分析
山　添　　　謙

6－ 1　日本大学商学部におけるパイロットプログラム
　パイロットプログラムとして平成 25 年度及び平成 26 年度入学者を対象に実施された入学前教育の概要を
以下に示す。
　　入学前教育対象者：日本大学付属高等学校等推薦及び一般推薦の入試合格者
　　　平成 25 年度（2013 年度）：592 名，平成 26 年度（2014 年度）：535 名
　　入学前教育非対象者：一般，日本大学保健体育審議会推薦，外国人留学生，帰国生の入試合格者

6－ 2　入学前教育対象者の位置づけと過年度比較

6 － 2－ 1　TOEIC-IP（4月実施）の合計スコア
　英語の授業についてはTOEIC-IP の合計スコアを用いて能力別のクラス編成をしている。入学前教育対象
者と入学前教育非対称者との間の平均スコアの差は，116.25（2010 年度）→ 124.88（2011 年度）→ 102.02（2012
年度）→ 95.27（2013 年度）→ 95.10（2014 年度）と縮まる傾向にあるものの，頻度分布からは明らかに「異
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なる集団」と読み取ることができる。

6 － 2－ 2　1年次前学期（第 1セメスター）履修の専門選択科目のGPA
　日本大学商学部のカリキュラムでは，1年次前学期に，専門基礎科目のうち必修指定されている「商学Ⅰ」，
「経営学Ⅰ」，「会計学Ⅰ」，「経済学Ⅰ」（それぞれ 2単位）を履修させている。ここでは，これら 4科目を対
象にした GPA（Grade Point Average）を算出し，過年度比較を行った。GPAは，学修の質を測る指標と
されている。
　入学前教育未実施の 2012 年度入学者に比して，GPA1.00 未満の学生数は減少傾向にある。また，入学前
教育非対象者の分布に比して低い割合を占めていた GPA2.00 以上の階層では，その学生数は増加傾向にあ
ることが分かる。

6 － 2－ 3　1年次終了時の修得単位数
　入学前教育非対象のグループと早期入学決定者である入学前教育対象者との学修面での差は，2つのセメ
スターを経た 1年次終了時には前学期終了時に比べて縮小する傾向が各年次に共通してみられる。入学前教
育実施初年度である 2013 年度入学者については，20 単位以下の階層が減少傾向にあることが特徴的である。

6 － 2－ 4　TOEIC-IP スコアの 4月と 12月の比較
　1年次 12 月に 2年次のクラス編成のためのTOEIC-IP が実施される。2011 年度入学者からの 4か年を対
象に，4月実施のスコアと 12 月実施の変化を見ると，英語の単位修得を優先させるためか，あえてスコア
を低くしようとするものも少なからずみられるが，TOEIC-IP のスコアは全体として上昇する傾向がみられ
る。
　入学前教育対象者については，4月実施のスコアが 200 点を下回る階層について，12 月実施のスコアが
100 点以上上昇する者も一定数見られる。

6 － 2－ 5　小括
　入学前教育の対象者と非対象者を実施前の学年から連続して比較したが，顕著な効果を見出すことは困難
であった。これは，入学前教育の受講を奨められていても，必ずしも意欲的に学習に取り組んでいないもの
が一定数含まれることから，明確な効果を見出しにくいものと考えられる。しかし，全体として成績階層の
底上げの一端は担っているようにも見受けられる。

6－ 3　高校別の修了率比較（平成26年度）

6 － 3－ 1　調査の概要
　平成 26 年度実施の入学前教育について，LMSデータに基づく高校別の修了率の学習日ごとの推移を受講
可能者数 4名以上の高校 27 校について考察を行った。受講可能者数が多い高校は，日本大学付属高等学校
等推薦入試による受講者が多く，その他は一般推薦入試合格者の出身高校である。

6 － 3－ 2　結果
　受講可能者数が 10 名以上の高校（16 校）の場合，第 1日目に 100%近くのアクセスがあったが，日を追
うごとに修了率が減少し，最終日まで修了した者の割合は 70 ～ 80％程度であった。一方，受講可能者が 4
～ 9名の高校（11 校）の場合，最終日まで修了した者の割合が 85％を超える高校は 7校であった。
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　入学前教育は，入学決定者と学部との間の関係で行われるものと理解されるが，高校との協力関係をさら
に模索する必要もあろう。

6－ 4　まとめ
　「学習習慣の継続」を目的に行われている入学前教育であるが，LMSに記録された学習の過程は，学習者
によって多様であり，そこに一般的傾向を見出すためには更なる考察が求められる。これらの考察とともに，
入学後の学修やフォローについての検討についても今後の課題としたい。

7．日本大学における eラーニングの可能性─大学全体としての取り組みと展望─
大　嶽　龍　一

7－１　eラーニングの戦略的活用に向けて─いま，なぜ「教育のオープン化」が必要か─

7 － 1－ 1　「質的転換答申」にみる「教育のオープン化」
　いわゆる「質的転換答申」（平成 24 年 8 月，文部科学省中央教育審議会）において，「学生の主体的な学
修を支えるための教育方法の転換と教員の教育能力の涵養が必要である」とし，学士課程教育の質的転換を
説いている。そこでは，「教育のオープン化」という言葉こそ明示されていないものの，学生の主体的な学
修を促し，それを可能とするべく教員に意識改革を求めていることから，概念的に教育を「オープン化」さ
せることをも包含していると考えられる。そして，「教育のオープン化」の “手段” の一つとして，eラーニ
ングが挙げられる。

7 － 1－ 2　そもそも，日本で eラーニングは利活用されているのか
　京都大学が平成 26 年に実施した調査によると，「eラーニング又は ICT活用教育を組織として重要と考
えているか」という設問に対し，「とても重要である」「ある程度重要である」とする大学が 96.6％（内私立
大学は92.8％）であることから，eラーニング等を活用した教育を重視していることがわかる。しかしながら，
「ある程度重要である」（5～ 6割）のほうが「とても重要である」（3割程度）よりも回答比率の平均が高い
ことから，欧米や韓国などの eラーニング先進国に比べ，日本においては「意識の向上が重要であり，その
普及や導入実施については，何らかの政策的，組織的な戦略の梃入れが必要」（京都大学，2014：14）とさ
れている。
　そのことは，eラーニング等を活用した教育を重視しているとしながら，「その推進が組織のビジョンや
アクションプランや中期計画に記述されているか」との問いに対しわずか 38.8％の大学しか「書かれている」
と回答していないことからも，日本の大学においては，必ずしも推進されているとはいえないことがわかる。
設置者別でみると，特に私立大学が 29.9％（国立大学：81.1％，公立大学：42.9％）と最も低い状況にある
ことから（京都大学，2014：16），経費のかかる eラーニング等を活用した教育に関し，当該大学における
予算措置の在り様をみてとることができよう。
　そうした日本の大学における背景は，「ICT利用者のほとんどがフルタイム学生であるため，オンライン
教育やブレンディッド・ラーニングへと拡大するドライブは，これまでのところあまり働いていない」（吉
田，2014：15）ということにも起因している。この点が「オンライン教育を履修している学生の約 80％が，
フルタイム・パートタイムを合わせた被雇用者である」（吉田，2014：12）米国において，85.3％（2013 年度）
の高等教育機関がフルオンライン教育を行っている（吉田，2014：12）状況との違いである。
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7 － 1－ 3　eラーニングの戦略的活用に向けた課題
　前項でみたように，日本の大学では必ずしも eラーニングが推進されているとはいえないのであるが，そ
のことは，eラーニング等の推進組織の設置状況にもみることができる。京都大学による調査によると，「国
立大学事務局では 8割以上が何らかの推進組織を有しており，全学共通組織の比率は 70.3％という水準に
達している」のに対し，私立大学は 49.1％という状況にある。この私立大学 49.1％という状況も，前項でみ
たビジョン等の明示状況と対峙して捉えると，必ずしも推進することを目的とした全学共通組織ではなく，
情報関連業務を扱う事務部門の域を出ていないといった可能性が否めない。「日本の大学において，教員が
ICT活用教育の導入に負担感を感じることは恐らく，推進組織体制の整備が不十分という調査結果と関連
する」（京都大学，2014：28）との見解からもわかるように，eラーニングの戦略的活用に向けては，技術
的な支援のみにとどまらない一定の専門性（教育工学等）に基づく組織的な展開が可能となる全学共通組織
の設置が喫緊の課題の一つである。

7－２　日本大学において真に教育を「オープン化」するには

7 － 2－ 1　何を誰に対して何のために「オープン化」するのか
　日本大学では，教学戦略の一環として，学内外に向けた「教育のオープン化」を推進している。日本最大
規模でありかつ多くの付属学校も擁する私立総合大学である日本大学が「教育のオープン化」を捉える場
合，様々なステークホルダーに対する多様な授業科目等をあらゆる手法で展開することが求められる。教学
戦略委員会「第 3次中間答申」及び「第 5次中間答申」において示された「全学共通教育プログラム」（仮称）
の概念図では，学士課程教育を中心として，多種多様な展開を試みようとする概略的な構想が描かれている。
　しかしながら，この概念図を詳しくみると，4つの科目群を基本として構成され，それらの科目群には「ラ
ーニング・アウトカム」及び「到達目標」が明示されている。そして，科目群ごとに体系性や順次性などを
考慮してカリキュラムをデザインしていくことも明言されている。つまり，「全学共通教育プログラム」（仮
称）は，建学の精神から教育理念である「自主創造」へと続く日本大学としての一貫した教育目標を達成し，
“自主創造型パーソン” を育成するための中核的な存在として確立させるべきものであり，明確な「プログ
ラム・ポリシー」に基づくカリキュラム（授業科目群）で展開されなければならない。このように，日本大
学における教育の根幹をなすべき「全学共通教育プログラム」（仮称）は，“公開講座” でも “生涯学習講座”
でもないことから，明確に本質を見極め，組織的かつ体系的に展開することが極めて重要であるといえる。
　すなわち，何（授業科目の内容）を誰（学習者）に対して何（ラーニング・アウトカム）のために「オー
プン化」するのかを明確にしながら展開することが肝要であるといえる。

7 － 2－ 2　全学的な推進組織と高度な専門性を有する人材の必要性
　これまでみたような展開を図るには，学長の強力なリーダーシップの下で全学的な教学マネジメント体制
を構築することのできる全学的な推進組織が必要であることは，改めていうまでもない。既に 46.0％の大学
が全学的なＦＤ等教育開発推進関連組織を設置しているように（大嶽ら，2014：8），特に分散型キャンパス
を有する日本最大規模の日本大学だからこそ，全学的な推進組織が必要となる。その組織は「Ｎ．グランド
デザイン」（平成 23 年 7 月，日本大学教学戦略会議検討結果（第 11 次））に記されている「本部と各部科校
の機能の明確化を行いつつ，新しい協調体制を導入」する役割をも担うものである。
　そして，その全学的な推進組織には，ファカルティ・ディベロッパー（FDer）やインストラクショナル・
デザイナー（IDer），インスティトゥーショナル・リサーチャー（IRer），カリキュラム・コーディネータ
ー等の高度な専門性を有する人材を任用し，日本大学が有する文化の中で有効に活用して，全学的な事業・
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業務等の開発・推進はもとより，各学部等に対する全学的な支援体制を構築していくことが必要である。

7 － 2－ 3　ラーニング・アウトカムとＦＤを捉えた組織的かつ戦略的な対応を
　eラーニングをはじめとする ICTを活用した教育手法は，教育の質的転換を図るための “手段” の一つに
しかすぎない。従って，eラーニングを推進すること自体が目的化してはならない。その “手段” の先に最
も重視すべきことは，学生の学修成果（ラーニング・アウトカム）と教員の教育能力等の開発（ＦＤ）であ
ることを共通して認識することが重要である。
　本理事長特別研究における研究テーマが「eラーニングの戦略的活用の研究」とされているように，まさ
に，大学としてのビジョンに基づくアクションプランの一つとして数値目標も含めて具体的に明示されてこ
そ，真に組織的かつ戦略的な対応を実現できるものと考える。すなわち，「これまで，どちらかといえば個々
の教員の興味関心に委ねられてきた ICTの教育利用に終止符を打ち，組織的な戦略（長期的な見通し）と
戦術（個別問題の解決）を立てることが必要」（吉田，2014：15）であるといえる。
　そのためには，何を誰に対して何のために教育を「オープン化」するのかを常に再考し，一定の専門性の
下，組織的かつ戦略的に展開できる体制の構築が求められているといえよう。

おわりに

　平成 24 年度から平成 26 年度にかけて 3年間実施した本理事長特別研究であったが，当初は商学部のみの
実施にとどまったものの，最終年度には，法学部，商学部，国際関係学部，そして，通信教育部が参加して
パイロットプログラムを実施することができた。そして，当初の予定どおり実証分析も行い，入学前教育に
限らず，高等教育の全ステージにおいて，eラーニングが効果的であることが示されたと考える。
　今後は，このパイロットプログラムによって明らかにされた各種の課題，コンテンツ作成に始まり，
LMSの選定や受講生の学修支援体制の構築などに留意し，日本大学における eラーニングの展開を進めて
ゆくことが必要である。
　このパイロットプログラムに尽力された関係者の皆様や入学前教育の実施等に関し御協力賜った付属高等
学校の先生方に感謝の意を表する次第である。
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〃 筒 	 	 井 	 	 	 	 	 仁

幹 	 事 八 	 	 町 	 	 	 	 	 斉

〃 並 	 	 木 	 	 洋 	 	 明

ＦＤ推進センター長・副学長

ＦＤ推進センター長・副学長

ＦＤ推進センター副センター長・経済学部

法 学 部

文 理 学 部

経 済 学 部

商 学 部

商 学 部

芸 術 学 部

芸 術 学 部

国 際 関 係 学 部

理 工 学 部

生 産 工 学 部

工 学 部

医 学 部

歯 学 部

松 戸 歯 学 部

生 物 資 源 科 学 部

薬 学 部

通 信 教 育 部

大学院総合社会情報研究科

大 学 院 法 務 研 究 科

大 学 院 知 的 財 産 研 究 科

短 期 大 学 部 三 島 校 舎

短 期 大 学 部 船 橋 校 舎

短 期 大 学 部 湘 南 校 舎

学 務 部 長

学 務 部 次 長

学 務 部 次 長

学 務 部 特 任 事 務 長

学 務 部 学 務 課 長

学 務 部 教 育 推 進 課 長
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　平成 28 年 3 月の『日本大学ＦＤ研究』「第 4号」は関係者の皆様方のご協力を賜り，ここで発刊できまし

たことを心より感謝申し上げます。

　『日本大学ＦＤ研究』は，日本大学ＦＤ推進センターの基本方針の下，高等教育の開発・研究に関する論

考および活動報告を共有し，全学的に教育の質の向上を促進することを目的とする教育論文集として創刊さ

れて以来，多数の投稿を賜り，この「第 4号」は論文 1篇，研究ノート 4篇，活動報告 3篇の玉稿を頂き，

総数 200 頁を超えた厚いボリュームの出版物となっております。これは一重にご執筆いただいた方々のご支

援の賜物であることは言うでもなく，本学の全学ＦＤ活動に対する理解が日に日に深まりつつある一つの現

れではないかと感じております。

　「第 4号」が無事に発刊の運びとなりましたことに，胸をなでおろしているところでございます。匿名査

読を御担当いただきました先生方の御尽力と，全学ＦＤ委員会教育情報マネジメントワーキンググループ各

位による献身的な努力に敬意を表するとともに，編集作業や細やかなサポートをいただいた本部学務部学務

課のスタッフの方々に対しまして，感謝の意を申し上げたいと思います。

　この『日本大学ＦＤ研究』がさらに号を重ねて，本学ＦＤ活動のさらなる発展ならびに本学の教育の質の

向上に貢献することを祈念いたしまして，編集後記の結びとさせていただきます。

編　集　後　記

日本大学全学ＦＤ委員会教育情報マネジメントワーキンググループメンバー

日本大学通信教育部教授
陸　　亦　群
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〔表紙デザインコンセプト〕 

　日本大学ＦＤ推進センターの諸活動が日本大学をはじめとするあらゆる教育界に広
がり影響していくイメージを水の波紋としてデザインしています。
　水滴（ＦＤの諸活動）が水面に落ちたとき，あらゆる教育界に波紋（影響，効果）
が広がっていくイメージです。
　また，水面で交わっている波紋は，教員や職員，そして学生の三者が交わっている
様子を表しています。三者が相互に影響してはじめて水の流れができる。三者が相互
に影響することで，はじめて教育の質的向上を図ることができる。そのようなイメー
ジでデザインされています。 

編集	

日本大学全学ＦＤ委員会教育情報マネジメントワーキンググループ

　　リーダー　　　藤田　之彦（医学部教授）

　　メンバー　　　吉野　　篤（法学部教授）

　　　　　　　　　吉田　健一（文理学部教授）

　　　　　　　　　柴田　　宣（工学部教授）

　　　　　　　　　杉田　治男（生物資源科学部教授）

　　　　　　　　　陸　　亦群（通信教育部教授）

　　　　　　　　　八町　　斉（学務部学務課課長）

　　アシスタント　後藤　裕哉（学務部学務課課長補佐）

　　　　　　　　　齋藤　幸枝（学務部学務課主任）

　　　　　　　　　羽川　亮司（学務部学務課主任）

※所属，役職等については，平成27年12月現在のものです。
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